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第１ 鹿児島県森林・林業の概要





地区別の森林面積等 （単位：ha）

森林面積 民有林
面　 積

国有林
面　 積

鹿児島 104,542 61,494 55,093 6,401

南　 薩 86,512 46,317 42,807 3,510

北　 薩 156,727 102,278 82,449 19,829

姶良・伊佐 137,128 94,022 69,508 24,514

大　 隅 210,397 132,404 83,860 48,544

熊　 毛 99,368 72,523 30,891 41,632

大　 島 124,019 81,424 73,480 7,943

計 918,701 590,461 438,089 152,373

（平成31年4月1日現在）

※総土地面積は，境界の一部が未定のため，面積の総数と内訳の

合計は一致しない。

※四捨五入の関係で，総数と内訳の計は一致しないことがある。

地　区
総土地
面　 積

　　　 １ 　鹿児島県市町村概況図

阿久根市

出水市

大口市

垂水市

溝辺町

野

町

高山町

大崎町

枕崎市

横川町

吉町

甑島

鹿児島市

さつま町

錦江町

阿久根市

溝辺町

大崎町

枕崎市

吉町

甑島

鹿児島市

錦江町

大崎町

獅子島

鹿児島市

錦江町
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長島町
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湧水町
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●　地域振興局等の所在位置

鹿
児
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地
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知名町

和泊町

沖永良部島

知名町

和泊町

沖永良部島
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和泊町
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和泊町
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知名町

和泊町
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馬毛島

種子島

西之表市

中種子町
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馬毛島
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西之表市
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大和村
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２ 鹿児島県森林・林業の主要指標

全 国 に 全国に 九州に

区 分 単 位 実 数 占 め る おける おける 備 考

割合(％ ) 順 位 順 位

総 数 千ｈａ 590 2.4 12 1 「実数」欄は令和元年度

森 林 国 有 林 〃 152 2.0 12 2 県森林・林業統計

民 有 林 〃 438 2.5 13 1 その他の欄は森林・林業
統計要覧2019

面 積 人 工 林 千ｈａ 275 2.7 11 3

竹 林 〃 18 10.8 1 1

(全国の人工林率)
人 工 林 率 ％ 46.5 20 6

40.7

林 家 戸 数 戸 21,597 2.6 14 1 2015年農林業センサス

林 業 就 業 者 数 人 1,444 － － － 森林経営課調べ

(平成30年度末現在)

素 材 生 産 量 千 ｍ 3 1,248 5.8 9 4

(921) 令和元年度県森林・林業
林 業

竹 材 千 束 645 53.4 1 1 統計

生 産 生 し い た け ｔ 861 1.2 22 4 （順位は平成30年木材統

計，平成30年特用林産
乾 し い た け ｔ 71 2.7 7 4

基礎資料）

た け の こ ｔ 6,088 24.0 2 2

林業産 総 数 百万円 8,780 1.8 16 5

森林・林業統計要覧2019
出額※ 木材生産額 百万円 7,070 2.8 8 4

(全国の路網密度) 都道府県別林内路網密度

路 網 密 度 ｍ／ha 32.2 24.7 10 5 調査結果(平成29年度末現

〔H29年度値〕 在)

高 性 能 林 業 機 械 台 367 3.8 7 3 林業機械保有状況調査(平

成30年度末現在)

※1 林業産出額は，木材生産，薪炭生産，栽培きのこ類生産，林野副産物採取（山菜，栗等）により

得られる所得

※2 素材生産量の（ ）書きは，木質バイオマス発電用の燃料として利用された木材を含まない量

※3 素材生産量の順位は，木質バイオマス発電用の燃料として利用された木材，輸出材を含まない数

値での順位

※4 四捨五入の関係で，総数と内訳の計は一致しないことがある。
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３ 鹿児島県森林・林業の概況

（１）森林整備・保全の推進

① 森林資源

・平成31年４月現在の本県の森林面積は590千ｈａで，県土の約64％を占める。

・森林面積は全国第12位，九州第１位となっている。

・人工林面積は275千haで全国第11位，九州第３位であり，人工林率は47％を占めている。

・人工林を中心に森林資源は充実しつつあり，供給可能量は増大している。

（令和元年度県森林・林業統計,森林・林業統計要覧2019）

森林面積と蓄積 （平成31年４月）

面 積 (ha) 蓄 積 (千 )
区 分

総 数 (構成比) うち人工林 人工林率 総 数 (構成比)

国 有 林 152,373 ( 25.8) 75,523 49.6 39,919 ( 25.3)

民 有 林 438,089 ( 74.2) 199,171 45.5 118,023 ( 74.7)

計 590,462 (100.0) 274,694 46.5 157,942 (100.0)

※四捨五入のため計は必ずしも一致しない。 資料：森林経営課

民有林の樹種別森林面積と蓄積 （平成31年４月）

面 積 蓄 積 構 成 比
区 分

(ha) (千 ) 面積(%) 蓄積(%)

ス ギ 120,404 63,712 27.5 54.0

ヒノキ 64,512 22,339 14.7 18.9

針葉樹 マ ツ 10,003 2,029 2.3 1.7

その他 229 37 0.1 0.0

小 計 195,149 88,117 44.5 74.7

ク ス 155 19 0.0 0.0

イジュ 238 29 0.1 0.0

広葉樹 クヌギ 7,740 896 1.8 0.8

その他 203,498 28,869 46.5 24.5

小 計 211,631 29,813 48.3 25.3

特 殊 樹 林 772 93 0.2 0.1

竹 林 18,337 (5,487千束) 4.2 -

そ の 他 12,200 - 2.8 -

合 計 438,089 118,023 100.0 100.0

※四捨五入のため計は必ずしも一致しない。

資料：令和元年度県森林・林業統計
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② 造 林

・近年，木材需要の高まりから，皆伐施業が増加していることに伴い，再造林面積も増加傾向にあ

る。

・多様な森林づくりのため，地域の実情に応じた人工林の複層林整備を推進する必要がある。

民有林の人工造林等の推移 （単位：ha）

区 分 S50 S60 H2 H7 H12 H17 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

人工造林 4,840 2,142 1,303 1,291 638 251 250 235 341 252 316 630 655 595

複層林整備 0 0 121 306 137 41 23 26 5 1 0 0 1 15

※H28-30の人工造林は，被害地造林を含む 資料：令和元年度県森林・林業統計

③ 間 伐

・民有林のスギ･ヒノキ人工林のうち間伐の対象となる16～45年生(４～９齢級)の森林は，全体の

約３割を占めており，今後，その割合は減少する見込みである。

・これまで「間伐推進５カ年計画」や「生き活き間伐推進５箇年計画」等に基づき，計画的な間伐

を推進し，健全な森林づくりと間伐材の生産・利用の拡大に向けた取組を展開した。

・今後とも，森林の有する多面的な機能を発揮させるため，計画的な間伐の実施を推進する必要が

ある。

林齢(年)
資料：令和元年度県森林・林業統計

民有林の間伐の推移

資料：かごしま材振興課

(単位：ha，ｍ3)

区分 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

面積 8,365 8,227 8,722 7,177 5,120 5,270 4,107 4,305 3,909 3,252 2,909

材積 252,931 259,326 280,080 290,709 274,591 266,987 217,561 247,899 241,520 202,758 199,133
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④ 保安林

・県土の保全など森林の公益的機能を維

持する上で，保安林の果たす役割がま

すます重要となっている。

・民有林，国有林を合わせた平成30年

度末の保安林面積は，197,901ha(延べ

面積は207,994ha)で森林面積の33.5％，

保安林種ごとには，水源かん養保安林

が174,015haとなっており，大半を占め

ている。

資料：令和元年度県森林・林業統計

⑤ 治山事業

・治山事業については，台風，梅雨等による集中豪雨や火山，地震等に起因する山地災害から県民

の生命，財産を保全するとともに，水源涵養，生活環境の保全・形成等を図るため，優先度によ

る一層の峻別と重点化を図りつつ，計画的に事業を推進する。

山地災害危険地区の整備状況（民有林） （令和元年度末現在）

区 分 山腹崩壊危険地区 地すべり危険地区 崩壊土砂流出危険地区 合 計

危険地区数 6,918 9 2,929 9,756

着手地区数 4,111 2 1,693 5,806

着手率(%) 60.3 22.2 57.8 59.5

資料:森づくり推進課

⑥ 松くい虫被害

・民有林の松くい虫被害量は近年において

は平成22年度をピークに減少傾向にある。

・平成30年度は，16,783㎥の被害が発生して

おり，大島地区の被害量が県全体の約８割

を占めている。

資料:令和元年度県森林・林業統計

⑦ 緑の少年団等 （令和元年度末現在）

区 分 人数等

緑 の 少 年 団 68団，1,602人

森林インストラクター 9人

森林・林業インストラクター 438人

樹 木 医 16人

県グリーンマスター 38人

資料:森づくり推進課

⑧ 森林ボランティア・森林フィールドの登録者数 （令和元年度末現在）

区 分 人数等

森林ボランティア 個人：2,281名 団体：36団体

森林フィールド 508.4ha（86箇所）

資料：森づくり推進課
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⑨（公財）かごしまみどりの基金

設 立 年 月 日 平成５年９月

基 本 財 産 527,686千円（令和元年６月末）

元年度事業費 106,564千円（予算額）

・森林及びみどりの普及啓発

・森林づくり及び緑化の助長

主な事業内容 ・森林整備の促進

・環境緑化の促進

・緑の募金運動推進

資料：森づくり推進課

（２）担い手づくりと林業経営対策
① 林業就業者

・林業就業者は，平成30年度末で1,444人であり，近年は緩やかな減少傾向で推移している。

・森林組合の林業技能者は平成30事業年度末で446人であり，減少傾向が続いているが，49歳以下

の若年層の割合は増加しており，年齢層の平準化が進んでいる。

② (公財)鹿児島県林業担い手育成基金 ③ 青年林業士等の認定者数

（令和元年度末現在）

設 立 年 月 平成５年７月 区 分 認定者数

基 本 財 産 10百万円(平成31年4月1日) 青 年 林 業 士 115人

特 定 資 産 1,923百万円(平成31年4月1日) 指 導 林 業 士 95人

元年度事業費 169,17千円(予算額) 指 導 林 家 52人

・社会保険等の掛金助成 資料：森林技術総合センター

・労働安全衛生の充実

・女性就労者の参入促進のため

主な事業内容 の就労環境の整備

・新規就労者の参入促進

・多能工技能者の養成等

・林業労働力確保支援センター事業

資料：森林経営課

資料：森林経営課 資料：環境林務課
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④ 林家・林業経営体

・平成27年の林家数は21,597戸で，平成22年の89.6％となっている。

・平成27年の林業経営体数は1,050事業体で，うち家族経営は865事業体で総事業体数の82.4％を占

めている。

林家・林業経営体数の推移 （単位：事業体，％）

区 分 林 家 林業経営体

平成22年 24,107 1,661

平成27年 21,597 1.050

増減率 89.6 63.2

資料:2015年農林業センサス

⑤ 林家の経営規模等

・経営規模５ｈａ未満の林家が91％を占めており，林家一戸当たりの経営規模は，2.74haと非常に

零細である。

経営規模別林家数 （単位 ：戸，％）

経営規模 総 数 1～5ha 5～10 10～20 20～50 50以上

林家数 21.597 19.687 1,296 409 148 57

割 合 100.0 91.2 6.0 1.9 0.7 0.3

資料：2015年農林業センサス

林家一戸当たりの経営規模 （単位：戸，ha）

１戸当たり
林 家 数 保有山林面積

規 模

全 国 828,973 5,174,793 6.24

九 州 117,477 575,927 4.90

本 県 21,597 59,209 2.74

資料：2015年農林業センサス

⑥ 森林組合

・令和２年３月末で15組合があり，組合員数は約10万人で全国で最も多く，組合員所有森林面積

は約287千haと民有林面積の67％を占めている。

森林組合数の推移

年 Ｈ元 Ｈ５ Ｈ10 Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

組合数 53 44 33 26 17 15 15 15 15
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⑦ 林産物生産額

・林産物生産額は，平成２年をピークに減少傾向が続いていたが，平成17年を境に増加傾向に転

じている。

・平成30年は165億円で，そのうち素材生産117億円（71％），きのこ類15億円（９％），たけの

こ16億円（10％）であり，これらの品目が大きな割合を占めている。

資料：令和元年度県森林・林業統計

⑧ 林道等整備 (注)林道等：林道，林業専用道及び林業専用道（規格相当）

・平成29年度末の林道等の延長は2,975km

・林道密度は6.8m/haで全国平均に比べると高い。

・林道の舗装率についても69.2%と全国に比べて髙水準である。

・今後とも，開設や舗装など計画的な整備が必要である。

林道等整備計画 (単位:km,m/ha,%) 舗装実績（平成30年度末）

区 分 将来(2075年度)目標 平成30年度末 達 成 率 舗装済み延長 1,945km

延 長 5,059 2,983
59.0

舗 装 率 69.4%

密 度 11.6 6.9 資料：令和元年度県森林・林業統計

資料：かごしま材振興課

⑨ 林業機械

・林業の生産性の向上と労働強度の軽減 高性能林業機械の保有状況 (単位:台)

を図るため，高性能林業機械が昭和63 台 数

年以降全国的に普及した。 機 種

・本県の平成30年度末の保有台数は367 全 国 本 県

台である。 フェラーバンチャ 161 －

・今後導入促進と併せ，高い生産性を実 ス キ ッ ダ 115 19

現できる現場技能者の育成が重要とな プ ロ セ ッ サ 2,069 87

っている。 ハ ー ベ ス タ 1,849 34

フ ォ ワ ー ダ 2,650 101

タ ワ ー ヤ ー ダ 152 1

ス イ ング ヤ ー ダ 1,082 31

そ の 他 1,581 94

計 9,659 367

資料：林野庁業務資料（平成30年度末現在）
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（３）県産材の利用拡大・供給体制の強化
① 木材需給

・平成30年度の木材の需要量は，2,425千ｍ３ である。

・供給の内訳は，県産材1,248千ｍ３，県外移入材515千ｍ３で，輸入材662千ｍ３である。

② 住宅着工戸数

・平成30年の住宅着工戸数は

9,819戸で本県の住宅の木

造率は68％となっている。

資料：令和元年度県森林・林業統計

③ 木材価格

・木材価格は昭和55年をピークに，そ

れ以降，外材輸入の増加等を背景に

低迷している。

・平成30年は製品価格，山元立木価格

ともに前年を上回ったが，原木価格

は前年をやや下回った。
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資料：令和元年度県森林・林業統計
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④ 木材産業

・一工場当たりの製材品生産量は，全

国平均に比べて低位となっている。

・新たな木材需要を担うツーバイフォ

ー工法部材やＣＬＴ（直交集成板）

の加工施設が整備されたほか，高品

質，高規格の製品を供給するため，

乾燥施設等の高次加工施設が整備さ

れつつある。

高次加工施設等の設置状況（平成30年度末） 製材工場１工場当たりの生産量

区 分 工場数等 製 材 製材品 １工場当たり

ツーバイフォー工法部材加工施設 1工場 区 分 工場数 生産量 生産量

ＣＬＴ加工施設 1工場 (社) (千ｍ３) (ｍ３)

集成材工場 1工場 本 県 119 182 1,529

プレカット加工施設 10工場 全 国 4,582 9,202 2,008

人工乾燥処理施設 27工場81基 資料：令和元年度県森林・林業統計(本県)

資料：かごしま材振興課 農林水産省「平成30年木材統計」(全国)
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（４）特用林産物の産地づくり

① たけのこ

・平成30年のたけのこの生産量は6,088ｔで，全国第2位の生産県となっている。

・たけのこの裏年，表年等によって生産量は増減しており，平成30年の生産量は，平成29年より

増加している。

② しいたけ

・平成30年の生産量は，生しいたけ861ｔ，乾しいたけ71ｔとなっている。

・近年，乾・生しいたけともに，生産量は横ばいで推移している。

③ 竹 材

・平成30年の竹材の生産量は645千束で横ばいで推移しており，全国第１位の生産県となって

いる。

資料：森林経営課

資料：森林経営課

資料：森林経営課
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第２

令和２年度
森林・林業振興施策の概要





１ 森林・林業振興の基本方針

森林は，県土を守り，清らかな水や美しい景観を提供するとともに，生物多様性を保全し，地球温暖
化の主な原因とされる二酸化炭素を吸収・貯蔵するはたらきを有するほか，木材をはじめとする林産物
を供給するなど，安心・安全な県民の生活になくてはならない県民共通の財産です。
これらの森林のうち，スギ・ヒノキの人工林は本格的な利用期を迎えており，この豊富な森林資源を

循環利用することにより，森林の公益的機能の持続的な発揮を図りつつ，林業の成長産業化を実現して
いくことが重要となっております。
一方，過疎化・高齢化の進行や森林所有者の経営意欲の減退等により，管理の行き届かない森林の増

加が懸念されていることから，国においては，市町村が仲介役となり，森林所有者と林業経営者をつな
ぐ新たな森林管理の仕組みを構築する「森林経営管理法」が平成３０年５月に制定されました。
これらの状況を鑑み，令和２年度は，森林経営管理制度の円滑な運用を推進していくとともに，担い

手となる人材の育成や森林施業の集約化を図りながら，計画的な間伐や再造林等の森林整備を一層推進
し，多様で健全な森林づくりに努めます。また，林業の成長産業化に向けて，路網整備や高性能林業機
械の導入等による県産材の安定的な供給体制づくりや木材加工施設等の整備による木材産業の競争力強
化，公共施設等の木造・木質化，東アジア等への木材輸出促進及びＣＬＴ等の普及などによる県産材の
需要拡大等を一体的に推進します。

【基本施策】

（１）森林整備・保全の推進
スギ・ヒノキ人工林については，計画的な間伐を推進するとともに，伐採後の再造林対策の強化，立

地条件等を踏まえた広葉樹林等への誘導，優良苗木の安定供給体制づくり等の各種施策を総合的に進め，
地球温暖化防止に貢献する多様で健全な森林づくりに積極的に取り組みます。
特に再造林については，低密度植栽によるコスト削減や地拵え・下刈りの支援，森林所有者自らが行

う再造林の支援を行うなど，更なる推進を図ります。
また，重要な松林における松くい虫被害の防除や被害木対策，有害鳥獣の被害防止対策などを推進す

るとともに，治山事業の計画的な実施や治山施設の長寿命化など，防災・減災対策に取り組みます。
さらに，森林整備による二酸化炭素吸収量等を県が認証すること等により，企業や団体等における地

球温暖化対策の取組を促進します。
県のみんなの森づくり県民税を活用した取組については，公益的機能の増進のための間伐や再造林等

の森林整備，里山林等の保全管理や地域の特性を生かした森林づくりを進め，森林環境の保全を図ると
ともに，県民が森林にふれあう機会の提供や森林環境教育の実施，県民が自ら実施する森林・林業との
ふれあい活動等の取組により，森林を全ての県民で守り育てる意識の醸成を図ります。
国の森林環境譲与税を活用した取組については，森林経営管理制度における適切な森林経営管理を推

進するための市町村の業務体制や経営管理に関する取組の支援を行い，森林整備の促進を図ります。

（２）担い手づくりと林業経営対策
新規就業者を対象とした各種資格の取得支援や既就業者の技能向上に必要な講習等の実施により，林

業担い手の確保・育成を図ります。
また，森林施業プランナーなどの活動促進等により，森林施業の集約化や路網の整備，高性能林業機

械の導入等を進め，林業の収益性の向上を図るとともに，林業事業体の経営体質の強化や安定的な雇用
確保を促進します。
さらに，特用林産物の生産振興等による就業機会の確保や里山林等を活用した体験活動などによる都

市住民との交流を促進し，山村地域の活性化を図ります。

（３）県産材の利用拡大・供給体制の強化
森林施業の集約化を推進しつつ，重点的な路網の整備，高性能林業機械の導入を促進し，県産材を低

コストで安定的に供給できる体制の構築に努めます。
また，素材生産者と製材工場などとの協定取引の促進や木材の生産現場から製材工場等への直送など

により流通の合理化等を進めるとともに，木材の加工・流通施設の整備等を促進し，木材産業の競争力
強化を図ります。
併せて，「かごしま緑の工務店」による「かごしま木の家」づくりや公共施設等の木造・木質化を推

進するとともに，東アジア等への木材輸出の取組を促進し，県産材の利用拡大を図ります。
また，ＣＬＴや２×４工法部材等について，建築技術者等を対象とした技術講習会等の開催や設計ア

ドバイザーの派遣等により建築物への利用を促進するとともに，木質バイオマス発電施設等への木材の
安定供給を促進し，未利用間伐材など木質資源の有効活用を図ります。

（４）特用林産物の産地づくり
地域特性を生かした特用林産物の産地づくりを進めるため，生産基盤等の整備や担い手の確保・育成

を図るとともに，需要拡大に向けた活動を促進します。
たけのこについては，担い手の育成や早掘りたけのこ生産林の整備等により，生産体制の強化を図る

とともに，竹材等の需要拡大の取組を推進します。
また，消費者の食の安心・安全への関心が高まっていることから，「かごしまの農林水産物認証制

度」等に基づく認証取得や安心・安全な特用林産物のＰＲ活動を促進します。

（５）技術開発と普及
優良苗木の育苗試験や下刈りの時期分散等に関する造林の低コスト化・省力化に向けた試験研究を進

めるほか，第二世代抵抗性マツ苗生産技術の開発，不採算人工林の針広混交林等への誘導手法の検討，
特用林産物の収益性向上のための生産技術の確立等に取り組むとともに，研究成果等の普及・定着を図
ります。
また，林業に関する技術等の普及指導や市町村への技術支援を行うとともに，林業後継者の育成や児

童・生徒等に対する森林環境教育の推進を図ります。
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２ 施策体系

Ⅰ 「かごしま未来創造ビジョン」における施策体系

豊かな自然との共生と地球環境の保全

地球環境を守る低炭素社会づくり

森林整備・保全の推進

多様で健全な森林づくり

森林吸収源対策の推進

県民参加の森林 づくり（もり）

安心・安全な県民生活の実現

強靱な県土づくりと危機管理体制の強化

森林整備・保全の推進

防災・減災対策の推進

革新的技術の導入と競争力のある産業の創出・振興

「攻めの農林水産業」に向けた戦略的な取組の展開

県産材の利用拡大・供給体制の強化

原木の安定供給体制づくり

木材産業の競争力強化

かごしま材の利用拡大

新たな需要に向けた取組

特用林産物の産地づくり

生産性・付加価値の高い特用林産物の産地づくり

技術開発と普及

新たな技術の開発

林業普及指導の充実

ライフスタイルをデザインできる働き方の創出

地域産業の振興を支える人材の確保・育成

担い手づくりと林業経営対策

担い手の確保・育成

効率的・安定的な林業経営対策

地域資源を活かした山村振興
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Ⅱ 「鹿児島県森林・林業振興基本計画」における施策体系

【基本理念】
「未来につなぐ多様で健全な森林づくり」と

「人が輝き地域が潤う林業・木材産業の実現」を目指して

◆かごしま未来創造ビジョン

豊かな自然の共生と地球環境の保全

安心・安全な県民生活の実現

(1) 多様で健全な森林づくり
１ 森林整備・保全の推進

(2) 防災・減災対策の推進

(3) 森林吸収源対策の推進

(4) 県民参加の森林 づくり（もり）

◆かごしま未来創造ビジョン

革新的技術の導入と競争力のある産業の創出・振興

ライフスタイルをデザインできる働き方の創出

(1) 担い手の確保・育成
２ 担い手づくりと

林業経営対策 (2) 効率的・安定的な林業経営対策

(3) 地域資源を活かした山村振興

(1) 原木の安定供給体制づくり
３ 県産材の利用拡大・

供給体制の強化 (2) 木材産業の競争力強化

(3) かごしま材の利用拡大

(4) 新たな需要に向けた取組

４ 特用林産物の産地づくり (1) 生産性・付加価値の高い特用林産物の
産地づくり

(1) 新たな技術の開発
５ 技術開発と普及

(2) 林業普及指導の充実
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３ 施策概要

（１）森林整備・保全の推進

① 多様で健全な森林づくり

それぞれの森林の発揮すべき機能に配慮した適正な森林整備を推進します。

スギ・ヒノキの人工林については，適切な間伐を計画的に推進するとともに，伐採跡地における再造林

等の適切な更新や計画的な保育を推進します。

また，森林所有者の意向等も踏まえながら，針広混交林化や広葉樹林化，長伐期化等の多様な森林への

誘導を促進します。

天然広葉樹林においては，有用樹の育成を図るための適切な整備を推進するとともに，里山等で生活環

境や生物多様性等の保全に不可欠な森林，優れた自然景観を形成する森林等については，樹種の多様性を

増進する施業を推進します。

新たな森林管理システムによる森林経営管理を推進するために，経営管理に関する市町村への助言，指

導等を行う市町村サポートセンターを設置するとともに，市町村の取組を促進するための施策により森林

経営の効率化及び森林の管理の適正化の一体的促進を図ります。

水源涵養機能や山地災害防止等の森林の有する公益的機能を高度に発揮させるため，保安林の計画的な

指定を進めます。

松くい虫等の被害に対しては，地域の実情に応じた防除・保全対策を実施します。

林地開発許可制度の適切な運用により，森林の有する公益的機能の保全を図ります。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

適正な森林整備の推進
造林補助事業 1,802,800 間伐や再造林等の森林整備，これらと一体となった

森林作業道の開設を支援

未来につなぐ森林（もり）づくり 314,309 多様で健全な森林を育成するための人工林伐採跡地
推進事業 における再造林や間伐等の森林整備，路網整備等
（みんなの森づくり県民税関係
事業）

○新 里山林等保全管理促進事業（一部） 47,305 里山林や幹線道路沿線など公益上重要な森林の保全
（みんなの森づくり県民税関係事業） 管理や地域の特性を生かした森林整備

森林整備地域活動支援事業 21,370 森林の有する多面的機能の発揮を図るための森林施
業に不可欠な地域活動に対する支援

林道事業 2,488,637 森林の適切な整備や効率的かつ安定的な林業経営の
ための林道の整備

次世代ふるさとの森再生事業 210,500 間伐材の生産や林業専用道（規格相当），森林作業
道の整備

ふるさとの森生産性強化対策事 (294,502) 間伐材の生産や林業専用道（規格相当），森林作業
業(R元年度3月補正繰越) 道の整備
（一部）

林業成長産業化地域創出モデル 25,418 林業専用道（規格相当）の整備や造林実施状況調査
事業（一部） 等

森林整備公社運営指導事業 810,985 県森林整備公社の円滑な運営を図るために必要な資
金の貸付け等

種苗事業 44,485 優良苗木の生産・供給を図るため，母樹園の整備や
穂木の確保，生産施設整備等，生産技術習得支援，
県営採種穂園の管理等

県営林管理事業 46,080 県営林の管理(県営林管理補助員・県有林管理員設
置,立木・素材処分,作業道等の整備,再造林の実施)
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令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額

千円

県営林経営事業 53,217 県営林の森林整備（搬出間伐，保育，搬出路開設
等）

万之瀬川水源かん養林対策基金 7,785 万之瀬川流域の水源かん養林整備に対する助成
事業

森林経営管理の推進
森林経営管理推進サポート事業 16,680 森林経営管理制度に係る市町村サポートセンターの
［森林環境譲与税関係事業］ 設置・運営

 森林境界明確化モデル事業 2,195 境界明確化に係る業務の実施及びマニュアルの作成
［森林環境譲与税関係事業］

森林経営管理支援システム支援 4,113 森林経営管理の計画，実行管理を行うためのシステ
事業 ム開発
［森林環境譲与税関係事業］

 森林資源調査イノベーション推 6,269 ＩＣＴ技術の組み合わせによる効率的な森林資源調

進事業 査等の手法の確立及び普及マニュアルの作成

［森林環境譲与税関係事業］

保安林の適切な管理の推進

保安林整備事業（指定・管理） 9,655 保安林指定の推進，保安林の適正な管理

保安林整備事業 27,553 保安林改良，保育

森林の保護・保全対策の推進

森林病害虫等防除事業 96,925 松くい虫防除（特別防除，地上散布，伐倒駆除・特

別伐倒駆除等）

○新 里山林等保全管理促進事業（一部） 10,790 マツへの薬剤樹幹注入，被害松林の樹種転換等

（みんなの森づくり県民税関係事業）

林地開発許可制度実施事業 1,181 林地開発行為の許可審査等

狩猟対策事業 23,212 狩猟適正化対策（狩猟免許試験等の実施，有益鳥獣

の増殖，狩猟取締り等），有害鳥獣捕獲許可権限移

譲交付金

特定鳥獣総合管理対策推進事業 41,562 シカ，イノシシの科学的・順応的な鳥獣個体群管理

のための検討会，生息調査，計画的な捕獲及び捕獲

従事者等の育成

合 計 6,113,026

(294,502)

※（ ）書きは，R元年度３月補正予算額で外書き

② 防災・減災対策の推進

山地災害危険地区や荒廃森林等において，治山事業を計画的に実施し，防災･減災対策を推進します。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

山地防災対策の推進

山地治山事業 3,581,259 復旧治山，緊急予防治山，予防治山，林地荒廃防止
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令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

防災林整備事業 336,382 海岸防災林造成

災害関連緊急治山事業 185,000 台風，豪雨等の天然現象により当年度に山地崩壊し

た箇所を緊急に復旧

直轄治山事業 256,000 桜島地区で国が行う荒廃山地の復旧整備に係る負担

金

県単治山事業 425,334 国庫補助事業の対象とならない小規模崩壊地の復旧

等

合 計 4,783,975

③ 森林吸収源対策の推進

企業等による森林整備の促進や二酸化炭素吸収量等の認証など，地球温暖化対策を推進するとともに，

森林整備による二酸化炭素吸収量により企業等の二酸化炭素排出量を埋め合わせる取組を促進します。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額

千円
環境を育む企業の森林(もり)づくり
○新 多様な主体による森林（もり） 102 企業による森林（もり）づくり活動の支援等

づくり促進事業（一部）
（みんなの森づくり県民税関係事業）

二酸化炭素吸収量等認証制度の推進

森林資源循環利用ＣＯ２認証促 2,905 企業等が行う森林整備によるＣＯ２吸収量等の認

進事業 証，森林炭素マイレージ制度の運営

［森林環境譲与税関係事業］

かごしまエコファンド推進事業 1,696 「かごしまエコファンド」の運営

合 計 4,703

④ 県民参加の森林（もり）づくり

県民の森等でのイベントの開催，森林ボランティアや緑の少年団等の育成・活動促進，環境を育む企業

の森林（もり）づくりの支援等により，森林を全ての県民で守り育てる意識の醸成を図り，地域住民をは

じめ森林ボランティアや企業など多様な主体による県民参加の森林（もり）づくりを進めます。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額

千円

森林を守り育てる意識の醸成
○新 森林（もり）とのふれあい推進 20,421 「みどりの感謝祭」の開催や「九州森林(もり)の

事業 日」の活動，森林・林業に関する学習・体験活動の

（みんなの森づくり県民税関係事業） 支援，森林(もり)づくり活動の広報等

○新 森林環境教育推進事業 8,794 学校環境緑化・学校林等活動コンクール及び緑の少

（みんなの森づくり県民税関係事業） 年団活動発表大会の開催，児童・生徒等を対象とし

た森林環境教育及び森林環境教育指導者研修の実施

多様な主体による森林整備の推進
○新 多様な主体による森林（もり） 1,872 企業による森林(もり)づくり活動の支援，森林ボラ

づくり促進事業（一部再掲） ンティア活動支援，若人ボランティア加入促進
（みんなの森づくり県民税関係事業）
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令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額

千円

森林の多様な利用の推進

県民の森管理運営事業 64,376 県民の森の管理運営

照葉樹の森管理運営事業 23,171 照葉樹の森の管理運営

合 計 118,634

（２）担い手づくりと林業経営対策

① 担い手の確保・育成

新規就業に必要な技能習得等の機会の提供やインターンシップの実施等による新規就業の促進，森林施

業の集約化に向けた合意形成や再造林の推進を担う森林経営プランナーや低コスト作業システムを実践す

る現場技術者等の養成を図るとともに，労働災害の軽減，就労条件の改善を図るための研修・指導等の取

組を進め，林業就業者の定着を図ります。

また，森林組合は，地域の森林管理や整備の中核的担い手として需要な役割を担っており，森林所有者

の協同組織として健全な自立的経営の確立に向けて，組織体制の充実強化と事業の改革・活性化に継続し

て取り組みます。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

森林・林業に関する技術者・技能者
の養成

林業後継者育成対策事業 307 地域リーダー育成のためのスペシャリスト養成講座
の開催，指導林家等の活動支援

路網作設高度技能者育成対策事 2,000 ＩＣＴ等先端技術を活用して簡易で丈夫な森林作業
業 道を作設することのできる高度技能者の育成

森の研修館かごしま運営事業 26,407 森の研修館かごしまの管理運営等

林業担い手確保・育成総合対策 21,057 新規就業者の確保や林業技能の習得，林業労働安全
事業 衛生対策の推進
[森林環境譲与税関係事業（一部）]

林業成長産業化地域創出モデル 600 現場技術者の養成等の支援
事業（一部）

林業事業体の育成
入会資源総合活用促進対策事業 1,986 入会林野整備計画書作成指導等

森林整備公社運営指導事業 810,985 県森林整備公社の円滑な運営を図るために必要な資
（再掲） 金の貸付け等

県営林経営事業（再掲） 53,217 県営林の森林整備（搬出間伐，保育，搬出路開設
等）

森林組合指導育成事業 1,234 森林組合の業務・会計の検査及び指導，役職員の研
修等

合 計 917,793
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② 効率的・安定的な林業経営対策

森林施業の集約化や森林情報の収集及び境界の明確化等を促進するとともに，路網と高性能林業機械を

組み合わせた効率的な作業システムの定着等により，県産材の安定供給と低コスト化を進め，効率的・安

定的な林業経営を推進します。

また，林業事業体の経営改善や木材の生産，流通の合理化の推進に必要な各種制度資金の利用を促進し

ます。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

森林計画樹立事業 24,174 地域森林計画の策定

林地台帳整備支援事業 21,582 林地台帳の精度向上の支援
［森林環境譲与税関係事業］

森林整備地域活動支援事業 21,370 森林の有する多面的機能の発揮を図るための森林施
（再掲） 業に不可欠な地域活動に対する支援

林業成長産業化地域創出モデル 3,192 森林情報システム整備等
事業（一部）

路網の整備
林道事業（再掲） 2,488,637 森林の適切な整備や効率的かつ安定的な林業経営の

ための林道の整備

次世代ふるさとの森再生事業 82,100 林業専用道（規格相当）や森林作業道の整備
（一部再掲）

ふるさとの森生産性強化対策事 (95,158) 林業専用道（規格相当）や森林作業道の整備
業(R元年度3月補正繰越)
（一部再掲）

林業成長産業化地域創出モデル 22,740 林業専用道（規格相当）の整備
事業（一部再掲）

未来につなぐ森林（もり）づくり 30,635 間伐のための路網（作業路・森林管理路）の整備
推進事業（一部再掲）
（みんなの森づくり県民税関係
事業）

高性能林業機械等の導入促進
未来につなぐ森林（もり）づくり 2,500 間伐材の林外集積等に資する機械・器具の整備
推進事業（一部再掲）
（みんなの森づくり県民税関係
事業）

ふるさとの森生産性強化対策事 (31,650) 高性能林業機械等の整備
業(R元年度3月補正繰越)
（一部）

林業成長産業化地域創出モデル 53,820 高性能林業機械等の整備
事業（一部）

林業・木材産業構造改革事業 29,497 高性能林業機械等の整備
（一部）

林業金融の充実
木材産業経営安定対策融資事業 620,171 木材産業等高度化推進資金及び木材産業振興資金の

原資預託(融資枠969,500千円)

林業振興資金貸付事業 350,000 森林組合の事業に必要な資金の貸付け
(融資枠 350,000千円)
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令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

林業・木材産業改善資金貸付事 102,093 林業や木材産業の経営の改善，林業労働に係る労働
業 （特別会計） 災害の防止，林業労働に従事する者の確保に必要な

資金の無利子の貸付け(融資枠100,000千円)

合 計 3,852,511
(126,808)

※（ ）書きは，R元年度３月補正予算額で外書き

③ 地域資源を活かした山村振興

森林整備活動や木材の生産，多様な地域資源を活用した特用林産物の生産振興等による森林所有者等の

就業機会や所得の確保を図ります。

また，里山林等を活用した体験活動，都市住民との交流の促進や地域の特性を踏まえた森林の整備など

の生活環境の整備等により，山村地域の活性化を図ります。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

地域資源を活かした山村振興
○新 森林（もり）とのふれあい推進 20,421 「みどりの感謝祭」の開催や「九州森林(もり)の

事業（再掲） 日」の活動，森林・林業に関する学習・体験活動の
（みんなの森づくり県民税関係事業） 支援，森林(もり)づくり活動の広報等

○新 森林環境教育推進事業（再掲） 8,794 学校環境緑化・学校林等活動コンクール及び緑の少
（みんなの森づくり県民税関係事業） 年団活動発表大会の開催，児童・生徒を対象とした

森林環境教育及び森林環境教育指導者研修の実施

○新 多様な主体による森林（もり） 1,872 企業による森林(もり)づくり活動の支援，森林ボラ
づくり促進事業（再掲） ンティア活動支援，若人ボランティア加入促進
（みんなの森づくり県民税関係事業）

特用林産物の魅力ある産地づく 5,765 特用林産物の生産拡大を図るための担い手の育成，
り事業 生産基盤等の整備，消費拡大の推進等

かごしまの竹と生きる産地づく 9,205 新規生産者の育成，たけのこ・竹材の生産林整備，
り事業 竹材生産機械等の整備，竹製品の需要拡大

合 計 46,057

（３）県産材の利用拡大・供給体制の強化

① 原木の安定供給体制づくり

重点的な路網の整備，高性能林業機械の導入等による低コストで安定的な木材の生産・供給体制を構築

するとともに，ＩＣＴなどを活用し，生産現場と製材工場等のサプライチェーンマネージメントの構築等

により，原木流通の合理化を図ります。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

木材供給体制の整備
林道事業（再掲） 2,488,637 森林の適切な整備や効率的かつ安定的な林業経営の

ための林道の整備

次世代ふるさとの森再生事業 82,100 林業専用道（規格相当）や森林作業道の整備
（一部再掲）
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令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

ふるさとの森生産性強化対策事 (95,158) 林業専用道（規格相当）や森林作業道の整備
業(R元年度3月補正繰越)
（一部再掲）

林業成長産業化地域創出モデル 22,740 林業専用道（規格相当）の整備
事業（一部再掲）

未来につなぐ森林（もり）づくり 30,635 間伐のための路網（作業路・森林管理路）の整備
推進事業（一部再掲）
（みんなの森づくり県民税税関
係事業）

未来につなぐ森林（もり）づくり 2,500 間伐材の林外集積等に資する機械・器具の整備
推進事業（一部再掲）
（みんなの森づくり県民税関係
事業）

ふるさとの森生産性強化対策事 (31,650) 高性能林業機械等の整備

業(R元年度3月補正繰越)

（一部再掲）

林業成長産業化地域創出モデル 53,820 高性能林業機械等の整備

事業（一部再掲）

林業・木材産業構造改革事業 29,497 高性能林業機械等の整備
（一部再掲）

木材流通の合理化

木材需給対策事業 176 木材需給動向調査の実施等

林業成長産業化地域創出モデル 1,100 木材の安定供給体制整備の支援等

事業（一部）

2,711,205
合 計

(126,808)
※（ ）書きは，R元年度３月補正予算額で外書き

② 木材産業の競争力強化

「かごしま材」を安定的に供給するため，製材工場の規模拡大や木材加工施設等の整備を促進すること

により，県外材等に対する競争力の強化を図ります。
令和２年度

事 業 名 事 業 概 要
当初予算額

千円

木材加工流通施設の整備

林業・木材産業構造改革事業 68,261 木材加工流通施設の整備や事業で整備した機械・施

（一部） 設等を対象とした経営管理指導

木材加工の高度化

木材産業近代化対策事業 495 木材産業育成指導及び木材業・製材業動向調査等

かごしま材品質確保対策事業 677 認証かごしま材の信頼性確保のための品質等確認検

査・指導等

力強い木材産業生産性強化対策 (1,973,880) かごしま材を低コストで安定的に供給するための木

事業(R元年度3月補正繰越) 材加工施設の整備

合 計 69,433

(1,973,880)

※（ ）書きは，R元年度３月補正予算額で外書き
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③ かごしま材の利用拡大

県民へ向けた木材利用の普及啓発や，「かごしま緑の工務店」による「かごしま木の家」づくり，公共

施設等の木造・木質化，東アジア等への輸出促進などにより，県産材の利用拡大を図ります。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

県民への理解の醸成

 木とふれあう環境づくり推進事 11,500 「木育」の推進，県産材を使用して開発・製作した

業（みんなの森づくり県民税関 製品等の普及

係事業，一部掲載）

かごしま材利用促進事業 125 木材利用推進協議会等の開催

かごしま材を利用した家づくりの推

進

「かごしま木の家」シェア拡大 5,798 かごしま材を積極的に利用して家づくりに取り組む

事業 「かごしま緑の工務店」の加入促進や活動支援

公共建築物等への利用促進

木造公共施設整備事業 420,068 地域材を利用した公共施設等における木造化や木質

内装化の支援

 木とふれあう環境づくり推進 34,500 デザイン性等に優れた施設等の整備や木製品の開発

事業（みんなの森づくり県民税 及び普及に対する支援

関係事業，一部掲載）

かごしま材の輸出促進

かごしま材輸出拡大加速化事業 4,300 輸出促進協議会の開催や内装材等製材品のＰＲ等の

県産材の輸出拡大に向けた取組の支援

合 計 476,291

④ 新たな需要に向けた取組

ＣＬＴや２×４工法部材等の利用促進を図るとともに，地域材を原料とする木質バイオマスの利用を推

進するための木材加工施設の整備を促進します。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

ＣＬＴ等の利用促進

ＣＬＴ等中高層建築物利用拡大 1,535 ＣＬＴ等を活用した建築物の建設を促進するための

事業 技術講習会の開催や設計アドバイザーの派遣等

林業成長産業化地域創出モデル 1,000 ＣＬＴ部材の普及促進の取組の支援等

事業（一部再掲）

木質バイオマス等の利用促進 68,008 未利用間伐材や低質材の利用を推進するための加工

林業・木材産業構造改革事業 施設等の整備

（一部再掲）

合 計 70,543
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（４）特用林産物の産地づくり

① 生産性・付加価値の高い特用林産物の産地づくり

新規生産者の確保・育成やたけのこ・竹材生産林の整備により，たけのこ・竹材生産体制の強化を図る

とともに，竹材生産機械の整備，竹製品の需要拡大等により，早掘りたけのこの生産振興と竹材の有効活

用を図ります。

原木しいたけ，枝物については，新規生産者の確保・育成を図るとともに，生産基盤等の整備を促進し

ます。

さらに，多様化する消費者ニーズや需要動向に対応し，安心・安全な特用林産物の供給と消費者へのＰ

Ｒに努めるほか，特用林産物の食育支援を行い，消費拡大に努めます。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

生産体制の整備

特用林産物の魅力ある産地づく 3,101 特用林産物の産地化を促進するための生産基盤等の

り事業（一部再掲） 整備

かごしまの竹と生きる産地づく 7,451 たけのこ・竹材生産林の整備，竹材生産機械等の整

り事業（一部再掲） 備

活動火山周辺地域防災林業対策 1,584 降灰による特用林産物への被害防止施設等の整備

事業

しいたけ等振興資金貸付事業 24,000 県椎茸農協に対する原木等購入資金・共販資金の貸

付け

担い手の確保・育成

特用林産物の魅力ある産地づく 2,000 原木しいたけ，枝物の生産者養成講座の開催，生産

事業（一部再掲） 技術向上支援，原木・種駒の助成，放棄特用樹林の

再整備

かごしまの竹と生きる産地づく 152 たけのこ生産者養成講座の開催，生産技術向上支援

り事業（一部再掲）

需要の拡大

林産物等振興対策事業 716 しいたけ，たけのこ等の流通情報の収集・提供等

特用林産物の魅力ある産地づく 664 特用林産物の食育支援，安心・安全な特用林産物の

り事業（一部再掲） 普及，原木しいたけ等の消費拡大

かごしまの竹と生きる産地づく 1,602 プラスチック製品に代わる実用的竹製品の開発・普

り事業（一部再掲） 及，竹製品の需要拡大

合 計 41,270
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（５）技術開発と普及

① 新たな技術の開発

次世代スギコンテナ苗の成長特性解明調査や下刈りの時期分散及び回数削減に関する研究等造林の低コ

スト化・省力化に向けた試験研究を進めるほか，不採算人工林の針広混交林等への誘導手法の検討，特用

林産物の収益性向上のための生産技術の確立等に取り組みます。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

試験研究事業（一部再掲） 8,881 下刈りの時期分散及び回数削減に関する研究や次世

代スギコンテナ苗の成長特性の解明調査，サカキの

省力化栽培技術の開発など（１４課題）

合 計 8,881

② 林業普及指導の充実

普及指導員による林業に関する技術等の普及指導や地域林業のリーダーの育成を行うとともに，森林・

林業に対する理解を深めるため，児童・生徒等を対象とした森林環境教育を推進します。また，森林経営

管理法に基づく森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，市町村への技術的な支援を行います。

令和２年度
事 業 名 事 業 概 要

当初予算額
千円

普及運営事業 4,986 普及指導員の活動促進，普及情報活動の推進

普及職員研修事業 579 普及指導員の研修受講

巡回指導施設整備事業 1,018 普及活動を行うための巡回用自動車の整備

普及活動高度化特別対策事業 192 普及指導員の資質向上研修

林業後継者育成対策事業 307 地域リーダー育成のためのスペシャリスト養成講座

（再掲） の開催，指導林家等の活動支援

路網作設高度技能者育成対策事 2,000 ＩＣＴ等先端技術を活用して簡易で丈夫な森林作業
業（再掲） 道を作設することのできる高度技能者の育成

市町村森林管理技術者等養成事 989 市町村職員等を対象とした森林管理に関する研修等

業 の実施

［森林環境譲与税関係事業］

 森林環境教育推進事業 7,786 児童・生徒等を対象とした森林環境教育及び森林環

（再掲） 境教育指導者研修の実施

(みんなの森づくり県民税関係事業)

合 計 17,857
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みんなの森づくり県民税について（令和２年度）

１ みんなの森づくり県民税
⑴ 税の目的

森林環境の保全及び森林を全ての県民で守り育てる意識の醸成に関する施策に要す

る財源の確保

⑵ 課税の仕組み

個 人 現行の県民税均等割額に５００円を加算

法 人 現行の県民税均等割額に均等割額の５％相当額を加算

⑶ 税収見込額等 （単位：千円）

区 分 令和２年度（当初） 令和元年度（当初）

税 収 見 込 額 451,160 453,747

徴 収 取 扱 費 19,227 19,129

関係事業への税充当額 431,933 434,618

２ 関係事業 （単位：千円）

令和２年度 令和元年度
事 業 概 要

当初予算額 当初予算額

１ 森林（もり）にまなびふれあう推進事業 77,087 73,196
森林を全ての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，森林・林業に関する (70,529) (67,503)

学習や体験活動への支援，森林環境教育の推進，自治会やＮＰＯ，企業などが [ 6,558] [ 5,693]

行う森林づくりへの支援，木の良さを学ぶ「木育」や木造施設の整備等を通じ

た取組への支援を行う。

① 森林（もり）とのふれあい推進事業 20,421 19,526

・森林にふれあう機会や森林整備等を体験する機会の提供 (18,479) (17,796)

・森林・林業に関する学習・体験活動への支援 ※1[ 1,942] ※1[ 1,730]

② 森林環境教育推進事業 8,794 7,105

・児童・生徒等に対する森林環境教育の実施 (5,084) (4,047)

・学校環境緑化・緑の少年団活動への支援 ※1[3,710] ※1[3,058]

③ 多様な主体による森林（もり）づくり促進事業 1,872 1,872

・森林（もり）づくり活動に取り組む企業への支援 (966) (967)

・森林ボランティアへの技術研修や若年層の森林ボランティア活動の促進 ※1[906] ※1[905]

④ 木とふれあう環境づくり推進事業 46,000 44,693

・木育の実施や木育教材等の導入への支援 (46,000) (44,693)

・木の良さを実感できる木造施設の整備等への支援

・新規性・デザイン性に優れた木製品開発への支援や県産材利用の普及

２ 森林（もり）をまもりそだてる整備事業 372,404 367,115
森林環境の保全を図るため，再造林や間伐等の森林整備を支援するとともに， (361,404) (367,115)

雑木竹林やマツ枯損木の伐採整理などの対策を促進する。 [ 11,000]

① 未来につなぐ森林（もり）づくり推進事業 314,309 311,444

・人工林伐採跡地における再造林等への支援 (314,309) (311,444)

・多様で健全な森林を育成するための間伐等の森林整備や路網整備等への支援

② 里山林等保全管理促進事業 58,095 55,671

・幹線道路沿線や集落周辺の雑木竹林の伐採整理など里山景観の整備への支援 (47,095) (55,671)

・地域特性を生かした里山林整備への支援 ※2[11,000]

・被害マツ林の樹種転換など里山林の機能回復への支援

449,491 440,311

合 計 (431,933) (434,618)

[ 17,558] [ 5,693]

注１ ( )はみんなの森づくり県民税充当額

※1[ ]は地方創生推進交付金充当額，※2[ ]は共生・協働の地域社会づくり基金充当額

注２ 令和元年度当初予算額については，令和２年度当初予算ベースで整理したものを記載
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新

森林環境譲与税について（令和２年度）

１ 森林環境税及び森林環境譲与税
(1)税の目的

森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み，市町村及び都道府県が実施する森林
整備等に必要な財源を安定的に確保する。

(2)使途
《市 町 村》 間伐や人材育成・担い手の確保，木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及び

その促進に関する費用
《都道府県》 森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用

(3)税の仕組み
①森林環境税（令和６年度から徴収）

国税として，年額 1,000円を市町村が個人住民税均等割と併せて賦課徴収し，都道府県
を経由して，国の交付税及び譲与税配付金特別会計に払い込む。

②森林環境譲与税（令和元年度から譲与）
税収の10分の９を市町村に，10分の１を都道府県に配分し，私有林人工林面積，林業就

業者数及び人口で案分して譲与（市町村と都道府県の譲与割合は，令和元年度市町村10分
の８から段階的に引き上げ，令和６年度以降10分の９（満額））

森林整備等を一層推進するため，譲与額を当初の予定より前倒しで増額

２ 関係事業 (単位：千円)

事 業 概 要 R２当初 R元当初

◆市町村の支援 51,828 54,666

① 森林経営管理推進サポート事業
森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，市町村が行う経営管理に関す 16,680 17,045

る実務的な業務について支援
② 森林経営管理モデル事業

森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，モデル地区を設定して経営管 － 6,060
理に関する意向調査や計画作成等を行うとともに，作業手順等をまとめた業
務マニュアルを作成

③ 森林境界明確化モデル事業
森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，経営管理権集積計画策定のた 2,195 －

めの境界明確化に係る業務をモデル的に実施するとともに，作業手順等をま
とめた業務マニュアルを作成

④ 森林経営管理支援システム開発事業
森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，市町村が行う業務の効率化や 4,113 10,860

森林ＧＩＳ・林地台帳等との連携を可能とするシステムを開発
⑤ 森林資源調査イノベーション推進事業

ICT技術の組み合わせによる効率的な森林資源調査及び森林現況確認等の手 6,269 －
法を確立するとともに，同手法を普及するためのマニュアルを作成

⑥ 林地台帳整備支援事業
森林所有者の把握や境界の明確化等に不可欠な林地台帳の精度向上を図るため， 21,582 17,700

地籍調査の成果を反映した森林簿や森林計画図の作成に必要なデータを整備

⑦ 市町村森林管理技術者等養成事業
森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，市町村職員等を対象に，森林 989 3,001

管理に必要な知識や技術に関する研修等を実施

◆担い手の確保・育成 20,757 11,684

⑧ 林業担い手確保・育成総合対策事業（充当分・一部新）

林業担い手の確保・育成を図るため，新規就労者に対する就業相談や雇用 20,757 11,684
情報の提供及び就業に必要な知識や技術に関する研修，労働安全衛生法に基
づく技能講習や特別教育を実施するとともに，森林の経営管理の集積・集約
化に資する技術研修を実施

◆森林整備の促進 25,571 21,650

⑨ 種苗事業（充当分） 21,428 17,193
○ 未来を担う苗木生産者育成事業（R元：苗木生産拡大推進事業）

造林用優良苗木の安定的な生産・供給を図るため，新規生産者等の育苗 14,219 17,193
技術習得や育苗施設等の整備，穂木の確保等を支援

○ 優良苗木増産体制確立事業
穂木の増産や再造林の低コスト化と労力の分散を図るコンテナ苗の増産 7,209 －

等を支援するとともに，苗木の通年栽培マニュアルを作成
⑩ 不採算人工林における森林再生支援事業

多様で健全な森林づくりを推進するため，採算性が低く林業経営に適さな 1,238 1,278
い人工林を広葉樹林や針広混交林に誘導する手法を検討

⑪ 森林資源循環利用CO2認証促進事業
森林資源の循環利用により吸収・固定・削減されたCO2量を認証し，市町村 2,905 3,179

と連携してマイレージ化することで，より多くの県民による森林吸収源対策
の取組を促進

合 計 98,156 88,000

新

新
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第３ 事 業 計 画

１ 環境林務課





環境林務課の施策体系

担い手の確保・育成 林業事業体の育成

（森林組合係）
担い手づくりと

林業経営対策

効率的・安定的な林業 林業金融の充実

経営対策 （森林組合係）

部内職員の人事，給与，服務関係事務

（総務係）

褒章及び叙勲事務

（総務係）

部内の会計，経理に関する事務

（経理係）
部内の総務・経理

各種計画の進行管理
・企画調整業務

（企画調整係）

各種協議会の運営及び連絡調整

（企画調整係）

森林環境税に関する総合調整

（企画調整係）

広報，広聴

（企画調整係）

部内の災害対策

（企画調整係）

部内の公共事業調整

（企画調整係）

技術管理係業務 森林土木事業に係る技術指導，設計基準・積算システム運用，

森林情報システム管理・運用

工事監査

工 事 監 査 業 務 森林土木工事の監査・検査及び造林事業の監査
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① 森林組合指導育成事業 （県単）

（通年）

１ 目 的

森林組合の健全な育成を図るため，森林組合法に基づく常例検査等を実施し，業務又は会計処理の適正化を図る。

また，森林組合が行う業務を通じ，森林の有する公益的機能の維持増進が図られるように，指導及び助言を行う。

（令和２年３月末現在組合数 森林組合１５，生産森林組合２８）

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 常例検査等 森林組合法第１１１条に基づく検査

(2) 常例検査の事 前年度，常例検査を実施した組合を対象とした改善状況の確認検査

後確認検査

県 県 単

(3) 経営改善指導 経営不振な森林組合を対象とした経営改善指導

(4) 研 修 森林組合の指導育成を図るための業務委託や検査職員の資質向上に

係る研修

３ 事業計画

事 業 区 分 事 業 量 総事業費 予 算 額

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 常 例 検 査 ８組合 591 591 591 100.0

(2) 常例検査事後確認検査 ３組合 184 184 224 82.1

(3) 経 営 改 善 指 導 ２組合 142 142 112 126.8

(4) 研 修 ４ 回 317 317 307 103.2

計 － 1,234 1,234 1,234 100.0

４ 年度別事業実績

事 業 区 分 29 年 度 30 年 度 元 年 度

(1) 常 例 検 査 ８組合 ７組合 ８組合

(2) 常例検査事後確認検査 ２組合 ２組合 ０組合

(3) 経 営 改 善 指 導 ３組合 ３組合 １組合

(4) 研 修 ３ 回 ４ 回 ４ 回
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② 林業振興資金貸付事業 （県単）

（継続 昭和38年度～）

１ 目 的

林業の振興と森林組合の育成及び合併森林組合の経営基盤の強化と安定化を図るため，森林組合が行う事業に必要な資

金を低利で融資し，円滑な事業の推進と森林組合の広域合併を促進する。

(単年度貸付)

２ 内 容

資 金 名 貸付利率 貸 付 限 度 額 貸 付 期 間 資 金 使 途 負担区分

１組合当たり8,000千円。ただし，合 森林組合が行う林産販

林 ①林産販売資金 1.3% 併組合（広域合併組合を除く）につ ４か月以内 売事業に要する経費

いては8,000千円に地区内民有林面積

業 を5,500haで除したものを乗じて得た

額(百万円単位)

振 １組合当たり7,000千円。ただし，合 森林組合が行う造林事 県

②森林造成資金 1.3% 併組合（広域合併組合を除く）につ ６か月以内 業及び森林保護事業に

興 いては7,000千円に地区内民有林面積 要する経費

を5,500haで除したものを乗じて得た

資 額(百万円単位)

流域合併組合 80,000千円以内 広域合併組合が行う造

金 ③広域合併組合 特認合併組合 40,000千円以内 ６か月以内 林事業,森林保護事業,

支援資金 無利子 合法木材の売買,境界

の明確化等に要する経

費

林産販売事業にあっては１組合当た 新型コロナウイルス感

④経営安定化資金 無利子 り8,000千円。ただし，合併組合(広 ４か月以内 染症の影響により売上

域合併組合を除く)については8,000 が減少している森林組

千円に地区内民有林面積を5,500haで 合の経営の安定化を図

除したものを乗じて得た額(百万円単位) るために要する経費

造林事業及び森林保護事業にあって

は１組合当たり7,000千円。ただし， ６か月以内

合併組合（広域合併組合を除く）に

ついては7,000千円に地区内民有林面

積を5,500haで除したものを乗じて得

た額(百万円単位)

（参考） 資金の流れ

①及び②1.3%，③及び④無利子

貸付(4月，350,000千円）

県 県森連 償還(利子＋資金管理手数料） 森林組合

①及び②1.3%，③及び④無利子
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３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

林 業 振 興 資 金 － 350,000 350,000 350,000 100.0

４（１）全体事業計画と実績

全 体 計 画 元 年 度 末 累 計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)／(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

林 業 振 興 資 金 － － － － 430,000 400,000 350,000

（２）年度別事業実績

29 年 度 30 年 度 元 年 度（12月末）
資 金 名

件 数 融 資 額 件 数 融 資 額 件 数 融 資 額

件 千円 件 千円 件 千円

林 産 販 売 資 金 12 110,000 11 110,000 10 100,000

森 林 造 成 資 金 8 102,000 11 145,000 11 155,800

間 伐 材 買 取 資 金 1 30,000 － － － －

（ 県 森 連 ）

広域合併組合支援資金 4 160,000 3 110,000 1 30,000

計 25 402,000 25 365,000 22 285,800
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③ 林業・木材産業改善資金貸付事業 （県単・一部国庫）

（ 継続 昭和５１年度～）

１ 目 的

林業経営及び木材産業経営の健全な発展，林業生産力の増大及び林業労働者の福祉の向上を図るため，林業・木材

産業経営の改善促進，労働安全衛生機械・施設の導入，近代的な林業の経営及び技術の習得等に必要な資金を無利子

で貸し付ける。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

資金内容 別表のとおり

林業・木材産業改善 県 国

資金貸付事業 申請窓口 各森林組合，県木材協同組合連合会 ２／３

（特別会計）

貸付審査 各地域振興局長等の調査・意見書を参考に，本庁の 県

貸付審査会で貸付の可否を決定する。 １／３

資金交付 申請窓口である森林組合，県木材協同組合連合会を

経由し，借受者の口座に振り込まれる。

償還方法 資金交付を受けた森林組合，県木材協同組合連合会

を経由し，県に償還する。

３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 ％

貸 付 勘 定 － 100,000 100,000 100,000 100.0

林業分野への貸付 － 50,000 50,000 50,000 100.0

木材産業分野への貸付 － 50,000 50,000 50,000 100.0

業 務 勘 定 2,093 2,093 1,535 136.4

計 － 102,093 102,093 101,535 100.5

４ 全体計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度(12月末)

件 千円 件 千円 件 千円

貸 付 勘 定 － － － － 1 2,235 1 4,900 0 0

林業分野への貸付 1 2,235 1 4,900 0 0

木材産業分野への貸付 0 0 0 0 0 0

業 務 勘 定 － － － － 596 422 261
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（別表）

林業・木材産業改善資金の内容

項 目 内 容

① 林業従事者である個人(森林所有者，素材生産業者等)

貸 付 対 象 者 ② 木材産業に属する事業を営む者（木材製造業，木材卸売業，木材市場業）

※ 資本金１千万円以下又は従業員100人以下(木材製造業は300人以下)の会社若しくは個

人に限る。

③ ①又は②の組織する団体(森林組合，生産森林組合，県森連，木材事業協同組合，県木連

等)

④ 林業を行う法人で林業従事者の組織する団体以外のもの

※ 会社にあっては，資本金１千万円以下又は従業員300人以下(木材卸売業，木材市場業

の場合は100人以下)のものに限る。

⑤ 農商工等連携促進法(注)第13条第１項に規定する認定中小企業者

（注）「農商工等連携促進法」：中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律(平成20年法律38号)

※ 貸付を受けるには，貸付申請書と同時に貸付資格認定申請書を提出し，貸付資格の認定

を受けることが必要である。

利 率 無利子

貸 付 限 度 額 ○ 事業等を適正に実行するに当たり実際に要する費用の９０％以内

○ 一事業者ごとの限度額は

個人 １，５００万円

会社 ３，０００万円

団体 ５，０００万円

ただし，木材産業に係る場合は１億円（個人，会社，団体）

償 還 期 間 償還期間は１０年以内（据置期間３年以内）で，貸付対象事業の性質や規模，導入する機械

や施設の耐用年数等により決定される。（特例措置あり）

①新たな林業部門の経営の開始

貸付対象となる ②新たな木材産業部門の経営の開始

取 組 ③林産物の新たな生産方式の導入

（林業・木材産業 ④林産物の新たな販売方式の導入

改善措置） ⑤林業労働に係る安全衛生施設の導入

⑥林業労働に従事する者の福利厚生施設の導入

上記①から⑥の取組に要する次の費用

貸付対象となる ・現在使用している機械・施設の改良や新たな機械・施設の購入に必要な資金

主な資金使途 ・造林を行うための資材の購入，作業道作設等に必要な資金

・立木の取得に必要な資金

・立木の伐採，木材の搬出を行うのに必要な資金

・林業経営を行うために使用収益権を取得するのに必要な資金

・森林の施業又は立木の管理を長期委託するのに必要な資金

・能率的な経営方法を習得するための研修を受けるのに必要な資金

・林業経営又は木材産業経営のための調査を行うのに必要な資金

・通信・情報処理機材の購入に必要な資金

・森林認証の取得に必要な資金 その他
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④ 木材産業経営安定対策融資事業 （県単）

（継続 昭和37年度～）

１ 目 的

木材関連事業者及び林業者に対し，木材の生産及び流通の合理化の促進による木材供給の円滑化並びに効率的かつ安

定的な林業経営の育成を図るため，運転資金を低利で融資し，経営の安定化及び業界の健全な発展に資する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 木 材 産 業 等 県 木材の生産・加工・流通の合理化を促進することを目的に，合理化計画につ 県

高 度 化 推 進 いて知事の認定を受けた林材業者等並びに林業経営の改善を図ることを目的 10/10

資金貸付事業 に，林業経営改善計画について知事の認定を受けた林業者に対して，必要な運

（昭和54年～） 転資金を低利で融資する。

ア 農林漁業信用基金から借入れた預託原資200,000千円に同額の県資金を加え

た預託金400,000千円を金融機関(鹿銀，南銀，商工中金）に預託する。金融

機関は預託額の４倍（一部３倍又は２倍）相当の協調融資を行う。

（内訳）

４倍協調資金 貸付額 3,750千円 （融資枠 15,000千円）

３倍協調資金 〃 82,000千円 （ 〃 246,000千円）

２倍協調資金 〃 314,250千円 （ 〃 628,500千円）

イ 貸付条件 別紙のとおり

(2) 木材産業振興 県 木材産業の振興を図るため，県の区域内において木材の生産又は流通の事業

資金貸付事業 を営む者に対し，必要な運転資金を低利で融資する。

（昭和37年～） ア 県は，資金原資を金融機関（南銀，鹿相信）に預託し，金融機関は預託額 県

の４倍相当の協調融資を行う。(預託額20,000千円，融資枠80,000千円) 10/10

イ 資金の使途及び貸付限度額

資 金 の 使 途 融資(転貸)対象者 貸付限度額 貸付利率 貸付期間

千円 ％

原木又は素材の購入， 木材業を営む者 10,000

素材の生産，素材及び製 1.6 １年以内

材品の出荷並びに販売， 製材業を営む者 20,000

製材の加工

木材業及び製材業 20,000

を併せ営む者

※農林漁業信用基金の債務保証が活用できる。

(3) 農林漁業信用 県 農林漁業信用基金業務の円滑な推進を図るため,林業・木材産業の動向調査 基金

基金受託調査 や，融資機関及び事業者等に対する説明会を開催 10/10

事業

（昭和44年～）
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３ 事業計画

総事業費 事 業 費 内 訳 予 算 額
事 業 区 分

貸 付 金 事務費等 償還金等 ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

(1)木材産業等高度化
600,043 400,000 21 200,022 600,043 600,044 100.0

推進資金貸付事業

(2)木 材 産 業 振 興
20,000 20,000 - - 20,000 34,000 58.8

資 金 貸 付 事 業

(3)農林漁業信用基金
128 - 128 - 128 128 100.0

受 託 調 査 事 業

計 620,171 420,000 149 200,022 620,171 634,172 97.8

※ 償還金等は農林漁業信用基金から借り入れた原資の償還金

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 30年度末累計 年 度 別 実 績
事業区分

期間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度(12月末)

％ 千円 千円 千円

(1)木材産業等高度化 (1,185,000) (926,000) (946,500)
－ － － －

推進資金貸付事業 502,738 560,681 239,000

(2)木 材 産 業 振 興 (160,000) (160,000) (136,000)
－ － － －

資 金 貸 付 事 業 18,710 18,890 6,000

(3)農林漁業信用基金
－ － － － 128 128 128

受 託 調 査 事 業

(1,345,000) (1,086,000) (1,082,500)
計 － － － －

521,576 579,699 245,128

※（ ）は融資枠
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（別紙）木材産業等高度化推進資金の貸付条件等

資 金 種 類 資 金 内 容 貸 付 対 象 者 貸 付 限 度 額 利 率(※) 償還

保証なし 保証付き 期限

素材生産のための 合理化計画の認定を受け １億円 短期資金 短期資金

施業集約化費用，作 た森林組合，中小企業等協 (特認２億円) 1.60% 1.20% 短期

素材生産等 業委託費，立木，素 同組合等の組合及びこれら (1.50%) (1.10%) 資金

促 進 資 金 材又は製材等の購入 の連合会，森林所有者，数 〔1.30%〕 〔0.90%〕 １年

代金及び輸送費，素 人共同事業体等,林野庁長官 以内

事業経営 材・製材の加工を行 の定める事業体

改善合理化 うのに必要な資金等

資 金 木材の新規需要の 合理化計画の認定を受け １億円 短期資金 短期資金

創出に資する木材製 た木材の新規需要の創出が 〔1.30%〕 〔0.90%〕

新 規 需 要 品を生産するための 見込まれる木材製品を生産

創 出 資 金 素材等の購入代金， する木材製造者若しくはそ

加工を行うのに必要 の組織する団体

な作業労賃等

木材の高度加工を 合理化計画の認定を受け １億円 短期資金 短期資金

行うのに必要な作業 た森林組合，森林組合連合 (特認２億円) 〔1.30%〕 〔0.90%〕

労賃，素材の購入代 会，木材製造業者若しくは

木 材 高 度 金(JAS無垢材に限る) その組織する団体であっ

加 工 資 金 等，又はこれらの資 て，契約・協定等に基づき

金を借り受ける者に 高次加工機械等を導入して

素材の供給を行うた いる事業体

めの素材生産実施費 上記の資金を利用する者

構造改善 用等 と協定等を締結し，原材料

合 理 化 の供給を行う事業体

資 金 原木を安定的に確 合理化計画及び「木材の安 ３億円 短期資金 短期資金

保するため，立木又 定供給の確保に関する特別 (特認４億円) (1.50%) (1.10%)

は素材の引取り及び 措置法」の木材安定供給事 〔1.30%〕 〔0.90%〕

原木確保協 素材等の加工に必要 業に関する計画の認定者

定促進資金 な作業労賃等 契約・協定等に基づき取

引を行う木材製造業者，木

材卸売業者・木材市場開設

者

造林に必要な作業 林業経営改善計画の認定 5,000万円 短期資金 短期資金

労賃，苗木代等，又 を受けた森林組合，森林組 (特認１億５ 1.60% 1.20%

は素材生産を請負わ 合連合会，森林整備法人， 千万円)

林 業 経 営 せるのに必要な費用 森林所有者等

高 度 化 等 なお，素材生産を請負わ

推 進 資 金 せる場合は，効率的かつ安

林業経営 定的な林業経営を担い得る

改善資金 林業事業体等又は知事が認

定した中核組合であること

素材生産及び造林 林業経営改善計画の認定 １億円 短期資金 短期資金

伐採・造林 を一貫的に行うため を受けた森林組合，森林組 (特認２億円) (1.50%) (1.10%)

一 貫 作 業 の素材生産実施費 合連合会，森林所有者，素 〔1.30%〕 〔0.90%〕

推 進 資 金 用，造林に必要な作 材生産者若しくはその組織

業労賃，苗木代等 する団体

※ 利率欄の裸書きは４倍協調，（ ）は３倍協調，〔 〕は２倍協調の貸付利率

※ 保証付きの利率は，債務保証(100パーセント機関保証)を利用する場合に適用される。
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２ 森林経営課





森林経営課の施策体系

多様で健全な森林づくり 適正な森林整備の推進

（森林計画係，計画指導係，森林育成係）

森林経営管理の推進

森林整備・ （計画指導係）

保全の推進

森林吸収源対策の推進 二酸化炭素吸収量等認証制度の推進

（計画指導係）

担い手の確保・育成 森林・林業に関する技術者・技能者の養成

（担い手育成係）

林業事業体の育成

（担い手育成係）

担い手づくりと 効率的・安定的な林業 森林施業の集約化

林業経営対策 経営対策 （森林計画係，計画指導係，担い手育成係）

林業金融の充実

（森林育成係）

地域資源を活かした山村振興

（特用林産係，計画指導係）

特用林産物の 生産性・付加価値の高い 生産体制の整備

産地づくり 特用林産物の産地づくり （特用林産係）

担い手の確保・育成

（特用林産係）

需要の拡大

（特用林産係）
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①林業担い手確保・育成総合対策事業 （国庫,県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的

林業担い手の確保・育成を図るため，若年者等を対象とした林業就業相談や雇用情報の提供及び新規就業に必要な知

識や技術に関する研修，労働安全衛生法に基づく技能講習や特別教育を行うとともに，森林経営管理の集積・集約化に

資する技術研修などを総合的に実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

（１）新規林業就業者確保対 県 関係機関等と連携した林業就業促進のため 県10／10

策事業 のＰＲ・相談・情報提供等の人材確保活動

（２）新規林業就業推進事業 県 職場見学，林業技術研修，安全衛生教育， 県10／10

（指定管理者： 就業ガイダンス，実践研修，就業相談及び

（公財）県林業担 高校生と林業関係者との交流イベント

い手育成基金）

（３）林業技術者育成事業 県 森林経営プランナーの育成研修，労働安全 県10／10

（指定管理者： 衛生法に基づく林業関係技能講習等の実施

（公財）県林業担

い手育成基金）

（４）林業労働安全衛生教育 県 労働安全衛生規則に基づく伐木等作業に係 県10／10

支援事業 る特別教育の受講促進

（５）林業労働安全衛生巡回 林業・木材製造業 安全巡回指導の実施 国１／２

指導事業 労働災害防止協会 県１／４

鹿 児 島 県 支 部 その他1/4
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３ 事業計画

事 業 区 分 事 業 量 総事業費 予 算 額

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

（１）新規林業就業者確保対 6,430 6,430 7,175 89.6

策事業

（２）新規林業就業推進事業 林業技術研修等 6,319 6,319 741 852.8

（３）林業技術者育成事業 延日数：55日 7,008 7,008 2,768 253.2

（４）林業労働安全衛生教育 1,000 1,000 1,000 100.0

支援事業

（５）林業労働安全衛生巡回 26事業所 300 300 300 100.0

指導事業

計 － 21,057 21,057 11,984 175.7

４ 全体事業計画と実績

事 業 区 分 全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績

期 間 事業量（A） 事業量（B） (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％

（１）新規林業就業者確保対 H31～ － － － － － －

策事業

（２）新規林業就業推進事業 H31～ － － － － － －

（３）林業技術者育成事業 H31～ － － － － － －

（４）林業労働安全衛生教育 H31～ － － － － － －

支援事業

（５）林業労働安全衛生巡回 H31～ － － － － － －

指導事業
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② 森の研修館かごしま運営事業 （県単，国庫）

（継続 平成１２年度～）

１ 目 的

林業に関する知識及び技術の研修を行うための公の施設として，森の研修館かごしまの適正な運営管理を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

（１）森の研修館かごしま 県 施設の運営管理，研修林の整備 県10／10

運営管理事業 （指定管理者: (一部：国10／10)

（公財）県林業担

い手育成基金)

（２）林業労働力確保支援セ 県林業労働力確保 支援センターの管理運営 県10／10

ンター管理運営事業 支援センター

（３）森の研修館かごしま 県 森の研修館かごしま及び林業労働力確保 県10／10

運営指導事業 支援センターに対する運営指導

３ 事業計画

予 算 額

事 業 区 分 事 業 量 総事業費 備 考

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

（１）森の研修館かごしま 19,984 19,984 21,615 92.5

運営管理事業

（２）林業労働力確保支援セ 5,823 5,823 5,891 98.8

ンター管理運営事業

（３）森の研修館かごしま 600 600 600 100.0

運営指導事業

計 26,407 26,407 28,106 94.0

（参考） 森の研修館かごしま研修実績

（延人員）

平成２６年度実績 平成２７年度実績 平成２８年度実績 平成２９年度実績 平成３０年度実績

６，２３５ 人 ６，３３９ 人 ４，７２３ 人 ４，８２３ 人 ４，６３３ 人
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③ 特用林産物の魅力ある産地づくり事業 （国庫・県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的
しいたけや枝物などの特用林産物の生産振興を図るため，新たな担い手の育成や生産基盤等の整備，消費拡大の取組

を一体的に進め，地域の特性を生かした特用林産物の産地づくりを推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

(1) 生き生き担い手づくり

ア 生産者養成講座の開催 県 ・原木しいたけ，枝物の新規生産者養成講座の開催 国 1/2

県 1/2

イ 生産技術等のフォローアッ 県 ・原木しいたけ，枝物の生産技術指導，技術向上研 国 1/2

プ 県椎茸農協 修会及び経営相談会の開催 県 1/2

国 1/4以内

県 1/4以内

ウ 新規生産者の定着支援 市町村等 ・意欲ある新規生産者への原木・種駒の助成 県 1/3以内

・意欲ある新規生産者への放棄特用樹林の再整備に 国 1/6以内

対する助成 県 1/6以内

(2) もりもり生産体制づくり

ア 特用林産物の生産基盤，集 市町村等 ・生産基盤や集出荷施設等の整備を助成 国 1/6以内

出荷施設等の整備 県 1/6以内

国 1/4以内

県 1/4以内

(3) きらきら需要づくり

ア 安心・安全な特用林産物の 県 ・「かごしまの農林水産物認証制度」の普及・事前 国 1/2

普及・啓発 指導等 県 1/2

イ 特用林産物の消費拡大 市町村等 ・特用林産物の食育支援 国 1/4以内

県 1/4以内

県椎茸農協 ・特用林産物の「食べ方提案」と販促活動を組み合 国 1/4以内

わせたイベントや森のごちそうコンクール等の開 県 1/4以内

催

３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（ 千 円 ） ２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 ％

(1) 生き生き担い手づくり 5,100 2,000 2,036 98.2

ア 生産者養成講座の開催 － 342 342 382 89.5

イ 生産技術等のフォローアップ － 258 158 154 102.6

ウ 新規生産者の定着支援 － 4,500 1,500 1,500 100.0

(2) もりもり生産体制づくり 9,101 3,101 3,233 95.9

ア 特用林産物の生産基盤，集出荷施設等の整備 － 9,101 3,101 3,233 95.9

(3) きらきら需要づくり 1,240 664 680 97.6

ア 安心・安全な特用林産物の普及・啓発 － 114 114 130 87.7

イ 特用林産物の消費拡大 － 1,100 550 550 100.0

計 15,599 5,765 5,949
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４ 全体事業計画と実績
全 体 計 画 令和元年度末累計 年度別実績

事 業 区 分
期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 生き生き担い手づくり H31～ － － － － － －

ア 生産者養成講座の開催

イ 生産技術等のフォローアッ

プ

ウ 新規生産者の定着支援

(2) もりもり生産体制づくり H31～ － － － － － －

ア 特用林産物の生産基盤，集

出荷施設等の整備

(3) きらきら需要づくり H31～ － － － － － －

ア 安心・安全な特用林産物の

普及・啓発

イ 特用林産物の消費拡大
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④ 活動火山周辺地域防災林業対策事業 （県単）

（継続 昭和６２年度～）

１ 目 的

火山周辺地域におけるしいたけ等特用林産物の降灰被害を防止し経営の安定を図るため，降灰防止施設及び降灰

除去施設の整備を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

活動火山周辺地域防災林業 市町村，森林組合 降灰洗浄散水施設 県6.5/10 以内 受益面積10ａ

対策事業 農協，協業体等 （散水施設等） 以上，被覆施

降灰防止被覆施設 設については

（保冷庫等） 100ｍ２以上

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

活動火山周辺地域防災林業 － 2,439 1,584 1,631 97.1

対策事業

計 2,439 1,584 1,631 97.1

４ 全体事業計画と事業実績

全体計画(10次) 前 計 画 実 績 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量 期 間 事業量 29年度 30年度 元年度

年度 年度

活 動 火 山 周 辺 地 域
H31～H33 7箇所 H29～H31 5箇所 1箇所 2箇所 2箇所

防 災 林 業 対 策 事 業

-42-



⑤ かごしまの竹と生きる産地づくり事業 （国庫・県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的

豊富な竹林資源を生かした早掘りたけのこの生産振興と竹材の有効活用を図るため，担い手の育成や生産体制づくり，

竹製品の需要拡大の取組を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

(1)すくすく担い手づくり

ア たけのこ生産者養成講座の 県 ・生産者養成講座の実施 国 1/2

実施 県 1/2

イ たけのこ生産者のフォロー 県 ・たけのこ相談員の設置，経営相談 国 1/2

アップ 県 1/2

(2)のびのび生産体制づくり

ア たけのこ・竹材生産林の整 市町，生産振興 ・竹林改良・管理路整備など早掘りたけのこ生産林 国 1/6以内

備 会，森林組合等 の整備，台風被害竹林の復旧 県 1/6以内

イ 竹材生産機械等の整備 市町，生産振興 ・効率的な竹材生産に必要な機械の整備 国 1/6以内

会，森林組合等 県 1/6以内

(3)さらさら需要づくり

ア 竹製品まつり 県 ・竹製品まつりの開催 国 1/2

県 1/2

イ 新たな竹ライフ推進 市町，民間事業 ・プラスチック製品に代わる実用的な竹製品の開 国 1/4以内

者等 発，普及・ＰＲ 県 1/4以内

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1) すくすく担い手づくり 152 152 172 88.4

ア たけのこ生産者養成講座の実施 － 108 108 128 84.4

イ たけのこ生産者のフォローアップ － 44 44 44 100.0

(2) のびのび生産体制づくり 22,323 7,451 7,548 98.7

ア たけのこ・竹材生産林の整備 － 20,562 6,864 7,016 97.8

イ 竹材生産機械等の整備 － 1,761 587 532 110.3

(3) さらさら需要づくり 3,102 1,602 1,685 95.1

ア 竹製品まつり － 102 102 102 100.0

イ 新たな竹ライフ推進 － 3,000 1,500 1,583 94.8

計 25,577 9,205 9,405
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４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 令和元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) すくすく担い手づくり H31～ － － － － － －

ア たけのこ生産者養成講座

の実施

イ たけのこ生産者のフォロ

ーアップ

(2) のびのび生産体制づくり H31～ － － － － － －

ア たけのこ・竹材生産林の

整備

イ 竹材生産機械等の整備

(3) さらさら需要づくり H31～ － － － － － －

ア 竹製品まつり

イ 新たな竹ライフ推進
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⑥ しいたけ等振興資金貸付事業 （県単）

（継続 昭和３８年度～）

１ 目 的

しいたけ産業の振興を図るため，県椎茸農業協同組合に対して，しいたけ原木等の安定供給と乾しいたけの系統共販

体制の確立に必要な資金の貸付けを行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

(1) 共販資金 県椎茸農協 県椎茸農協が，組合員から委託を受けて行うしいた 県 10/10

け等の販売代金の立替払い又は販売予想額の仮払いに

要する資金の貸付け

(2) 原木等購入資金 県椎茸農協 県椎茸農協が，しいたけ等の原木及び種駒の購入金 県 10/10

として組合員に転貸する資金の貸付け

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1) 共販資金 － 18,000 18,000 18,000 100.0

(2) 原木等購入資金 － 6,000 6,000 6,000 100.0

計 － 24,000 24,000 24,000 100.0

４ 事業実績

年 度 別 実 績
事 業 区 分

29年度 30年度 元年度

千円 千円 千円

(1) 共販資金 18,000 18,000 18,000

(2) 原木等購入資金 7,000 6,000 6,000
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⑦ 林産物等振興対策事業 （県単）

（継続 平成８年度～）

１ 目 的

本県の特用林産物の生産振興に資するため，たけのこ，きのこ等林産物の中央市場情報や消費者ニーズ等を収集し，

生産者等に対して情報提供等を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 竹 産 業 振 興 対 策 事 業 県 たけのこ・竹材等の生産流通情報の収集・提供 県 10/10

(2) しいたけ等振興対策事業 県 しいたけ等の生産流通情報の収集・提供，情報交換 県 10/10

のための会議等への参加

(3) 林産物等流通情報対策事業 県 花木類等の特用林産物の生産流通情報の収集・提供 県 10/10

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1) 竹 産 業 振 興 対 策 事 業 － 283 283 286 99.0

(2) しいたけ等振興対策事業 － 203 203 224 90.6

(3) 林産物等流通情報対策事業 － 230 230 231 99.6

計 716 716 741 96.6

４ 事業実績

年 度 別 実 績
事 業 区 分

29年度 30年度 元年度

千円 千円 千円

(1) 竹 産 業 振 興 対 策 事 業 328 265 286

(2) しいたけ等振興対策事業 205 181 224

(3) 林産物等流通情報対策事業 240 228 231
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⑧ 森林計画樹立事業

ア 地域森林計画編成事業（県単・一部国庫）

（継続 昭和２６年度～）

１ 目 的

森林資源の保続培養と森林生産力の維持増進を図り，森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発

揮させるため，森林・林業に関する長期的な森林整備及び保全の目標並びに伐採・造林等の計画量を定

めるとともに，森林整備及び保全の規範となる市町村森林整備計画の指針・基準を定める。

令和２年度においては，姶良森林計画区54,623ha及び熊毛森林計画区31,081haについて地域森林計画

（計画期間：令和３年４月１日～令和13年3月31日）を策定する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

(1) 森林調査 県 森林計画区の民有林について ①森林の所在地 ②森林 県 10/10

所有者 ③森林の種類 ④樹種 ⑤林齢 ⑥疎密度 ⑦蓄 （一部 国1／２、

積 ⑧施業方法等の計画樹立に必要な事項の調査 県1／２）

(2) 計画樹立 〃 計画樹立に必要な資料を得るための森林調査結果のとり 〃

まとめ

地域森林計画書，森林簿等の作成

計画樹立に当たっての森林管理局等との連絡調整

３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額

事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 ％

(1) 森 林 調 査 85,704ha 1,658 1,658 1,626 102.0

(2) 計 画 樹 立 85,704ha 22,388 22,388 23,486 95.3

計 24,046 24,046 25,112 95.8

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 年 度 別 実 績

事 業 区 分

期 間 事業量 29年度 30年度 元年度

森林調査及び計画樹立 連 年 － 大隅 南薩 北薩

83,860ha 97,899ha 100,397ha
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イ 森林計画実行照査事業（県単）

（継続 昭和２６年度～）

１ 目 的

県内に設置してあるプロットについて前年度の伐採状況を調査し，県内民有林の伐採面積，伐採材積

の推計により伐採の実行状態を把握し，適切な森林計画の策定と実施を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 伐採照査 県 県内の伐採量の推計を行うため，定点プロット（2,855 県 10/10

箇所）について伐採面積及び伐採材積の調査

(2) 森林計画実行調査 〃 市町村が受理した伐採届出の結果のとりまとめ 〃

３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額

事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

伐採照査及び実行調査

（プロット調査及び 2,855箇所 128 128 164 78.0

伐採箇所とりまとめ）

計 128 128 164 78.0

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 年 度 別 実 績

事 業 区 分

期 間 事 業 量 29年度 30年度 元年度

伐採照査及び実行調査 連 年 － 2,845箇所 2,849箇所 2,856箇所
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⑨ 林地台帳整備支援事業 （県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的

森林計画図簿の地籍入替作業が未了の地域について，地籍成果を反映した森林計画図簿作成に必要な基

礎データを整備し，地籍情報に対応した林地台帳原案を市町村に再提供することにより，市町村が運用す

る林地台帳及び地図の精度向上を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

林地台帳整備 県 地籍成果を反映した森林計画図及び森林の基礎情報を整 県 10/10

支援事業 備し，地籍情報に対応した林地台帳原案を作成するととも

に，市町村に再提供する。

３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額

事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 ％

林地台帳整備支援事業 15 地域 21,582 21,582 17,700 121.9

計 15 地域 21,582 21,582 17,700 121.9

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 年 度 別 実 績

事 業 区 分

期 間 事業量 29年度 30年度 元年度

林地台帳整備支援事業 R1～R2 29 地域 － － 14 地域
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⑩ 森林整備地域活動支援事業 （国庫）

（継続 平成１９年度～）

１ 目 的

木材価格の低迷等により，森林所有者の林業経営意欲が低下し，森林施業が的確に実施されにくい状況になっている

ことから，適切な森林施業を通じ森林の有する多面的機能の発揮を図るため，森林施業に不可欠な地域活動を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 森林整備地域活動支援 市町村 以下の地域活動について，市町村長と協 基金定額，県1/4以内，

交付金 定を締結した交付対象者に対し，活動実績 市町村1/4以内

に応じて交付単価を上限に交付金を交付す

る。

①森林経営計画作成促進

【経営委託】 38,000円/ha

【共同計画等】 8,000円/ha

【間伐促進】 30,000円/ha

②森林経営計画作成・施業集約化に

向けた条件整備 40,000円/ha

③森林境界の明確化

【境界の確認】 16,000円/ha

【境界の測量】 45,000円/ha

(2) 森林整備地域活動支援 定額

推進事業

ア 県推進事業 県

イ 市町村推進事業 市町村 市町村等への指導･助言

協定内容の審査や対象行為の確認等

(3) 森林整備地域活動支援 県 運用益 10/10

基金造成事業 市町村への交付金及び推進事務費のため

の基金の運用

３ 事業計画

事 業 区 分 事 業 量 総事業費 予 算 額

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1) 森林整備地域活動支援 930ha 20,805 20,805 30,300 68.7

交付金

(2) 森林整備地域活動支援 － 484 484 808 59.9

推進事業

ア 県推進事業 265 265 492 53.9

イ 市町村推進事業 219 219 316 69.3

(3) 森林整備地域活動支援 － 81 81 27 300.0

基金造成事業

計 － 21,370 21,370 31,135 68.6
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４ 全体事業計画と実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

（見込み）

(1) 森林整備地域活動支援 16,303ha 12,335ha 3,100ha 1,544ha 681ha

交付金

128,439千円 100,283千円 52,986千円 19,021千円 14,228千円

(2) 森林整備地域活動支援 3,193千円 2,667千円 1,412千円 455千円 379千円

推進事業

ア 県推進事業 1,086千円 1,110千円 851千円 261千円 271千円

イ 市町村推進事業 14市町 14市町 12市町 4市町 4市町

2,107千円 1,557千円 561千円 194千円 108千円

(3) 森林整備地域活動支援 109千円 648千円 350千円 194千円 27千円

基金造成事業

※金額は県予算額に基づく。
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（参考）森林経営計画の概要

(１）目 的

森林所有者又は森林所有者から森林の経営を受けた者が，単独又は共同で自らが所有する森林又は森林経営を受

託している森林を対象として，自発的に伐採や造林等の実施に関する５ヶ年間の計画を作成し，市町村長等の認定

を受けることができる制度であり，森林の多面的機能を十全に発揮することを目的としている。森林経営計画に基

づいて森林の施業を行う者には，税制，金融，補助等の支援措置を講じ，政策的に森林所有者等を支援することと

している。

（２）内 容

対象となる森林 ・属地計画は，地形その他の自然的条件等からみた一体整備相当森林（林班又は連たんす

る複数林班の２分の１以上又は市町村森林整備計画において定められている区域に限り

30ha以上の計画対象森林面積が必要）

・属人計画は，地形等ではなく，森林の経営の実施の状況からみた一体整備相当森林（所

有森林が100ha以上必要）

計画事項 ・森林の経営に関する長期の方針

・森林の現況及び伐採計画等

・森林の保護に関する事項

・森林の共同化に関する事項

・経営の規模拡大の目標等

主な認定基準 ・適正な植栽

・適正な間伐

・適正な主伐（林齢，伐採の方法，伐採立木材積）

認定の手続き等 市町村長による認定（２市町村以上にまたがる場合は県認定，２県以上にまたがる場合は

農林水産大臣認定）

（３）支援措置

森林経営計画の認定を受けた者が，その計画に基づいて森林施業を行う場合は，下記のような支援措置が受けら

れる。

区 分 内 容

ア 造 林 事 業 森林環境保全直接支援事業は，原則として，森林経営計画に基づいて行う施業のみを支

援。

イ 森林整備地域活 集約化するための合意形成に向けた諸活動，森林経営計画の作成に必要な経費を支援。

動支援交付金

ウ 税 制 (ｱ) 所得税

①山林所得に係る森林計画特別控除

②林地の譲渡に係る特例

(ｲ) 相続税

①立木及び林地に係る課税価格の計算特例

②計画伐採に係る相続税の延納等の特例

③山林についての相続税の納税猶予制度（森林経営の規模拡大等の目標を記載した属人

計画に限る。）

④公益的機能別施業森林の評価額の特例

(ｳ) 特別土地保有税

非課税

エ 日本政策金融公 (ｱ) 林業基盤整備資金（造林資金）の貸付利率の特例

庫資金 (ｲ) 森林整備活性化資金（一部）の無利子融資

(ｳ) 林業経営育成資金（森林取得資金）の貸付利率の特例
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⑪ 入会資源総合活用促進対策事業 （県単）

（継続 昭和６２年度～）

１ 目 的

入会林野等である土地の農林業上の利用を増進して，農林業経営の健全な発展に役立たせるため，「入会林野等に係

る権利関係の近代化の助長に関する法律」に基づく入会林野等整備により，その土地に古くからある入会権を消滅させ，

所有権等の近代的な権利に切り替えて，権利関係の明確化を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

１ 入会資源活用促進事業 市町村 ・整備手続説明会 県 1/2

・整備計画書作成指導 市町村 1/2

２ 入会資源活用促進対策 県 ・入会林野等整備コンサルタントの設置 県 10/10

推進事業 ・整備計画書審査等事務

・登記嘱託事務

３ 市町村権限移譲交付金 市町村 ・権限移譲を受けた市町村への交付金 県 10/10

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

１ 入会資源活用促進事業 － 0 0 0 -

２ 入会資源活用促進対策 － 66 66 68 97.1

推進事業

３ 市町村権限移譲交付金 16市町 1,920 1,920 1,396 137.5

計 1,986 1,986 1,464 135.7

４ 事業実績

事 業 区 分 年 度 別 実 績

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

整備認可済 10 地区 4 地区 6 地区 8 地区 10 地区

237ha 127ha 145ha 308ha 699ha
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⑫ 種 苗 事 業 （県単,国庫）

（林木育種：継続 昭和31年度～，未来を担う：継続 令和元年度～，生産基盤整備，増産体制確立：新規 令和２年度～）

１ 目 的

優良な育種苗の生産に資する種穂を供給するため，採種穂園の改良・管理を行うとともに，採取した優良種子穂の配分

等を実施する。

さらに，造林用優良苗木の安定的な生産・供給を図るため，母樹園の整備やコンテナ苗生産施設等の整備，生産者の育

成・確保及び穂木の確保に取り組む。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分 備 考

(1) 林 木 育 種 事 業 県 ・採種穂園の改良 県 10／10

・優良育種苗の安定生産・供給のための

採種穂園の管理

・種子穂採取（抵抗性クロマツ，スギ）

・生産事業者登録講習会の開催 等

(2) 未来を担う苗木生産者 県，苗木生 ・新規苗木生産者確保･生産技術向上対策 県 10／10 R元：

育成事業 産者 ・新規苗木生産者施設整備等対策 県 1/2，県 定額

(3) 優良苗木生産基盤施設 苗木生産者 ・採穂園母樹の品種の同定 国 定額

整備事業 等 ・花粉症対策品種等採穂園の造成 国 1/2，県 定額

・苗木生産基盤施設等の整備 国 1/2

(4) 優良苗木増産体制確立 ・穂木確保対策 県 10／10

事業 ・コンテナ苗生産拡大対策

・コンテナ苗通年栽培実証事業

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費 備 考

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 林 木 育 種 事 業 ・県営採穂園の管理等 1,557 1,557 1,485 104.8

(2) 未来を担う苗木生産者育成事業 ・新規苗木生産者確保 14,219 14,219 17,193 82.7 +

･生産技術向上対策等

(3) 優良苗木生産基盤施設整備事業 ・採穂園母樹の品種の 21,500 15,209 15,209 141.3

同定等

(4) 優良苗木増産体制確立事業 ・穂木確保対策等 7,209 7,209 ― 皆 増

計 44,485 44,485 33,887 131.3

４ 事 業 実 績

29年度 30年度 元年度
事 業 区 分

事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

林木育種事業 採種穂園改良 0.10ha － 0.10ha － 0.08ha －

採種穂園管理 3.87ha － 0.89ha － 0.45ha －

種子採取（抵抗性クロマツ） 2.0kg － 1.5kg － 1.0kg －

荒 穂 採 種 （ ス ギ ） 80.0千本 － 58.0千本 － 89.0千本 －
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⑬ 森林経営管理推進サポート事業 (県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的

森林経営の効率化及び森林の管理の適正化の一体的促進を図るため，森林経営管理制度に係る市町村業務を支援する森

林経営管理市町村サポートセンター（愛称：もりサポ）を設置・運営する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

市町村業務支援事業 県 森林所有者の経営管理に関する意向調査や経営 県 10/10

管理権の集積，森林の経営管理など森林経営管理

制度全般に係る市町村の相談対応及び助言，指導

を行う。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 市町村業務支援事業 ― 16,123 16,123 16,123 100.0

(2) 事務費 ― 557 557 922 60.4

計 16,680 16,680 17,045 97.9

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 平成元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 市町村業務支援事業 R元～ － － － － － 16,123

(2) 事務費 R元～ － － － － － 922
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⑭ 森林境界明確化モデル事業 (県単）

（新規 令和２年度）

１ 目 的

境界の明確化を円滑に進めるための一連の業務をモデル地区で実施し，地籍調査の進捗率が低い市町村をはじめ，境界

が不明確な森林における森林経営管理の促進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

森林経営管理に係る市町村の取組を推進するた

森林境界明確化モデル事業 県 め，経営管理集積計画策定のための境界明確化に 県 10/10

係る業務をモデル的に実施するとともに，作業手

順等をまとめた業務マニュアルを作成する。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

森林境界明確化モデル事業 ― 2,195 2,195 ― 皆 増

計 2,195 2,195 ―

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 令和元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

森林境界明確化モデル事業 R２ － － － － － －
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⑮ 森林経営管理支援システム開発事業 (県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的

森林経営管理制度に基づく適切な森林経営管理の取組を推進するため，既存の森林情報を集積・統合した新たな森林デ

ータベースを作成し，森林経営管理の計画，実行管理を行うためのシステム開発を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

森林経営管理支援 県 経営管理が不十分な森林を集約し，森林経営管 県 10/10

システム開発事業 理制度に基づく経営管理権集積（経営管理実施権

配分）計画を作成するとともに森林経営を実行管

理するためのシステム開発を行う。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

森林経営管理支援 ― 4,113 4,113 10,860 37.9

システム開発事業

計 4,113 4,113 10,860 37.9

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 令和元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

森林経営管理支援 R元～ － － － － － 10,860

システム開発事業
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⑯ 森林資源調査イノベーション推進事業 (県単）

（新規 令和２年度～）

１ 目 的

森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，先端技術を活用した森林資源調査手法や境界等確認手法の確立とその普及

を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

森林資源調査 県 森林経営管理制度に基づく適切な森林経営管理 県 10/10

イノベーション推進事業 の取組を推進するため，ＩＣＴ技術の組み合わせ

による効率的な森林資源調査及び森林現況確認等

の手法を確立するとともに，同手法を普及するた

めのマニュアルを作成する。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

森林資源調査 ― 6,269 6,269 ― 皆 増

イノベーション推進事業

計 6,269 6,269 ―

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 令和元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

森林資源調査 R２ － － － － － －

イノベーション推進事業
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⑰ かごしまエコファンド推進事業 （県単）

（継続 平成２３年度～）

１ 目 的

事業者，県民などの自発的な温室効果ガスの排出削減を促進するため，県内において事業活動や社会活動により発生

する温室効果ガスのうち，自ら削減できない排出量について，森林整備によるC02吸収量により埋め合わせを行う取組を

促進する。

また，森林整備によるC02吸収量等を県が認証することにより，企業や団体等における地球温暖化対策の取組を促進す

る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

森林整備を行うことにより得られるＣＯ２

(1)「かごしまエコファンド」 県 吸収量の価値（クレジット）を認証し，そ 県10/10 －

の推進 れを県内外の事業者等にＣＯ２排出量の埋め

合わせとして販売する「かごしまエコファ

ンド」を運営する。

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

「かごしまエコファン 千円 千円 ％

(1)「かごしまエコファンド」 ド」の運営，制度の普及 1,696 1,696 1,970 86.1

の推進 ・啓発

計 － 1,696 1,696 1,970 86.1

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期間 事業量(Ａ) 事業量(Ｂ) Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

％ t-CO2 t-CO2 t-CO2

(1)「かごしまエコファンド」 H23～ － 販売（見込み） － 703 841 1,170

の推進 5,865t-CO2
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⑱ 森林資源循環利用ＣＯ２認証促進事業 （県単）

（継続 令和元年度～）

１ 目 的

森林資源の循環利用により吸収・固定・削減されたC O ２量を，市町村と連携してマイレージ化することで，より多く

の県民による森林吸収源対策の取組を促進するとともに，付与したマイレージを地球温暖化対策に活用してもらうこと

で，更なる低炭素社会に向けた取組を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

(1) 「鹿児島県二酸化炭素削 県 森林資源の循環利用により吸収・固定・ 県10/10 －

減・吸収量認証審査会」の 削減されたC O ２を算定・認証するための有

運営等 識者で構成する審査会の設置・運営等

(2) 認証量のマイレージ化等 市町村 認証審査会において認証されたC O ２量に － －

応じて，各市町村において環境価値（マイ

レージ）を付与

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1) 「鹿児島県二酸化炭素削 審査会の開催 ８回 2,905 2,905 3,179 91.4

減・吸収量認証審査会」の

運営等

計 － 2,905 2,905 － 91.4

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期間 事業量(Ａ) 事業量(Ｂ) Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

％ 回

(1) 「鹿児島県二酸化炭素削 R元～ － 審査会の開催 ６回 － － － ６

減・吸収量認証審査会」の

運営等
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⑲ 森林（もり）をまもりそだてる整備事業 (県単）

ア 未来につなぐ森林（もり）づくり推進事業（未来につなぐ再造林推進事業）

（新規 令和２年度～ ）

１ 目 的

将来にわたって県民すべてがその恩恵を享受することができる健全な森林を育成するため，人工林伐採箇所の再造林

及び下刈りに対する支援を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

（１）再造林等促進 森林経営計画 ・人工林伐採跡地で行う植栽に要する苗木 県 定額

の認定を受けた やシカ等獣害防止施設の整備等の資材経

者(市町村等を 費を助成

除く) 等

（２）低コスト造林・保育 森林経営計画の ・植林や植林後の初期保育にかかるコスト 県 定額

認定を受けた者 削減及び労働力の逼迫に対応するため，

等 造林・保育コスト，保育作業の低減に資

する取組に対する経費を助成

①低密度植栽 ②コンテナ苗活用

③特定母樹等活用 ④初期成長促進

（３）植栽阻害要因対策 森林経営計画の ・植栽や下刈りの阻害要因となる雑草木除 県 定額

認定を受けた者 去などの掛かり増し経費を助成

(市町村等を除

く) 等

（４）意欲ある森林所有者に 森林所有者 ・森林経営計画を作成できない森林所有者 県 定額

よる再造林等 が行う再造林・下刈にかかる経費を助成

（５）推進体制の強化 県・活性化セン ・再造林に向けた推進体制の強化や低コス 県 定額

ター ト施業の推進のための研修会等の開催

（６）造林技術開発調査 県 ・低コスト造林技術に関する開発調査等の 県

実施
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３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 費

R2年度当初 31年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 再造林等促進 21,650 21,650 － 皆増

(2) 低コスト造林・保育 28,060 28,060 － 皆増

(3) 植栽阻害要因対策 39,330 39,330 － 皆増

(4) 意欲ある森林所有者による 49,460 49,460 － 皆増

再造林等

(5) 推進体制の強化 1,100 1,100 － 皆増

(6) 造林技術開発調査 383 383 － 皆増

計 139,983 139,983 － 皆増

４ 事業実績

年度別実績
事 業 区 分

29 年度 30 年度 元 年度

（見込み）

(1) 再造林等促進 － － －

(2) 低コスト造林・保育 － － －

(3) 植栽等阻害要因対策 － － －

(4) 意欲ある森林所有者による再造林 － － －

等

(5) 推進体制の強化 － － －
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⑳ 造林補助事業 （国庫）

（通 年）

１ 目 的
森林の有する多面的機能の維持・増進を図り森林環境の保全に資するため，自然条件や地域ニーズに応じた森林整備を

計画的に推進する。

２ 内 容
 森林環境保全整備事業

ア 森林環境保全直接支援事業

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

ア 人工造林 市町村，森林 森林の造成を目的として，苗木の植栽 国3／10 １施行地0.1ha以上
所有者，森林組 及びこれに伴う作業等の事業 奄美地域及び水田跡
合等，森林整備 県 地の人工造林にあって

イ 樹下植栽等 法人，特定非営 樹下への苗木の植栽及びこれらに伴う 1,(2)／10 は0.05ha以上
利活動法人等， 作業，不用木の除去，不良木の淘汰，目
森林所有者の団 的樹種の植え込み及びこれらに伴う作業 その他
体，森林経営計 等の事業 6,(5)／10
画の認定を受け 間伐，更新伐は，森林経

ウ 下刈 た者又は森林施 雑草木の除去等の事業 ※( )は分 営計画（集約化実施計画）
業計画の認定を 収林に係る 当たりの面積が5ha／年以

エ 倒木起こし 受けた者（以下 倒木した造林木の起こし等の事業 もの 上，かつ搬出材積が平均10m
「計画策定者」 3／ha以上

オ 枝打ち という。）。 林木の枝葉の除去等の事業
間伐及び更新

カ 除伐 伐は，森林施業 Ⅴ齢級以下の林分において行う不用木
計画の認定を受 （侵入竹を含む）の除去，不良木の淘汰
けた者が実施す 等の事業
る場合は集約化

キ 保育間伐 実施計画対象森 Ⅶ齢級以下の林分において行う不用木
林で実施する場 （侵入竹を含む）の除去，不良木の淘汰
合に限る。 等の事業

人工造林につ
ク 間伐 いては，伐採及 Ⅻ齢級以下の林分において行う不用木

び伐採造林の届 （侵入竹を含む）の除去，不良木の淘
出書が提出され 汰，搬出集積等の事業
ている場合又は

ケ 更新伐 伐採届を要しな 不用木（侵入竹を含む）の除去，不良
い造林について 木の淘汰，支障木やあばれ木等の伐倒，
のみ計画策定者 搬出集積，まき枯らし等の事業
となる。

コ 附帯施設等整備 健全な森林の造成・保全を目的とし
①鳥獣害防止施設 て，野生鳥獣による森林被害の防止，野

等整備 生鳥獣の移動の制御等を図るための鳥獣
害防止施設等の整備を行う事業

②林内作業場及び 森林の造成・整備に附帯する林内作業
林内かん水施設 場及び林内かん水施設の整備を行う事業
整備

③林床保全整備 造林地の保全を目的として，土壌の適
性維持を図るための下層植生の誘導及び
間伐材等の活用による簡易な工作物の作
設等を行う事業

④荒廃竹林整備 周辺の森林を被圧しつつある荒廃竹林
の整備を行う事業

長期間継続して使用される作業道の開
サ 森林作業道整 設及び改良を実施する事業
備
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イ 特定森林再生事業
 森林緊急造成

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

ア 人工造林 市町村，森林整 「ア」～「ク」については，森林環境 国３／１０ １施行地0.1ha以上
イ 樹下植栽等 備法人，森林組 保全直接支援事業に準ずる 県１／１０ 奄美地域及び水田跡
ウ 下刈 合等，特定非営 地の人工造林にあって
エ 倒木起こし 利活動法人等 その他 は0.05ha以上
オ 枝打ち ６／１０
カ 除伐
キ 附帯施設等整備

①鳥獣害防止施設
等整備

②林内作業場及び
林内かん水施設
整備

③林床保全整備
④荒廃竹林整備

ク 森林作業道整備

 被害森林整備

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

ア 人工造林 市町村，森林整 「ア」～「コ」については，森林環境 国３／１０ １施行地0.1ha以上
イ 樹下植栽等 備法人，森林組 保全直接支援事業に準ずる 県１／１０ 奄美地域及び水田跡
ウ 下刈 合等，特定非営 地の人工造林にあって
エ 倒木起こし 利活動法人等， その他 は0.05ha以上
オ 枝打ち 森林経営計画策 ６／１０
カ 除伐 定者
キ 保育間伐
ク 更新伐
ケ 附帯施設等整備

①鳥獣害防止施設
等整備

②荒廃竹林整備
コ 森林作業道整備

 保全松林緊急保護整備

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

ア 人工造林 市町村，森林所 「ア」～「カ」及び「ク」～「コ」に 国５／１０ １施行地0.1ha以上
イ 樹下植栽等 有者，森林組合 ついては，森林環境保全直接支援事業に 県２／１０ 奄美地域及び水田跡
ウ 下刈 等，森林整備法 準ずる 地の人工造林にあって
エ 倒木起こし 人，森林所有者 その他 は0.05ha以上
オ 除伐 等団体，森林経 ３／１０
カ 保育間伐 営計画策定者 松林の健全な育成，保全を図ることを
キ 衛生伐 目的として，被害木を含む不用木（侵入
ク 更新伐 竹を含む）及び不良木の伐倒，搬出集
ケ 附帯施設等整備 積，破砕，焼却，薬剤処理等を行う事業

①鳥獣害防止施設
等整備

②荒廃竹林整備
コ 森林作業道整備
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３ 事業計画

事 業 量 予 算 額
事 業 区 分 総 事 業 費

面 積 ２年度当初 元年度当初 前年度比

Ⅰ 森林環境保全整備事業 ha 千円 千円 千円 ％

１ 森林環境保全直接支援事業等

ア 人工造林 900 1,462,500 585,000 494,000 120.6

イ 間伐（保育間伐，路網を含む。） 1,660 1,990,000 796,000 753,000 95.5

ウ その他 1,800 1,054,500 543,800 543,800 139.2

小 計 4,380 4,507,000 1,802,800 1,790,800 100.7

４ 事業実績 （単位：ha）

年 度 別 実 績
事 業 区 分 備 考

29 年 度 30 年 度 元年度（見込み）

Ⅰ 森林環境保全整備事業

１ 森林環境保全直接支援事業等

ア 人工造林 628 531 600

イ 保育等（下刈・間伐等） 3,197 3,120 3,000

ウ 複層林改良 605 583 570

エ 樹下植栽 1 3 3

事 業 費 （千円） 4,629,526 4,072,172 4,200,000

注）事業費は査定事業費，年度別実績には前年度繰越を含み，次年度繰越を除く。
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（参考）造林補助事業実質補助率一覧

(1)森林環境保全直接支援事業
制度上の 負 担 区 分

区 分 査定係数 実質補助率
補 助 率 国 県 その他

％ ％ ％ ％
計画策定者等 40％ 170 68 51 17 32

国 30％
県 10％

その他事業主体 90 36 27 9 64

50％
分収林等 国 30％ 170 85 51 34 15

県 20％
注）間伐，更新伐は，計画策定者等が森林経営計画策定森林等で実施する場合に限る。

(2)特定森林再生事業
制度上の 負 担 区 分

区 分 査定係数 実質補助率
補 助 率 国 県 その他

保安林及び公益 ％ ％ ％ ％
森林緊急造成 的機能別施業森 40％ 180 72 54 18 28

林 国 30％
県 10％

その他 90 36 27 9 64

被害森林整備 170 68 51 17 32

70％
保全松林緊急保護整備 国 50％ － 70 50 20 30

県 20％

摘 要

１ 造林事業（作業道等を除く）において，次の間接費を補助対象とすることができる。

間接費＝現場監督費（１６％）＋法定福利費（０～１５％）

・現場監督費については，雇用契約がある場合に限る。
（但し，作業の一部を雇用契約のない者に委託した場合は，現場指導を含め仕様書等で具体的指示を行っている場合の
み計上可能）

・法定福利費については，補助金申請毎に添付されている加入状況表により確認して決定。
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㉑ 融 資 造 林 事 業

（通 年）

１ 目 的

森林の有する公益的機能の高度発揮に資するため，県，市町村，森林整備公社等の日本政策金融公庫造林資金を活用し

た計画的な造林事業を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

造 林 資 金 県 人工植栽（補植，改植を含む），保育（下 一般森林 100％（公庫）

市 町 村 刈，除・間伐・枝打ち等），複層林改良， 計画森林 100％（公庫）

森林整備法人 造林用附帯施設（作業道，人員輸送車等） 森林整備合理化計画に基

会 社 の設置・改良 づく事業 100％（公庫）

個 人 （ただし起債許可額の範

森林組合等 囲内）

３ 借 入 実 績 （単位：千円）

実 績 対前年度比
区 分 元年度(見込) ％

28 年度 29 年度 30 年度 （元／30）

公 社 － － － － －
非

市 町 村 － － － － －
補

県 25,200 25,700 25,700 32,400 126.1
助

計 25,200 25,700 25,700 32,400 126.1

公 社 － － － －
補

市 町 村 － － － －

県 17,200 16,700 16,600 16,500 99.4
助

計 17,200 16,700 16,600 16,500 99.4

災害
市 町 村 － － － － －

復旧

利 用 間 伐 推 進 資 金 332,114 344,484 358,229 356,650 99.6

森 林 整 備 活 性 化 資 金 － － － － －

林 業 経 営 安 定 資 金 － － － － －

合 計 438,957 374,514 386,884 405,550 101.3

（実績は完成報告による）
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㉒ 万之瀬川水源かん養林対策基金事業 （県単）

（継続 昭和５７年度～）

１ 目 的

万之瀬川流域の水資源の安定的確保に資するため，公益財団法人万之瀬川水源基金が行う水源かん養林整備事業に対

して必要な経費の助成を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負 担 区 分

万之瀬川水源かん養林対策 (公財)万之瀬川 基金が行う万之瀬川流域の水源林整備事業に 県 １／２

基金事業 水 源 基 金 必要な資金の助成 鹿児島市 １／２

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 費 備 考

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

万之瀬川水源かん養林対策 15,570 7,785 7,785 100.0 鹿児島市 7,785千円

基金事業

４ 事業実績

年 度 別 実 績
事 業 区 分 備 考

29年度 30年度 元年度

千円 千円 千円

万之瀬川水源 助成実績 15,570 15,570 15,570 鹿児島市負担金を含む

かん養林対策 ha ha ha

基金事業 人工造林 1 1 1

保育 ha ha ha 除間伐・下刈

84 95 81

作業道(補 ｍ ｍ ｍ

修・舗装) 795 975 1,017

（参考）公益財団法人万之瀬川水源基金【昭和57年７月５日設立】

１ 概 要

万之瀬川流域における水源林整備を推進し，同流域の水資源の安定的確保に資することを目的として設立された民法第

34条の規定に基づく財団法人であり，平成24年４月１日より公益財団法人へ移行。

２ 設 立 者

鹿児島県及び鹿児島市

３ 事業内容

メニュー方式により，次の事業を行う市町に対し助成を行う。

事業種目：人工造林事業，下刈事業，除間伐事業，枝打事業，作業路開設事業，普及指導事業，特認事業
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３ かごしま材振興課





かごしま材振興課の施策体系

森林整備・保全の 多様で健全な森林づくり 適正な森林整備の推進

推進 の推進 （木材生産係，路網整備係）

担い手の確保・育成 森林・林業に関する技術者・技能者の養成

（木材生産係）

担い手づくりと 効率的・安定的な林業 森林施業の集約化

林業経営対策 経営対策 （木材生産係）

路網の整備

（路網整備係，木材生産係）

高性能林業機械等の導入促進

（木材生産係）

地域資源を活かした

山村振興

原木の安定供給体制 木材供給体制の整備

づくり （木材加工流通係，木材生産係）

木材流通の合理化

（木材利用推進係，木材加工流通係，木材生産係）

木材産業の競争力強化 木材加工流通施設の整備

（木材加工流通係）

木材加工の高度化

（木材加工流通係）

県産材の利用拡大・ かごしま材の利用拡大 県内での利用促進

供給体制の強化 （木材利用推進係）

県外への販路拡大

（木材利用推進係，木材加工流通係，木材生産係）

海外への輸出促進

（木材利用推進係）

新たな需要に向けた取組 ＣＬＴ等の利用促進

（木材加工流通係，木材利用推進係，木材生産係）

新たな木製品や技術の開発

（木材加工流通係，木材利用推進係）

木質バイオマス等の利用促進

（木材加工流通係）
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① 森林（もり）にまなびふれあう推進事業 （県単）

木とふれあう環境づくり推進事業 （新規 令和２年度～）

１ 目 的

県産材の積極的な活用により，森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，子どもたちが木

に触れて親しむ木育の推進や，多くの人たちが木の良さを実感できる木造施設等の整備，県産材の利用が広

がる木製品の開発等を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 木育の推進

① 木育インストラクターの養 県 人材を養成するための講習会の開催 県10/10

成及び木育活動の実施 や木育インストラクターの派遣

② 木育環境の整備 学校・保育 学校法人等が実施する木製品の設置 県1/2

関係法人等 や教育資材の整備等に対する助成 法人等1/2

(2) 木造施設等の整備 各種法人・ デザイン性等に優れた施設や木製品 県1/2

団体等 の整備に対する助成（公募方式） 法人等1/2

(3) 木製品等の開発及び普及

① 木製品の開発 各種法人・ 県産材利用のモデルとなる木製品の 県1/2

団体，学校 開発に対する助成（公募方式） 法人等1/2

等 県10/10

② 県産材利用の普及 県 県森林環境税等を活用して開発・製 県10/10

作した県産材使用製品のＰＲ

(4) 事業選定委員会の開催等 県 応募申請書に基づきデザイン性など 県10/10

について審査する委員会の開催など

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 木育の推進 － 20,500 10,500 － 皆増

(2) 木造施設等の整備 － 60,000 30,000 － 皆増

(3) 木製品等の開発及び普及 － 7,500 4,500 － 皆増

(4) 事業選定委員会の開催等 － 1,000 1,000 － 皆増

計 89,000 46,000 － 皆増

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 木育の推進 R2～ － － － － － －

(2) 木造施設等の整備 R2～ － － － － － －

(3) 木製品等の開発及び普及 R2～ － － － － － －

(4) 事業選定委員会の開催等 R2～ － － － － － －
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② 森林（もり）をまもりそだてる整備事業 （県単）

未来につなぐ森林（もり）づくり推進事業 （新規 令和２年度～）

１ 目 的

良好な森林環境を創出し，将来にわたって県民全てがその恩恵を享受することができるよう健全な森林を育

成する観点から，間伐等の森林整備や作業路網等の基盤整備を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

未来につなぐ間伐推進事業 登録林業経営体等 ①森林（もり）づくり健全化整備 県7/10以内

（除伐・つる切り，機能増進間 事業主体3/10

伐，間伐）

②森林（もり）づくり健全化基盤整備 県5/10以内

（作業路，機械・器具の整備） 事業主体5/10

③森林（もり）づくり多様化整備

（強度間伐，補完植栽） 県7/10以内

（森林管理路整備） 事業主体3/10

県5/10以内

事業主体5/10

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

未来につなぐ間伐推進事業 267,896 174,326 － 皆増

ア 森林（もり）づくり健全化整備 192,886 135,022 － 皆増

除伐・つる切り 74ha 18,574 13,002 －

機能増進間伐 74ha 19,906 13,935 －

間伐 287ha 154,406 108,085 －

イ 森林（もり）づくり健全化基盤整備 65,224 32,612 － 皆増

作業路網整備 40,180m 60,224 30,112 －

機械・器具整備 5機 5,000 2,500 －

ウ 森林（もり）づくり多様化整備 9,623 6,529 － 皆増

強度間伐 19ha 7,562 5,294 －

補完植栽 8ha 1,016 712 －

森林管理路 950m 1,045 523 －

エ 指導監督費 163 163 － 皆増

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量（A） 事業量（B） Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

未来につなぐ間伐推進事業 R2～ － － － － － －
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③ 木材需給対策事業 （県単）

（継続 昭和３０年度～）

１ 目 的

木材の需給及び流通の動向を的確に把握するため，県内での木材需給動向調査や県外での情報収集を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

木材流通情報対策事業 県 ①木材需給動向調査 県10/10

②県外市場情報収集提供 〃

③九州木材業振興対策協議会 〃

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

木材流通情報対策事業 － 176 176 197 89.3

計 176 176 197 89.3

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元 度 末 累 計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

木材流通情報対策事業 S30～ － － － 197 197 197
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④ 木材産業近代化対策事業 （県単）

（継続 昭和４２年度～）

１ 目 的

木材産業をめぐる諸情勢の変化に対処し，今後増大する県産材の供給に対応するため，木材資源の利用状

況や製材業の動向や経営に必要な情報の収集を通じて，木材産業の育成振興に資する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 木材産業育成指導及び木材業 県 木材産業を取り巻く厳しい経営環境 県10/10

・製材業動向調査等 に対応し，木材産業の健全な育成を図

るため必要な情報収集を行う。

(2) 日本木材総合情報センター賛 県 県10/10

助会費

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 木材産業育成指導及び木材業 － 295 295 333 88.6

・製材業動向調査等

(2) 日本木材総合情報センター賛 － 200 200 200 100.0

助会費

計 495 495 533 92.9

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 木材産業育成指導及び木材業 S53～ － － － 342 333 333

・製材業動向調査等

(2) 日本木材総合情報センター賛 － － － 200 200 200

助会費

-73-



⑤ かごしま材利用推進事業

ア 木造公共施設整備事業 （国庫 継続 平成１５年度～）

１ 目 的

木材需要の拡大のためには，木造施設の建築の促進が不可欠であり，特に不特定多数が利用する公共施設

等に地域材を利用することは，展示効果やシンボル性が高く波及効果が期待できる。

そのため，地域材を利用して，設計上の工夫や効率的な木材調達等を通じた低コストで合理的な木造公共

施設を整備し，そこで得られたコスト低減などのノウハウを広く普及することにより，県産材の利用促進を

図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

国1/2以内

木造公共施設等の整備 市町村 木造公共施設，木質内装，木製外構施 ただし，木造

社会福祉法人 設，附帯施設等の整備に要する経費を 公共施設，木製

医療法人 助成 外構施設等につ

学校法人 いては，特にモ

など デル性が高いも

の等を除き，15

％以内，木質内

装については，

3.75％以内

事業主体

1/2以上

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

木造公共施設等の整備 ４棟 840,068 420,068 550,074 76.4

計 840,068 420,068 550,074 76.4

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末実績 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

施設 ％ 千円 千円 千円

木造公共施設等の整備 H15～ － 36 － 32,712 78,707 203,354
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イ かごしま材利用促進事業 （県単 継続 平成２７年度～ ）

１ 目 的

各種施策に県民の意見を反映するために，学識経験者，業界，行政等で構成する木材利用推進協議会等の

開催により県産材の利用推進方策について協議する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

木材利用推進協議会等の開催 県 協議会の開催による木材の利用推進 県10/10

方策の検討及び公共建築物の木造化等

を図るための調査

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

木材利用推進協議会等の開催 － 125 125 125 100.0

計 125 125 125 100.0

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

木材利用推進協議会等の開催 H27～ － － － 125 125 125
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ウ かごしま材品質確保対策事業 （国庫 継続 平成３０年度～）

１ 目 的

相次ぐ大地震等により建築物に対する安全･安心への需用者ニーズが高まっており，また，ＴＰＰ等国際

的な経済連携協定に伴い木材産業の競争力強化が求められるなど，品質の高い製材品の供給がこれまで以上

に重要となってきている。

このため，県内で育成・加工された「認証かごしま材」について，その信頼性を確保するため，第３者機

関による品質検査や指導を行う。これにより，かごしま材の競争力強化と需要拡大に資する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) かごしま材品質確保対策 県 認証かごしま材生産工場を対象とし 国1/2

た品質等確認検査及び指導 県1/2

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) かごしま材品質確保対策 － 664 664 666 99

(2) 事務費 － 13 13 13 100

計 677 677 679 99

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 30年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) かごしま材品質確保対策 H30～ － － － － 697 679
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エ かごしま材輸出拡大加速化事業 （国庫 継続 平成３０年度～）

１ 目 的

近年，中国等の東アジア地域においては，経済発展に伴い木材需要が増大し，本県からも丸太を中心に木

材の輸出量が増加している。今後は，製材品等の輸出拡大を図るため，情報収集や関係者の連携強化等に取

り組むとともに，「県産材輸出サポーター」が行う輸出拡大の取組を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 県産材の輸出拡大に向けた取 県産材輸出 ・協議会の開催 定額

組 促進協議会 ・最新情報の収集・提供 （国1/2,県1/2）

・外国語版パンフレット等の作成及び

配布

・県産材輸出サポーターの登録

(2) 県産材輸出サポーターが行う 輸出団体等 ・内装材等製材品のＰＲ 国1/4

県産材の輸出拡大の取組支援 ・海外バイヤーの県内への招へい 県1/4以内

・商談の実施 団体1/2

・製材品等の輸出

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 県産材の輸出拡大に向けた取 － 1,350 1,350 1,744 77.4

組

(2) 県産材輸出サポーターが行う － 5,900 2,950 2,950 100.0

県産材の輸出拡大の取組支援

計 7,250 4,300 4,694 91.6

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 県産材の輸出拡大に向けた取 H30～ － － － － 1,744 1,744

組

(2) 県産材輸出サポーターが行う H30～ － － － － 2,950 2,950

県産材の輸出拡大の取組支援
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オ ＣＬＴ等中高層建築物利用拡大事業 （国庫 令和元年度～）

１ 目 的

新たな建築資材であるＣＬＴや２×４工法部材を活用した中高層建築物を普及するため，設計技術者講習

会の開催や設計時のアドバイザー派遣等の取組を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 中高層建築物設計技術者 県 ・ＣＬＴやツーバイフォー工法部材を 国1/2，県1/2

育成対策 活用した建築物の建設を促進するため

の設計技術者等を対象とした技術講習

会の開催や設計アドバイザーの派遣等

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

R2年度当初 R元年度当 前年度比

初

千円 千円 千円 ％

(1) 中高層建築物設計技術者 － 1,398 1,398 1,973 70.9

育成対策

(2) 事務費 － 137 137 141 97.2

計 1,535 1,535 2,114 72.6

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 R元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 R元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 中高層建築物設計技術者 R元～ 5,184 2,114 39.1 － － 2,114

育成対策
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⑥ 環境にやさしい「かごしま木の家」推進事業

「かごしま木の家」シェア拡大事業 （国庫 継続 平成３０年度～ ）

１ 目 的

環境にやさしい地域材を使用して積極的に家づくりに取り組む「かごしま緑の工務店」の加入を促進する

とともに，その工務店が行う「かごしま木の家」づくり活動を支援することにより，「かごしま木の家」の

シェア拡大を通じてかごしま材の需要拡大を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 「かごしま緑の工務店」の加 県 「かごしま緑の工務店」の加入促進 国1/2,県1/2

入促進及び取組ＰＲ等 を図り，その取組をＰＲする。

(2) 「かごしま緑の工務店」等の 緑の工務店 緑の工務店等が行う「かごしま木の 国1/4，県1/4,

活動支援 等 家」の建設促進のための完成見学会や 緑の工務店等1/2

バスツアー等の活動を支援

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 「かごしま緑の工務店」の加 － 948 948 1,092 86.8

入促進及び取組ＰＲ等

(2) 「かごしま緑の工務店」等の － 9,700 4,850 4,850 100.0

活動支援

計 10,648 5,798 5,942 97.6

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 「かごしま緑の工務店」の加 H30～ － － － － 1,092 1,092

入促進及び取組ＰＲ等

(2) 「かごしま緑の工務店」等の H30～ － － － － 4,850 4,850

活動支援
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⑦ 林業成長産業化地域創出モデル事業 （国庫）

（継続 平成２９年度９月補正～）

１ 目 的
地域の森林資源の循環利用により林業の成長産業化を実現するため，効率的な県産材の生産・供給体制

の構築や木材需要の拡大，再造林の推進など，川上から川下の関係者が一体となった取組を支援する。

２ 内 容
事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 安定供給体制整備推進事業 市町村，森林整備 林業専用道(規格相当)， 定額

法人等，選定経営 高性能林業機械の整備等 国1/2,1/3,4/10

体

(2) 木材利用及び木材産業体制 市町村,森林組合, 木材加工流通施設等の整 国5/10

等整備推進事業 地域材を利用する 備等 事業主体5/10

法人等

(3) 林業成長産業化実現事業 県,市町村,森林組 先進的モデル提案事業の 定額(10/10)

合,林業活性化セ 実施 国5/10

ンター等 事業主体5/10

３ 事業計画
予 算 額

事 業 区 分 事 業 量 総事業費
２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 安定供給体制整備推進事業 785m,9台 200,393 76,560 120,990 63.3

(2) 木材利用及び木材産業体制 － － － 12,150 皆減

等整備推進事業

(3) 林業成長産業化実現事業 － 9,792 8,292 10,000 82.9

(4) 事務費 － 278 278 278 100.0

計 210,463 85,130 143,418 59.4

４ 全体事業計画と実績
全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績

事 業 区 分
期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

3,960ｍ 1,400m 35.4

(1) 安定供給体制整備推進事業 H29～ 24台,5箇所 6台,4箇所 34.5 8,250 22,649 68,569

(2) 木材利用及び木材産業体制 H29～ 1台 1台 100.0 － － 17,000

等整備推進事業

(3) 林業成長産業化実現事業 H29～ － － － 6,191 9,700 6,149

(4) 事務費 H29～ － － － － 204 310

計 14,441 32,553 92,028
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⑧ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業 （国庫）

ア 次世代ふるさとの森再生事業 （継続 平成２８年度～）

１ 目 的

川上と川中の事業体が連携し，木材加工流通施設へ原木を安定的に供給するため，間伐材の生産と路網整

備を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 間伐材生産 市町村，森林 原木の安定供給を促進する間伐材の生 国 定 額

整備法人等， 産と，その間伐材の生産と一体的に実施

選定経営体 する森林作業道の整備

(2) 路網整備 市町村，森林 林業専用道（規格相当），森林作業道 国 定 額

整備法人等， の整備

選定経営体

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 間伐材生産 300ha 157,500 157,500 157,200 100.2

(2) 路網整備 2,120ｍ 53,000 53,000 20,000 265.0

計 210,500 210,500 177,200 118.8

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 間伐材生産 － － 236ha － 28,550 20,939 39,902

(2) 路網整備 － － 1,080m － － － 26,266

計 28,550 20,939 66,168
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イ ふるさとの森生産性強化対策事業 （継続 平成２８年度～）

１ 目 的

地域材の競争力強化や生産性向上等の体質強化を図る合板・製材工場等へ原木を安定的に供給するため，

間伐材の生産を促進するとともに，路網整備や高性能林業機械の基盤整備を一体的に推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1) 間伐材生産 市町村，森林 原木の安定供給に寄与する間伐材の生 国 定 額

整備法人等， 産と，その間伐材の生産と一体的に実施

選定経営体 する森林作業道の整備

(2) 路網整備 市町村，森林 林業専用道（規格相当），森林作業道 国 定 額

整備法人等， の整備

選定経営体

(3) 高性能林業機械の整備 市町村，森林 間伐材生産に必要な高性能林業機械の 国 5/10以内

整備法人等， 整備 事業主体

選定経営体 5/10

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

元年度3補正 30年度3補正 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1) 間伐材生産 640ha 271,198 271,198 484,375 56.0

(2) 路網整備 1,000ｍ 23,000 23,000 37,500 61.3

(3) 高性能林業機械の整備 2台 31,650 31,650 56,750 55.8

(4) 事務費 304 304 666 45.6

計 326,152 326,152 579,291 56.3

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 間伐材生産 H28～ 5,767ha 3,414a 59.2 479,140 484,968 486,800

(2) 路網整備 H28～ 13,892ｍ 9,238ｍ 66.5 95,413 49,200 37,500

(3) 高性能林業機械の整備 H28～ 36台 24台 66.7 53,970 43,384 54,325

(4) 事務費 H28～ 850 666 666

計 629,373 578,218 579,291
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ウ 力強い木材産業生産性強化対策事業 （国庫 継続 平成２８年度～）

１ 目 的

ＴＰＰ11等による新たな国際環境の下で，木材産業の高度化による木材産業の体質強化を図るため，木材

加工流通施設の整備を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負 担 区 分

(1) 木材加工流通施設等の整備 森林組合， 木材加工流通施設の整備に対する助成 国1/2以内

林 業 事 業 事業主体

体，地域材 1/2

を利用する

法人等

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

R元年3月補正 R元年度当 前年度比

初

千円 千円 千円 ％

(1) 木材加工流通施設等の整備 １施設 4,774,968 1,973,720 0 皆増

(2) 事務費 － 160 160 0 皆増

計 4,775,128 1,973,880 0 皆増

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 R元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期間 事 業 量 事業量(B) B/A 28年 29年 30年

(A) 3月補正 3月補正 3月補正

％ 千円 千円 千円

(1) 木材加工流通施設等の整備 H28～ － 6施設 － 1,325,866 948,090 192,273

－

(2) 事務費 H28～ 2,000 860 364
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⑨ 林業・木材産業構造改革事業 （国庫 ,県単）

（継続 平成 17 年度～）

１ 目 的

県林業・木材産業構造改革事業等推進計画に適合し，森林施業の集約化や持続的な林業生

産活動の推進，地域材の安定的な供給及び未利用木質資源の利用等を促進するため，高性能

林業機械の導入や木材加工流通施設・木質バイオマス利活用施設等の整備を支援する。

２ 内 容

事業主体 事業内容 負担区分 主な採択基準

市 町 村 ， 森 林 １ 安定供給体制の整備推進事業 国1/3,4/10,5/10 １，２のみ

整 備 法 人 等 ， (1)高性能林業機械等の整備 以内 (1)素材生産量

選定経営体等 ①林業機械作業システム整備 事業体 年 間 3 , 0 0 0㎥ 以 上

2/3,6/10,5/10 であること

市 町 村 ， 森 林 ２ 林業経営体の育成事業 国 1/3,4/10,5/10

整 備 法 人 等 ， (1)林業経営体育成対策 以内

選定経営体等 (林業機械ﾘｰｽ支援) 事業体

2/3,6/10,5/10

３ 木材利用及び木材産業体制の整 ３のみ

備推進事業 (1)機能要件

市 町 村 ， 森 林 (1)木材加工流通施設等の整備 国5/10以内 構造改革事業等推

組 合 ， 木 材 関 ①木材処理加工施設 事業体 5/10 進計画に示す県の

連 業 者 等 の 組 ②木材集出荷販売施設 目標数値の水準以

織 す る 団 体 及 上であること

び 地 域 材 を 利 (2)森林バイオマス等活用施設整備 (2)事業費

用する法人等 ①森林バイオマス再利用促進施設 500万円以上

また，施設毎に上

市 町 村 ， 森 林 (3)木質バイオマス利用促進施設 国15/100,1/3, 限建設費がある

組 合 ， 林 業 者 ①未利用間伐材等活用機械 5/10以内 (3)費用対効果

等 の 組 織 す る ②木質バイオマス供給施設整備 事業体 1.0以上あること

団 体 ， 地 方 公 ③木質バイオマスエネルギー利用施 85/100,2/3, (4)受益戸数

共 団 体 等 が 出 設整備 5/10 ５戸以上

資 す る 法 人 ， (5)耐用年数

P F I 事 業 者 及 原則として5年以

び 民 間 事 業 者 上

等

協議会 ４ 林業・木材産業構造改革指導事業 県5/10以内

事業体5/10
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３ 事業計画

事業量 総事業費
予 算 額

事 業 区 分
２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

( 1) 安定供給体制の整備推進 3台 80,680 24,447 20,200 121.0
事業

(2) 林業経営体の育成事業 1台 16,500 5,000 8,350 59.9

(3) 木材利用及び木材産業体 2施設 149,215 67,825 60,892 111.4

制の整備推進事業

(4) 林業・木材産業構造改革 － 531 253 253 100
指導事業

(5) 事務費計 233 233 319 79.3

247,159 97,758 90,014 108.6

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期間 事業量(A) 事業量(B B/A 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1) 安定供給体制の整備推 － － － － － －
進事業

(2) 林業経営体の育成事業 － 1台 － － － 6,991

(3) 木材利用及び木材産業 － 15施設 － 22,250 28,500 0
体制の整備推進事業

(4) 林業・木材産業構造改 － － － 257 257 0
革指導事業
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（国庫・県単）

（継続　大正１５年度（開設），昭和３５年度（改良），昭和４７年度（舗装）～）

１　目　　的

　森林の適切な整備や効率的かつ安定的な林業経営のための基盤整備を進めるとともに，農山村における道路網を
補完し，地域林業の振興を図る。

 ⑩ 林道事業
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２　内　　容

0.15 0.5550ha以上

( 過 疎 ・ 振 山

( 過 疎 ・ 振 山

500ha以上

0.50

0.40

0.45

0.10

10ha 以 上 [50ha 以 上 ] 0.50 0.15 0.35

500ha以上

200ha以上)

0.15

0.15

0.50

10ha 以 上 [50ha 以 上 ]

0.30

0.40

(過疎・特定等

－

30ha以上)
0.35

1/3 0.12

－

0.50

0.40

0.50

0.35

0.50 0.50 －

舗 装 内地・離島・奄美

0.30
改 良

内 地

離 島 ・ 奄 美

0.30

市町村

県

市町村

県

市町村
0.50

内 地

保 全 ， 調 査県

そ の 他 10ha 以 上 [50ha 以 上 ]

過 疎 ・ 振 山

離 島 ・ 奄 美 0.20

200ha以上)

10ha以上

改 良

0.20 0.50

1/3 2/3

0.30 0.70 －

0.55

市 町 村

内 地

(過疎・旧過疎 30ha以上)

－

0.45 0.55

0.35

0.45 0.15

林 業 専 用 道
（ 開 設 ）

[ ]は森林管理
道との組合せ型

県

内 地
半 島

過 疎 ・ 振 山

過 疎

離 島

過 疎 ・ 振 山

離島
奄美

－

0.40

0.09 0.41

－

0.60

0.50

1/3

－

－

－

1.00

( 奥 地 ・ 広 域 500ha以上)

県 単 林 道

県

市 町 村
等

改 良 ， 舗 装

林業施設用地整備

舗 装

市 町 村

幹 線

幹 線県

林 業 専 用 道 等
（ 改 良 ）

舗 装

0.50

50ha以上

－

－

－

－

0.55

0.50

0.50

0.350.65過 疎

利用区域の森林面積事 業 区 分 事業主体 地 域 別 種 目 別

奄 美

森 林 管 理 道
（ 開 設 ， 改 築 ）

県
過 疎 ・ 振 山

市町村県国

負 担 区 分

内 地

離 島 過 疎 ・ 振 山

半 島 0.45

0.50

0.35

0.50 0.20

（特定等

0.400.45

0.45 0.20

50ha以上

市 町 村

内　　地

離　　島
奄　　美

0.50 0.20

0.45 0.15

0.50奄 美

改 良

市 町 村

幹 線

そ の 他

県

500ha以上

内 地

離 島 ・ 奄 美

内 地

0.10

0.547
( 過 疎 ・ 振 山

200ha以上)

0.120

1,000ha以上

－ 0.50

0.547

0.15

0.50 0.15

50ha以上

10ha 以 上 [50ha 以 上 ]
－

0.50

0.50

0.50

200ha以上

森 林 基 幹 道
（ 開 設 ， 改 良 ）

500ha以上

200ha以上)

0.05

30ha以上)

0.30

200ha以上

0.50 －

0.40

0.50

1/3

0.500.50

内地，離島，奄美

そ の 他
30ha以上)

( 過 疎 ・ 振 山

50ha以上

幹 線

0.50

0.30

離 島

内地，離島，奄美

林道点検診断・
保 全 整 備

－

( 過 疎 ・ 振 山

0.50

奄 美

－0.50

0.50

(過疎・振山)

0.15

50ha以上

0.50

（過疎・振山

－

30ha以上)

2/3

0.50 0.50 －
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１

２
３

４

５

６

７

１

２

３

４

５

６

７

１

２

３

４ 改良効果指数が幹線，林業生産基盤整備道で１．２以上，その他で０．９以上であること。

５ 改良項目

① 橋梁改良 ④ 接続路 ⑦ 幅員拡張 ⑩ ふれあい施設 ⑬ 林道情報伝達施設

② 局部改良 ⑤ 雪害防止 ⑧ 法面保全 ⑪ 交通安全施設 ⑭ 自然共生施設

③ 作業ﾎﾟｲﾝﾄ ⑥ ずい道改良 ⑨ 山火事防止 ⑫ 災害避難施設

６ 開設（架設，施工）後，５年以上経過していること。

（上記，５　改良項目の①②⑥⑦）

１

２

３

４ ア　日交通量６０台以上で，要件を満たすもの

１

２

３

４ 改良効果指数が０．９以上であること。

５ 改良項目は改良事業の①②⑤⑦⑧⑨⑪⑫。

１

２

３

１

２

３
４

５

１

１

林道規程に規定する自動車道の舗装であること。

１箇所の事業費が，２，４００万円以上であること。

１箇所の事業費が，９００万円以上であること。

開設効果指数が０．９以上（林業生産基盤整備道は１．２以上）であること。

全体計画延長が概ね１．０km以上（過疎地域，特定市町村，準特定市町村においては，概ね
０．８km以上）であること。

利用区域内森林面積に対し，延べ面積で１０％以上に相当する森林において，森林整備（地
方単独事業等によるもの及び主伐を含む）が計画されていること。

林業専用道及び改良後に林業専用道として管理するものであること。

イ　縦断勾配がおおむね7％を超える区間，曲線半径がおおむね20m未満の区間

地域森林計画に記載された林道であること。

ウ　その他

点検診断は，林道台帳に登載された既設林道の橋梁，その他重要な施設であること。

開設効果指数が１．２以上であること。

林業生産基盤整備道は，生産基盤強化区域（面積100ha以上，区域内人工林蓄積の半数以
上が標準伐期齢以上）内の実施が条件

保全整備は，個別施設計画等を策定している施設であること。

１箇所当たりの用地の面積は，原則として２００m2以上とし，建物の用に供する場合の用地の
面積は，建物敷の概ね３倍以内とする。

１箇所の事業費が，２００万円以上であること。

林道規程に規定する自動車道で，林道整備地域の骨格となる路線であること。

地域森林計画に記載されていること。

１箇所の事業費が，４０万円以上９００万円未満　（ただし，点検診断を除く。）

地域森林計画に記載された林道であること。

林道規程に規定する自動車道で，国庫補助事業に採択されないもの。

採 択 基 準 の 概 要

林道規程に規定する自動車道であること。

開設効果指数が０．９以上であること。

地域森林計画に記載された林道であること。

県代行路線は，基幹道路に指定されていること。

地域森林計画に記載された林道であること。

林道規程に定める自動車道２級の規格であること。

鹿児島県林業専用道作設指針に適合すること。

地域森林計画に記載された林道であること。

全体計画延長が０．２km以上であること。

原則として当該路線の完成同一年度内に，当該路線を計画に含む森林経営計画等の計画区域内
において，森林環境保全直接支援事業による間伐等を実施することが確実と見込まれること。

林道規程に規定する自動車道の改良であること。

林業生産基盤整備道は，生産基盤強化区域（面積100ha以上，区域内人工林蓄積の半数以
上が標準伐期齢以上）内の実施が条件

全体計画延長が概ね５．０km以上（利用区域面積が１，０００ha以上の林道においては，概ね
７．０km以上）であること。

森林管理道との組合せ型は，全体計画延長の合計が１．０km以上であること。
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３　事業計画 単位：千円，％

路線数 ｍ ２ 年 度 当 初 元 年 度 当 初 前年度比

（１）国庫補助（公共）

林道事業

    森林基幹道開設（県営）
1        200          104,000       104,000       105,000       99.0

森林管理道開設（県営）
10      4,520       1,623,088     1,623,088     1,486,116     109.2

林業専用道開設（県営)
6        2,600       335,400       335,400       250,900       133.7

森林管理道開設（補助）
-        -             -                 -                 37,750         0.0

林業専用道開設（補助）
1        360          37,800         24,150         23,500         102.8

林道改良（県営）
2        120          156,400       156,400       300,400       52.1

林道改良（補助）
5        485          142,400       70,420         21,600         326.0

林道舗装（県営）
1        700          29,500         29,500         36,500         80.8

林道舗装（補助）
5        2,139       163,380       92,466         162,103       57.0

林道点検診断・保全（補助）
3        -             24,000         12,000         23,555         50.9

小　計
34      11,124      2,615,968     2,447,424     2,447,424     100.0

（２）県単林道（県単公共）

林道改良（補助）
4        549          62,503         25,001         22,240         112.4

林道舗装（補助）
1        300          8,000           3,200           3,080           103.9

保全（県営）
1        20            10,500         10,500         17,960         58.5

調査（県営）
-        -             -                 -                 -                 -

事務費
-        -             2,512           2,512           2,512           100.0

小　計
6        869          83,515         41,213         45,792         90.0

　計
40      11,993      2,699,483     2,488,637     2,493,216     99.8

事 業 区 分
事 業 量 総 事 業 費 予 算 額
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（参考）　民有林林道等整備計画及び舗装に係る進捗状況

（１）　民有林林道等整備計画（開設）　（林道，林業専用道（規格相当含む））

延 長 (A) 林道密度 延 長 林道密度 延 長 林道密度 延 長 (B) 林道密度

ha m m/ha m m/ha m m/ha m m/ha ％

内 地 311,635 4,021,810 12.9 2,201,850 7.1 2,210,768 7.1 2,218,678 7.1 55.2

離 島 50,508 454,949 9.0 378,351 7.5 378,951 7.5 379,281 7.5 83.4

奄 美 73,290 582,241 7.9 403,086 5.5 403,486 5.5 404,159 5.5 69.4

計 435,433 5,059,000 11.6 2,983,287 6.9 2,993,205 6.9 3,002,118 6.9 59.3

注１）　計画及び延長は，林道及び林業専用道（規格相当を含む）を対象とし，公道等に移管した延長を含む。

　 ２）令和元年度以降の延長は，平成30年度末現況延長に，各年度の計画延長を加えた延長である。

　 ３）　森林面積は平成28年4月1日現在の民有林面積である。（H28森林・林業統計）

（２）　　舗装　（林道，林業専用道）

現 況 延 長 舗 装 延 長 舗 装 率 舗 装 延 長 舗 装 率 舗 装 延 長 舗 装 率

ｍ ｍ ％ ｍ ％ ｍ ％

2,101,527 1,399,954 66.6 1,400,886 66.7 1,401,886 66.7

356,575 298,292 83.7 298,292 83.7 298,292 83.7

346,053 247,024 71.4 249,323 72.0 251,126 72.6

2,804,155 1,945,270 69.4 1,948,501 69.5 1,951,304 69.6

注１）　現況延長は，開設延長に，移管・廃道及び編入等の増減等を加味した延長である。

　 ２）　令和元年度以降の舗装延長は，３０年度末舗装延長に，各年度の計画延長を加えた延長である。

元 年 度 末 計 画 ２ 年 度 末 見 込 達 成 率
(A/B)

区 分 森 林 面 積
全体計画（Ｒ５７年度末） ３ ０ 年 度 末 現 況

計

２ 年 度 末 見 込

内 地

離 島

奄 美

区 分
３ ０ 年 度 末 現 況 元 年 度 末 計 画
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（国庫）

（継続　昭和２６年～）

１　目　　的
　 林道施設災害箇所の復旧を図る。

２　内　　容

次の各号を満たすものとする。
１

国

２
国

３

３　事業計画

４　全体事業計画と実績

76 ７６ 100.0%

318,226 344,469
28

4

90.3%

12.5%

429,142

事 業 区 分

県又は市町村林道災害復旧事業

採 択 基 準負 担 区 分

H28災

（奥地）
（利用区域面積500ha以上）

県市町村 0.35
　暴風（最大風速15m以上），降雨
（最大24時間雨量80mm以上），洪
水高潮，地震，その他の異常な天
然現象による災害であること。（その他）

事 業 主 体

元 年 度 当 初

　経済効果が大きいものであるこ
と。

　(1)利用区域面積30ha以上の林道

　(2)利用区域の立木材積が1,390m3
以上の林道

２ 年 度 当 初

0.65

％
前 年 度 比

ただし，その年に甚大な被
害を受けた市町村又は激
甚災害指定市町村にあっ
ては高率の国庫補助率とな
る。

（利用区域面積30ha以上500ha未満）

事 業 量

　(3)林道延長500m以上であること。
　　（ただし，延長計画を含む。）

県市町村 0.50

　１箇所の事業費が40万円以上で
あること。

0.50

事 業 区 分
予 算 額

655,942732,382

111.7

111.0

111.7

千円

620,620693,160

35,322

－

林道災害復旧事業

指導監督費

H29災

事 業 区 分

千円

箇所

林道災害復旧事業

箇所

39,222－

－

－

31

元年度末完了

B/A

箇所

全体計画

－

期間

32

100.0%

事業量
(B)

16

－

－

 ⑪ 林道災害復旧事業

指導監督費

計

H30災

Ｒ元災

事業量
(A)

計

－

－

16

18,255－

－ 323,276 356,669 447,397

5,050 12,200

年 度 別 実 績

29 年 度 30 年 度 元 年 度

千円 千円 千円
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４ 森づくり推進課





森づくり推進課の施策体系

多様で健全な森林づくり 適正な森林整備の推進

（緑化保護係，県営林係）

保安林の適切な管理の推進

（保安林係）

森林の保護・保全対策の推進

（緑化保護係，林地利用指導係）

森林整備・保全の 防災・減災対策の推進 山地防災対策の推進

推進 （治山係）

森林吸収源対策の推進 企業等による森林整備の促進

（緑化保護係）

県民参加の森林（もり）づ 森林を守り育てる意識の醸成

くり （緑化保護係）

多様な主体による森林整備の推進

（緑化保護係）

森林の多様な利用の推進

（緑化保護係）

担い手づくりと 担い手の育成・確保 林業事業体の育成

林業経営対策 （県営林係）

地域資源を活かした山村 多様な主体による森林（もり）づくりの推進

振興 （緑化保護係）
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① 森林病害虫等防除事業 （県単・一部国庫）

（継続 昭和２５年度～）

１ 目 的

森林病害虫等を早期かつ徹底的に駆除することにより，被害のまん延を防止し，森林の保全を図る。

２ 内 容

負担区分
事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 採択基準

国 県 他

（１）松くい虫等駆除事業

ア 伐倒駆除 県，市町村，森林 被害木の伐倒及び薬剤散布 10/10 命令駆除

組合，その他 1/2 1/2 自主事業

イ 特別伐倒駆除 〃 松くい虫被害木の伐倒及び破砕，焼却 10/10 命令駆除

1/2 1/2 自主事業

ウ 特別防除 〃 航空機を利用した薬剤の予防散布 10/10 命令駆除

1/2 1/2 自主事業

エ 地上散布 〃 地上からの薬剤の予防散布 10/10 命令駆除

無人ヘリコプターを利用した薬剤の予防 1/2 1/2 自主事業

散布 1/2 1/4 1/4 〃

負担区分
事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 採択基準

国 県 他

10/10 命令駆除

（２）被害防止対策事業 県，市町村，森 特別防除を行うマツ林周辺の農作物等へ

林組合，その他 の被害防止措置 1/2 1/2 自主事業

（３）駆除事務費 県 駆除事業に関する事務費（駆除命令に基 10/10

づく伐採木等の検査他）

（４）防除推進事業

ア 発生予察 県 マツノマダラカミキリの発生消長調査 10/10

イ 薬剤防除自然環境等 〃 薬剤散布による自然環境への影響調査 10/10

影響調査

ウ 防除推進連絡 〃 防除推進連絡協議会等の開催 10/10

（５）森林病害虫防除対策

事業

ア 森林審議会 県 松くい虫対策部会の開催 10/10

イ 松被害材移動監視 〃 奄美群島等への松被害材移動監視 10/10

（６）松くい虫伐倒駆除事業 県 計画松林外の点在被害マツ等の伐倒駆除 10/10

等

-93-



３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事業量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 ％

（１）松くい虫等駆除事業 96,808 90,820 99,318 91.4

ア 伐倒駆除 1,200㎥ 35,475 31,413 40,797 77.0

イ 特別伐倒駆除 700㎥ 10,850 10,850 11,048 98.2

ウ 特別防除 742ha 36,485 36,140 35,233 102.6

エ 地上散布 137ha 13,998 12,417 12,240 101.4

（２）被害防止対策事業 1,878 1,878 1,878 100.0

（３）駆除事務費 517 517 566 91.3

（４）防除推進事業 2,223 2,223 2,306 96.4

ア 発生予察 2箇所 144 144 144 100.0

イ 薬剤防除自然環境等 1箇所 1,938 1,938 2,000 96.9

影響調査

ウ 防除推進連絡 2回 141 141 162 87.0

（５）森林病害虫防除対策 542 542 567 95.6

事業

ア 森林審議会 1回 66 66 66 100.0

イ 松被害材移動監視 476 476 501 95.0

（６）松くい虫伐倒駆除事業 42㎥ 945 945 1,044 90.5

計 102,913 96,925 105,679 91.7

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

（１）松くい虫等駆除事業

ア 伐倒駆除 － － － － 1,146㎥ 942㎥ 281㎥

イ 特別伐倒駆除 － － － － 3,477㎥ 2,096㎥ 1,578㎥

ウ 特別防除 － － － － 881ha 430ha 742ha

エ 地上散布 － － － － 144ha 140ha 137ha

（２）被害防止対策事業 － － －

（３）駆除事務費 － － －

（４）防除推進事業

ア 発生予察 － － － － 2箇所 2箇所 2箇所

イ 薬剤防除自然環境等 － － － － 1箇所 1箇所 1箇所

影響調査

ウ 防除推進連絡 － － － － 2回 2回 2回

（５）森林病害虫防除対策

事業

ア 森林審議会 － － － － 1回 1回 1回

イ 松被害材移動監視 － － － － － －

（６）松くい虫伐倒駆除事業 － － － － 90㎥ 70㎥ 34㎥

注）年度別実績には前年度繰越を含み，次年度繰越を除く。
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② 県民の森管理運営事業 （県単・国庫）

（継続 昭和５９年度～）

１ 目 的

県民の保健休養の場とするとともに，体験学習を通じて森林・林業や緑化に関する知識の向上を図ることにより，森

林愛護思想の高揚に資する公の施設として，県民の森の適正な管理を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

県民の森管理運営事業 県 (１)県民の森指定管理業務 県 10/10

・施設及び設備の維持管理

・その他管理運営上必要な業務

(２)県民の森管理運営指導業務 県 10/10

(３)県民の森施設整備 国 10/10

３ 事業計画

事 業 区 分 事 業 量 総事業費
予 算 額

２年度当初 元年度当初 前年度(当初)比

千円 千円 千円 ％

県民の森管理運営事業 管 理 運 営 64,376 64,376 61,828 104.1

４ 全体事業計画と実績

事 業 区 分
全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 2 9年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

県民の森管理運営事業 連 年 － － － 59,103 65,399 61,313

施設利用申込先

姶良市北山3464番地119

鹿児島県県民の森管理事務所

TEL 0995-68-0557
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③ 照葉樹の森管理運営事業 （県単・国庫）

（継続 平成１２年度～）

１ 目 的

県民に照葉樹林とのふれあいの場を提供することにより，県民が森林及び林業に関する理解を深めるとともに，自然

環境の保全に関する意識の高揚に資する公の施設として，照葉樹の森の適正な管理を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

照葉樹の森管理運営事業 県 (１)照葉樹の森指定管理業務 県 10/10

・施設及び設備の維持管理

・その他管理運営上必要な業務

(２)照葉樹の森管理運営指導業務 県 10/10

(３)照葉樹の森施設整備 国 10/10

３ 事業計画

事 業 区 分 事 業 量 総事業費
予 算 額

２年度当初 元年度当初 前年度(当初)比

千円 千円 千円 ％

照葉樹の森管理運営事業 管 理 運 営 23,171 23,171 21,472 107.9

４ 全体事業計画と実績

事 業 区 分
全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績

期 間 事業量（A） 事業量（B） (B)/(A) 2 9年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

照葉樹の森管理運営事業 連 年 － － － 22,203 21,059 21,472

施設利用申込先

肝属郡錦江町田代麓5166番647

鹿児島県照葉樹の森管理事務所

TEL 080-6417-6518
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④ 緑化樹木生産流通対策事業 （県単・国庫）

（継続 (1) 昭和５３年度～，(2) 平成２５年度～）

１ 目 的

県内の緑化樹木の生産量や需要動向を調査し，その結果を生産者・需要者へ情報提供することにより，緑化樹木の円滑

な需給を図るとともに，県内産緑化樹木の販路拡大を促進する。また，森林所有者や地域住民等が協力して森林の有する

多面的機能を発揮させるための保全活動及び山村地域の活性化に資する取組の支援・指導を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1)緑化樹木販売促進事業 県 ・緑化樹木生産実態調査及び需要量調査 県 10/10

・一般管理経費

(2)森林・山村多面的機能発 県・ ・地域協議会の支援及び指導，市町村への周知・指導等 国 10/10

揮対策交付金事業 市町村 ・活動組織に対する事業の推進・指導等

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1)緑化樹木販売促進事業 ・緑化樹木生産実態調査及び需

要量調査 89 89 110 80.9

・一般管理経費

(2)森林・山村多面的機能発 ・地域協議会への支援・指導 140 140 146 95.9

揮対策交付金事業 ・活動組織への事業推進・指導

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

(1)緑化樹木販売促進事業 － － － － 150 105 110

(2)森林・山村多面的機能発
H29～R3 － － － 700 182 146

揮対策交付金事業
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⑤ 森林（もり）にまなびふれあう推進事業 （県単・一部国庫）

（令和２年度～）

ア ○新森林（もり）とのふれあい推進事業

１ 目 的

森林にふれあう機会や森林整備を体験する機会を提供するとともに，県民が自ら企画・実施する森林・林業に関する

学習・体験活動を支援することにより，森林・林業に対する理解を深め，森林づくり活動への参加を促進し，森林を全

ての県民で守り育てる意識の醸成を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

(1)森林（もり）とのふれあ 県 ・「みどりの感謝祭」の開催 県10/10 －

いの場の提供 ・「九州森林(もり)の日」の活動の実施 (一部国1/2)

・ふれあいの場の提供

(2)森林（もり）の体験活動 自治会，ＮＰＯ ・県民が自ら企画・実施する森林・林業に 県10/10以内 公募の上，事

の支援 法人，森林ボラ 関する学習・体験活動への支援 (一部国1/2) 業選定委員会

ンティア団体等 で審査・決定

(3)森林（もり）づくり活動 県 ・森林(もり)づくり活動に関する情報の収 県10/10 －

の広報 集・提供

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1)森林（もり）とのふれあい ２回（春，秋） 4,221 4,221 － －

の場の提供

(2)森林（もり）の体験活動の － 15,200 15,200 － －

支援

(3)森林（もり）づくり活動の 普及啓発ポスターの作 1,000 1,000 －

広報 成等

計 － 20,421 20,421 － －

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期間 事業量(Ａ) 事業量(Ｂ) Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

％

(1)森林（もり）とのふれあいの場の提供 R2～ － － － － － －

(2)森林（もり）の体験活動の支援 R2～ － － － － － －

(3)森林（もり）づくり活動の広報 R2～ － － － － － －
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イ ○新森林環境教育推進事業

１ 目 的

次代を担う子供たちを対象に，森林・林業について学び体験する機会を創出することにより，小中学校等における継

続的な森林環境教育を推進し，将来にわたって森林を守り育てる意識を醸成するとともに，森林・林業の社会的役割や

意義について理解を深める。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

学校林・緑の少年団活動 県 ・学校環境緑化・学校林等活動コンクール 県10/10 －

への支援 の開催 (一部国1/2)

・緑の少年団活動発表大会の開催

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

学校林・緑の少年団活動 ・コンクール：１回 1,008 1,008 - -

への支援 （２部門）

・活動発表大会：１回

計 － 1,008 1,008 - -

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期間 事業量(Ａ) 事業量(Ｂ) Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

％

学校林・緑の少年団活動 R2～ － － － － － －

への支援

R2～ － － － － － －
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ウ ○新多様な主体による森林（もり）づくり促進事業

１ 目 的
自然環境保全活動の広がりや企業による社会貢献活動の一環として，森林づくり活動への気運が高まっているため，

森林づくり活動の内容の充実やニーズに応じた支援をすることにより，企業や森林ボランティア団体などの多様な主体

による森林づくりを促進する。

２ 内 容
事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1)環境を育む企業の森林 県 ・企業への推進活動 県10/10

（もり）づくりの支援 ・企業意向調査 (一部国1/2)

・企業社員への森林ボランティア登録の働きかけ

(2)森林ボランティアの活動 県 ・森林ボランティア活動支援 県10/10

支援 ・若人ボランティア加入促進 (一部国1/2)

３ 事業計画
総事業費 予 算 額

事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

(1)環境を育む企業の森林 企業への推進活動等 102 102 － －

（もり）づくりの支援 ：通年

(2)森林ボランティアの活動 技術研修等の実施

支援 若年層への森林ボラン 1,770 1,770 － －

ティア加入促進等

：通年

計 － 1,872 1,872 － －

４ 全体事業計画と実績

事業区分
全 体 事 業 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

(1)環境を育む企業の森林 令和2～ － － － － － －

（もり）づくりの支援

(2)森林ボランティアの活動 令和2～ － － －

支援

技術研修実施回数 － － －

技術研修受講者数 － － －

若人ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加者数 － － －
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⑥ 森林（もり）をまもりそだてる整備事業 （県単）

ア ○新里山林等保全管理促進事業（新規 令和２年度～）

１ 目 的

里山林や幹線道路沿線など公益上重要な森林において，保全管理を促進するとともに地域の特性を生かした

森林の整備を推進して多様な森林づくりを実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 里山景観の整備

(1)雑木竹林の伐採整理 市町村，登録林 ・幹線道路等の沿線や集落周辺の荒廃した 県7/10以内

業経営体等（災 竹林・雑木林の伐採整理

害復旧に限る）

(2)マツへの薬剤の樹幹注 市町村，森林組 ・奄美地域におけるマツへの薬剤の樹幹注

入 合，集落等の地 入

域自治会等

２ 地域特性を生かした里山

林整備

(1)地域活動，更新伐 (地域活動) ・地域住民が共同して行う伐採木の活用， 県10/10以内

集落等の地域 下草刈・つる切り，歩道補修等 (共生・協働の地域

自治会等 社会づくり基金)

(更新伐) ・森林環境を保全するためのクヌギ等高齢 県 定額単価

集落等の地域 木の択伐，伐採木の整理等 (共生・協働の地域

自治会等，市 （ただし，地域活動を実施した箇所で0.1 社会づくり基金)

町村 ha未満に限る）

(2)森林被害に対する保全 市町村，森林組 ・里山林など公益上重要な森林における突 県7/10以内

対策 合，集落等の地 発性森林病害虫に対する薬剤の散布等

域自治会等

３ 里山林の機能回復

(1)枯損木の伐倒・除去 市町村 ・森林病害虫等の被害により倒伏のおそれ 県7/10以内

のある枯損木の伐倒・除去

(2)マツ枯損木の伐採・整 市町村，森林組 ・松くい虫被害が蔓延したマツ林の広葉樹

理 合，集落等の地 等他の樹種への転換のためのマツ枯損木

域自治会等 の伐採・整理

(3)植栽 市町村，森林組 ・松くい虫被害が蔓延したマツ林の広葉樹

合，集落等の地 等他の樹種への転換のための植栽

域自治会等

(4)下刈 市町村，森林組 ・(3)の植栽を行った林分における雑草木

合，集落等の地 の除去

域自治会等

-101-



３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

１ 里山景観の整備 13,401 9,380 － －

(1)雑木竹林の伐採整理 2.8㏊ 4,258 2,980 － －

(2)マツへの薬剤の樹幹注入 350本 9,143 6,400 － －

２ 地域特性を生かした里山林整備 11,571 11,400 － －

(1)地域活動，更新伐 30箇所 11,000 11,000 － －

(2)森林被害に対する保全対策 10ha 571 400 － －

３ 里山林の機能回復 52,607 36,815 － －

(1)枯損木の伐倒・除去 2,015㎥ 46,893 32,825 － －

(2)マツ枯損木の伐採・整理 200㎥ 2,400 1,680 － －

(3)植栽 1.0ha 2,800 1,950 － －

(4)下刈 2.0ha 514 360 － －

計 77,579 57,595 － －

事務費 － 500 500 － －

合 計 78,079 58,095 － －

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

１ 里山景観の整備 令和2～ － － － － － －

(1)雑木竹林の伐採整理

(2)マツへの薬剤の樹幹注入

２ 地域特性を生かした里山林整備 令和2～ － － － － － －

(1)地域活動，更新伐

(2)森林被害に対する保全対策

３ 里山林の機能回復 令和2～ － － － － － －

(1)枯損木の伐倒・除去

(2)マツ枯損木の伐採・整理

(3)植栽

(4)下刈
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⑦ 一般公共治山事業 （国庫）

ア 山地治山事業
・復旧治山（補助金 継続 昭和４０年度～）

・緊急予防治山（補助金 継続 平成２８年度～）

・予防治山事業（農山漁村地域整備交付金 継続 昭和４０年度～）

・水土保全治山事業（農山漁村地域整備交付金 継続 平成５年度～）

１ 目 的

崩壊地，荒廃渓流を復旧・整備し，山地の崩壊と土砂流出の防止を図るため，復旧治山事業，緊急予防治山事業，予防

治山事業及び水土保全治山事業を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

(１)復旧治山事業 県 山地において天然現象等によっ (内地・離島) 事業内容に合致した箇所のうち

て発生した崩壊地，荒廃渓流で現 国1/2 次の１又は２の条件を満たすもの

に下流に被害を与えるおそれがあ (火山地域5.5／10) であって，かつ３の条件に該当す

って，流域保全上重要なもの及び 県1/2 るもの。

公共の利害に密接な関係を有し， ( 〃 4.5／10) １ １級又は２級河川上流

民生安定上放置しがたいものの復 (奄美) ２ その他の河川又は地区で次

旧工事を行う。 国2/3 の⑴から⑷までのいずれかに

県1/3 該当するもの。

⑴ 市街地，集落(人家10戸以

上)の保護

⑵ 主要公共施設の保護

⑶ 農地，ため池，用排水施

設，漁場等の保護

⑷ 災害が発生し，又は発生す

るおそれがある場合の一連の

避難経路等の保護

３ 工事規模

１施行箇所の工事費

全体計画 7,000万円以上

(２)緊急予防治山 〃 地域における減災に関する取組 〃 事業内容に合致した箇所のう

事業 と併せて行う水源の涵養及び山地 ち，次の各号全てを満たすもの。

災害の防止のために緊急的に行う １ 山地災害危険地区の危険度

荒廃危険山地の崩壊等の予防工事 評価において，山腹崩壊危険度

を行う。 等が「a1」，かつ保全対象の被

災危険度が「a2」評価である又

は地域防災計画等の警戒避難体

制の整備に関する計画において

避難経路等に指定されている道

路に被害を及ぼすおそれのある

もの

２ 工事規模

１施行箇所の工事費

年度計画

山腹 800万円以上

渓流1,500万円以上
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事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

(３)予防治山事業 県 天然現象に起因する崩壊の可能 (内地・離島) 事業内容に合致した箇所のうち

性が濃厚な山地又は荒廃移行地で 国1/2 次の１又は２の条件を満たすもの

下流に被害を与えるおそれがあり (火山地域5.5／10) であって，かつ３の条件に該当す

流域保全上重要なもの及び公共の 県1/2 るもの。

利害に密接な関係を有し，民生安 ( 〃 4.5／10) ただし，山地災害危険地区の危

定上放置しがたいものの予防工事 (奄美) 険度評価において，山腹崩壊危険

を行う。 国2/3 度等が「a1」，かつ保全対象の被

県1/3 災危険度が「a2」評価であるもの

を除く。

１ 復旧治山事業と同様

２ 〃

３ 工事規模

１施行箇所の工事費

年度計画

山腹 800万円以上

渓流1,500万円以上

(４)水土保全治山事

業

ア 地域防災対策 〃 荒廃山地，荒廃危険山地が存す 〃 事業内容に合致した一定地域で

総合治山事業 る一定地域において山地災害を未 あって，山腹崩壊対策，土石流対

然に防止し，生活環境基盤の整備 策等総合的な山地災害危険地区対

に資するため緊急に行う総合的な 策を緊急に実施する必要があるも

山地災害危険地対策をおおむね３ ので，次の各号全てを満たすも

箇年で実施する。 の。

１ 人家等50戸以上の集落（人

家25戸以上で，主要公共施設

を含めそれが人家等50戸以上

に相当すると認められるもの

を含む）に直接被害を与える

恐れがあるもの

２ 工事規模

１施行箇所の工事費

全体計画 ２億円以上

イ 林地荒廃 〃 激甚災害に対処するための特別 〃 事業内容に合致した箇所のうち

防止事業 の財政援助等に関する法律に規定 次の１から４のいずれかと，５の

する激甚災害により被災した地域 条件を満たすもの。

又は特殊土壌地帯において，天然 １ 人家５戸以上の保護

現象等に起因する崩壊の可能性が ２ 主要公共施設の保護

濃厚な山地又は風倒木・流木等が ３ 農地，ため池，用排水施

発生している山地等であって，民 設，漁場等の保護

生安定上放置しがたいものの復旧 ４ 災害が発生し，又は発生す

工事を行う。 るおそれがある場合の一連の

避難経路等の保護

５ 工事規模

１施行箇所の工事費

年度計画 400万円以上
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３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

(１) 復旧治山事業 23 1,628,373 1,628,373 1,707,768 95.4

(２) 緊急予防治山事業 2 73,926 73,926 14,999 492.9

(３) 予防治山事業 4 197,407 197,407 403,922 48.9

(４) 水土保全治山事業 33 1,681,553 1,681,553 1,526,358 110.2

ア 地域防災対策総合治山事業 － － － － －

イ 林地荒廃防止事業 33 1,681,553 1,681,553 1,526,358 110.2

計 62 3,581,259 3,581,259 3,653,047 98.0

４ 全体事業計画と実績

年 度 別 実 績
全体 元年度

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度
計画 末累計

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

山地災害危険地区着工数 9,756 5,806 3 － 46 － 3 －

（進捗率 ％） (59.5%)

(１) 復旧治山事業 22 1,384,404 23 1,010,036 29 1,931,009

(２) 緊急予防治山事業 4 148,489 3 94,283 1 10,714

(３) 予防治山事業 7 245,089 8 315,113 6 221,896

(４) 水土保全治山事業 30 888,792 21 741,596 29 1,071,641

ア 地域防災対策総合治山事業 － － － － － －

イ 林地荒廃防止事業 30 888,792 21 741,596 29 1,071,641

計 63 2,666,774 55 2,161,028 65 3,235,260
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イ 山地災害総合減災対策治山事業（農山漁村地域整備交付金）

（平成２１年度～）

１ 目 的

山地災害による人的被害を効果的に防ぐため，治山施設の設置等のハード整備を併せ，地域住民の災害に対する意識を

高め，住民参加型の総合的な減災対策を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

（復旧治山タイプ）

山地災害総合減災対 県 住民参加型の (内地・離島) 次の１から３のいずれかと，４から６のすべての条

策治山事業 総合的な減災対 国1/2 件を満たすもの。

策を進め，「犠 県1/2 １ 市街地又は集落（人家１０戸以上）の保護

牲者ゼロ」に向 (奄美) ２ 主要公共施設（学校，官公署，病院，鉄道，道路

けた効果的な治 国5.5/10 等）の保護

山対策を行う。 県4.5/10 ３ 市町村地域防災計画等で指定される避難場所，避

難経路の保護

４ ３地区以上の山地災害危険地区が存する一定地域

で実施するもの

５ 都道府県が市町村や地域住民等と協働で策定する

「山地災害減災計画」に基づき，住民参加型の総合

的な防災・減災対策の実施が可能なもの

６ ４で定める地域における全体計画の事業規模が

7,000万円以上のもの

（予防治山タイプ）

上記の１から３のいずれかと，上記の４，５と下記

７の条件をすべて満たすもの。

７ ４で定める地域における年度計画の事業規模が

山腹 800万円以上

渓流 1,500万円以上のもの

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

カ所 千円 千円 千円 ％

山地災害総合減災対策治山事業 － － － － －

計 － － － － －

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

山地災害総合減災対策治山事業 － － － － － －

計 － － － － － －
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ウ 防災林整備事業
・防災林造成（補助金 継続 平成２３年度～）

・共生保安林整備（農山漁村地域整備交付金 継続 平成１７年度～）

・保安林管理道整備（農山漁村地域整備交付金 継続 平成２年度～）

１ 目 的

海岸や都市周辺山麓部における保安林の機能を維持強化するための森林の造成等を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

(1)防災林造成事業

ア 海岸防災林造 県 海岸における (内地・離島) 次の１から４のいずれかと，５の条件を満たすも

成事業 飛砂，潮風，高 国1/2 の。

潮，強風，霧等 県1/2 １ 市街地又は集落（人家10戸以上）の保護

の被害を防止す (奄美) ２ 主要公共施設の保護

るための森林造 国6/10 ３ 海岸防災林延長１００ｍにつき，後方２ha以上の

成等を行う。 県4/10 農地（防風林の場合は造成面積の10倍以上），ため

池，用排水施設等の保護

４ 災害が発生し，又は発生するおそれがある場合の

一連の避難経路等の保護

５ 工事規模

１施行箇所の工事費

年度計画 ５００万円以上

(2)共生保安林整備

事業

ア 環境防災林整 県 都市周辺の山 国1/2 次の１から３の全ての条件を満たすもの。

備事業 麓部の森林にお 県1/2 １ 森林法第25条第１項第１号から第７号に掲げる目

ける山地災害の 的のいずれかを達成するために保安林として指定さ

防止機能強化と れているか，又は指定されることが確実であると見

災害発生時の避 込まれる箇所において実施するもの

難地や火災の延 ２ 森林の防災機能と環境保全機能の両方の機能を高

焼遮断等の災害 度に発揮する必要があるもの

緩衝地としての ３ 市街地若しくは集落（人家10戸以上），主要公共

機能強化に必要 施設又は災害が発生し，若しくは発生するおそれが

な森林の造成改 ある場合の一連の避難経路等を保護するもの

良整備を行う。

(3)保安林管理道整 県 保安林の適正 (内地・離島) 次の１から４のいずれかと，５の条件を満たすも

備事業 な維持管理に資 国1/2 の。

する保安林管理 県1/2 １ 地域防災対策総合治山事業の事業対象区域

道の開設・改良 (奄美) ２ 荒廃地，荒廃危険地等の復旧・整備を計画的かつ

を行う。 国2/3 効率的に行う必要のある山地治山事業の重点実施地

県1/3 域で、次の条件の全てを満たすもの

ア 事業対象地域の面積がおおむね50ha以上のもの

イ 当該地域の森林面積のおおむね50%以上が森林

法第25条第1項第1号から第7号までの保安林に指

定されているか，又は指定されることが確実なも

の

ウ 全体計画の工事規模が5,000万円以上のもの

３ 林況が粗悪で，伐採することにより土砂の崩壊・

流出をまねくおそれがある森林又は成林が困難とな

るおそれのある森林であって，山地災害の防止、水

源涵養等の見地から，適正な維持，管理を必要とす

る施業規制保安林の存する地域で次の全ての条件を

-107-



事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

満たすもの

ア 事業対象地域の面積がおおむね50ha以上のもの

イ 当該地域の森林面積のおおむね50%以上が皆伐

施業が許されていない森林法第25条第1項第1号か

ら第7号までの保安林に指定されているか又は指

定されることが確実なもの

ウ 全体計画の工事規模が5,000万円以上のもの

４ 過密化し，表土が流出する等水土保全機能が著し

く低下した保安林であって，表土の流出による崩壊

若しくは土砂，流木等の流出を発生させ，又は発生

させるおそれがあるものを対象として保安林整備事

業を実施する地域で次の条件の全てを満たすもの

ア 事業対象地域の面積がおおむね50ha以上のもの

イ 当該地域の森林面積のおおむね50%以上が森林

法第25条第1項第1号から第7号までの保安林に指

定されているか，又は指定されることが確実なも

の

ウ 全体計画の工事規模が5,000万円以上のもの

５ 全体計画の事業規模が5,000万円以上のもの

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

カ所 千円 千円 千円 ％

（１）防災林造成事業 6 336,382 336,382 265,998 126.5

ア 海岸防災林造成事業 6 336,382 336,382 265,998 126.5

（２）共生保安林整備事業 － － － － －

ア 環境防災林整備事業 － － － － －

（３）保安林管理道整備事業 － － － － －

計 6 336,382 336,382 265,998 126.5

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

（１）防災林造成事業 6 197,019 6 362,984 5 357,976

ア 海岸防災林造成事業 6 197,019 6 362,984 5 357,976

（２）共生保安林整備事業 － － － － － －

ア 環境防災林整備事業 － － － － － －

（３）保安林管理道整備事業 － － － － － －

計 6 197,019 6 362,984 5 357,976
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エ 水源地域整備事業
・水源森林再生対策事業（補助金 継続 平成１７年度～）

・奥地保安林保全緊急対策事業（補助金 継続 平成１７年度～）

１ 目 的

水資源の確保上重要なダム等の上流の水源地域に存する荒廃した森林を対象として，荒廃地等の復旧整備と併せて，

周辺の森林整備等を緊急かつ総合的に実施し，もって水資源の確保と，国土の保全に資する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

(１)水源森林再生 県 水源地域において，森林の (内地・離島) 森林法第25条第１項に基づき，農林水

対策事業 有する水源涵養機能を高度に 国1/2 産大臣の指定する重要流域内の地域であ

発揮させ，水資源の確保と国 (火山地域5.5／10) って，次の各号のすべてを満たすもの。

土の保全に資するため，荒廃 県1/2 １ 森林面積がおおむね1,000ha以上で

地，荒廃移行地等の復旧整備 ( 〃 4.5／10) あり，かつ育成複層林への誘導，造

及び荒廃森林等の整備を行 (奄美) 成等の整備を必要とする森林面積が

う。 国2/3 おおむね50ha以上の地域で実施する

県1/3 もの

２ 森林面積のおおむね３０％以上が

森林法第25条第１項第１号から第７

号までの保安林(指定の確実なものを

含む)で実施するもの

３ 山地荒廃率が０．５％以上か放置

すれば０．５％以上に移行するおそ

れがあるもの

４ 工事規模

全体計画 １億５千万円以上

(２)奥地保安林保 県 奥地水源地域等の荒廃地， 〃 次の各号のすべてを満たすもの

全緊急対策事 荒廃森林において，従来の工 １ １級河川又は２級河川上流部の荒

業 法や簡易な工法等による治山 廃地や荒廃森林であって，事業対象

施設の整備と針広混交林等へ 地域の保安林面積がおおむね５０ha

の再生のための森林整備を一 以上の地域で実施するもの。

体的に行う。 （離島奄美にあっては，保安林面積

がおおむね２５ha以上の地域で実施

するもの）

２ 年度計画の工事規模が８００万円

以上のもの。（離島，奄美群島にあ

っては，４００万円以上）

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

(１) 水 源 森 林 再 生 対 策 事 業 － － － － －

(２) 奥地保安林保全緊急対策事業 － － － － －

計 － － － － －

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

(１) 水 源 森 林 再 生 対 策 事 業 － － － － － －

(２) 奥地保安林保全緊急対策事業 － － － － － －

計 － － － － － －
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オ 保安林整備事業
・保安林改良（補助金 継続 昭和３５年度～）(平成２３年度～ 保安林緊急改良事業を追加）

・保育（補助金 継続 昭和４９年度～）

１ 目 的

保安林を健全に維持管理し，県土の保全，水資源の涵養など保安林の有する多面的機能の高度発揮を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

(1)保安林改良事業
ア 保安林改良 県 改植，複層林の造成，本 国 1/2 １ 林床植生が消滅し，水源涵養機能の低下し

事業 数調整伐，簡易治山施設等 県 1/2 た保安林であって，表土の流出により濁水を
その他必要な作業を行う。 発生させ，又は濁水を発生させるおそれがあ

り，複層林に造成する必要がある箇所
２ 過密化し，表土が流出する等水土保全機能

が著しく低下した保安林であって，表土の流
出による崩壊若しくは土砂，流木等の流出を
発生させ，又は崩壊を発生させるおそれがあ
る箇所

３ １施行箇所の工事費 年度計画 200万円
以上

イ 複層林型保 〃 複層林への誘導・造成， 〃 １ 過密化等により水土保全機能が低下した保
安林整備推進 簡易な治山施設の整備，作 安林であって，崩壊，土砂・流木等の流出を
事業 業道の開設を行う。 発生させ，又は発生させる恐れがあり，複層

林へ誘導・造成に係る一連の事業を計画的に
行う必要がある箇所

２ １施行箇所の工事費 年度計画 200万円
以上

〃
ウ 保安林緊急 改植，簡易治山施設等 〃 １ 既往の治山事業施工地であって，森林所有
改良事業 その他必要な作業を行 者等の責に帰しえない原因のために，現況が

う。 著しく悪化し，施設目的が果たしえられない
〃 箇所及びこれ以外の保安林で所期の林況に復

旧する必要のある箇所
２ １施行箇所の工事費 年度計画 400万円

以上

(2)保 育 事 業 下刈，除伐，本数調整 国 1/3 １ 既往の治山事業施工地であって，保育を必
伐，つる切り，枝落し，追 県 2/3 要とする箇所，水源地域に存する機能が低位

肥，部分補植，作業歩道の な保安林又は治山施設の効果区域に存する機

新設，その他必要な作業を 能が低位な保安林

行う。 ２ １施行箇所の工事費 年度計画 50万円以

上

３ 事業計画

総事業費
予 算 額

事 業 区 分 事 業 量
２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

カ所 千円 千円 千円 ％

(1)保 安 林 改 良 事 業 2 24,856 24,856 23,998 103.6

(2)保 育 事 業 3 2,697 2,697 2,151 125.4

計 5 27,553 27,553 26,149 105.4

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

(1)保 安 林 改 良 事 業 1 9,607 2 22,712 2 23,998

(2)保 育 事 業 4 3,873 3 2,473 3 2,151

計 5 13,480 5 25,185 5 26,149
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⑧ 県単治山事業 （県単）

（継続 昭和３０年度～）

１ 目 的

国庫補助事業の対象とならない荒廃地の復旧及び荒廃の恐れのある山地の予防工事，並びに治山施設の災害復旧や維持

に必要な工事を行い，公共の利益の保護及び民生の安定に寄与する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

(１)県営県単治山事業 県 自然災害により崩壊した林地 県9/10 １箇所の事業費が８０万円以上

で国庫補助事業の対象とならな 市町村1/10 であって，次の各号のいずれかに

い小規模崩壊地のうち公共の利 該当するもの。

益の保護に寄与するため県営に １ 公共施設の保護

て復旧工事を行う。 ２ 重要なため池又は用排水施

設の保護

３ 農地２ha以上

４ 国庫補助事業関連工事

５ その他知事が必要と認める

もの

(２)県費単独補助治山 市町村 自然災害により崩壊した林地 県5/10 １箇所の事業費が８０万円以上

事業 で国庫補助事業の対象とならな 市町村5/10 かつ市町村地域防災計画に登載さ

い小規模崩壊地のうち特定の人 れている箇所であって，次の各号

家等の保護を図るため市町村に のいずれかに該当するもの。

おいて復旧工事を行う。 １ 人家２戸以上の保護

２ その他知事が必要と認める

もの

(３)県単治山施設修繕 県 県営治山事業により施工した 県10/10 １箇所の事業費が原則１２０万

事業 既設治山施設の災害復旧及び修 円未満のものであって，次の各号

繕で国庫補助事業の対象となら のいずれかに該当するもの。

ないものを対象とする。 １ 自然災害による治山施設の

被災

２ 自然災害による流出土砂の

排除及び土砂流出防止に関わ

るもの

３ その他知事が必要と認める

もの

(４)県単治山施設機能 〃 既設治山ダム等に土砂・流木 〃 森林法第４１条に規定する「保

再生対策事業 等が異常堆積し，２次災害の危 安施設事業」で整備した治山施設

険性が高まっている箇所のうち であること。

国庫補助事業の対象とならない

ものについて，土砂の排除等を

行い既設治山ダムの機能を再生

する。

(５)県単治山調査事業 〃 複雑な地形・地質の箇所や特 〃 県営治山事業計画地

殊な工法を必要とする箇所等の

調査等を行う。
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３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

(１) 県営県単治山事業 12 174,400 174,400 174,400 100.0

(２) 県費単独補助治山 10 90,920 45,920 45,920 100.0

事業

(３) 県単治山施設修繕 22 169,014 169,014 161,014 105.0

事業

(４) 県単治山施設機能 3 24,000 24,000 23,000 104.3

再生対策事業

(５) 県単治山調査事業 3 12,000 12,000 12,000 100.0

計 50 425,334 425,334 416,334 102.2

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

(１) 県営県単治山事業 14 153,000 11 189,300 11 239,340

(２) 県費単独補助治山事業 11 94,800 9 75,600 8 58,840

(３) 県単治山施設修繕事業 23 131,784 21 154,864 31 145,629

(４) 県単治山施設機能再生対策 2 19,000 3 16,200 2 11,000

事業

(５) 県単治山調査事業 2 5,000 3 18,050 11 56,222

計 52 375,234 47 416,334 63 481,751
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⑨ 災害関連治山事業 （国庫）

ア 災害関連緊急治山事業
（継続 昭和４０年度～）

１ 目 的

台風，豪雨等の天然現象により，新たに山地崩壊が発生した箇所を当該年度において緊急に復旧する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

災害関連緊急治山 県 上記目的に同じ (内地・離島) 風水害等により新たに発生又は拡大した荒廃山地

事業 国2/3 で，次期降雨等による荒廃の拡大若しくは土砂・土

県1/3 石・流木の流出により被害を与える恐れがあると認

(奄美) められるもののうち次の１又は２の条件を満たすも

国8.5/10 のであって，かつ３の条件に該当するもの

県1.5/10 １ 重要な災害復旧工事の遂行に特に先行して施行

する必要のあるもの

２ 公共の利害に密接な関係を有し，民生安定上放

置しがたいもので，次の各号の１に該当するもの

(1) 鉄道，高速自動車道，一般国道，都道府県道，

市町村道のうち指定市道及び迂回路のないもの

（激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関

する法律第２条第１項の規定により指定された災

害に限り，迂回路のあるものを含む），利用区域

面積５００ha以上の林道及びその他公共施設のう

ち重要なものに被害を与えると認められるもの

(2) 官公署，学校又は病院等の公共施設に被害を与

えると認められるもの

(3) 農地，農道（関係面積１０ha以上），ため池

（貯水量３万ｍ3以上）又は用排水施設（関係面積

１００ha以上）のいずれかに直接被害を与えると

認められるもの

(4) 人家１０戸以上に被害を与えると認められるも

の（人家１０戸未満であって当該地域に存する市

町村道の被害を含め，人家１０戸以上の被害に相

当すると認められるものを含む）

３ １箇所の事業費が６００万円を越えるもの

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

災害関連緊急治山事業 4 185,000 185,000 185,000 100.0

(発生見込)

計 4 185,000 185,000 185,000 100.0

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

災害関連緊急治山事業 － － 3 248,809 3 146,248

計 － － 3 248,809 3 146,248
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イ 林地崩壊防止事業
（継続 昭和４１年度～）

１ 目 的

「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」により指定された激甚災害により，集落等に隣接す

る林地に崩壊等が発生し，人命財産等に直接危害を及ぼすおそれがあるものについて，林地の保全上必要な施設を新設し

再度災害を防止する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

林地崩壊防止事業 市町村 上記目的に同 国5/10 市町村単位に，次に掲げる要件のすべてを満た

じ。 県2/10 す場合に限り実施するものとする。

当該災害の発 市町村3/10

生した年の４月 １ 激甚災害（「激甚災害に対処するための特別の

１日の属する会 財政援助等に関する法律」の規定により激甚災害

計年度以降概ね として指定されること。）により林地崩壊が発生

３年以内に完了 又は拡大したもの

できるよう実施 ２ 人家２戸以上又は公共施設に直接被害を与える

する。 おそれがあるもの

３ １箇所の事業費が２００万円以上であること

４ 同一市町村で，その事業費の合計額が３００万

円を越える又は前年度の標準税収入額の１０％以

上のもの

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

林地崩壊防止事業 － － － － －

(発生見込)

計 － － － － －

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

林地崩壊防止事業 － － － － 1 5,600

計 － － － － 1 5,600
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ウ 特殊地下壕対策災害関連事業
（継続 平成１０年度～）

１ 目 的

林業用施設，林地荒廃防止施設若しくは地すべり防止施設の災害復旧事業に伴う場合又は特殊地下壕の陥没等が顕

著で危険度が増し，放置し難い場合に，特殊地下壕の埋め戻し，防災処理等を行うことにより，民生の安定を図り，

公共の福祉を確保する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事業内容 負担区分 採 択 基 準

特殊地下壕対策災 市町村 上記目的に同 国1/2 次に掲げる要件のすべてを満たす場合に限り実

害関連事業 じ。 市町村1/2 施するものとする。

１ 次のいずれかに該当する特殊地下壕であること

(1) 民有林の林業用施設，林地荒廃防止施設及び地

すべり防止施設が被災し，その復旧に伴い対策が

必要と認められる特殊地下壕について埋め戻し，

防災処理等を実施するものであること。

(2) 民有林において陥没，落盤又は壁面のひび割れ

出水等が顕著となっており，森林，建築物等に対

する危険度が増し，放置し難い場合に，特殊地下

壕について，埋め戻し，防災処理等を実施するも

のであること。

２ 旧軍，その他これに準ずるものが，築造した特

殊地下壕である。

（旧軍，その他これに準ずるものとは，旧陸軍

及び海軍，軍需工場をいう。）

３ １箇所の事業費が２００万円以上のものである

こと。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

特殊地下壕対策災害関連事業 － － － － －

計 － － － － －

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

特殊地下壕対策災害関連事業 － － － － － －

計 － － － － － －
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⑩ 林地荒廃防止施設災害復旧事業 （国庫）

（継続 昭和２７年度～）

１ 目 的

治山施設の災害箇所の復旧を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

林地荒廃防止施設災害 県 上記目的に同じ。 (内地) １箇所の復旧工事費が１２０万円

復旧事業 国0.667 以上で，下記１から３のいずれかに

県0.333 該当する異常な天然現象により発生

(離島・奄美) した災害に係るもの。

国0.80 １ 最大24時間雨量８０mm以上

県0.20 ２ 最大風速１５ｍ以上

３ 暴風余波による異常な高潮

又は波浪による災害

ただし，下記のいずれかに該当す

るものは適用除外となっている。

(1) 維持工事とみるべきもの

(2) 維持管理義務を怠ったことに

起因するもの

(3) 直高1メートル未満の小堤，

その他主務大臣の定める小規模

な施設に係るもの

ア 直高1.5メートル未満の石

垣又は板柵類のみに係るもの

イ 森林植生のみに係るもの

ウ 道路の路面又は側溝のみに

係るもの

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

ヵ所 千円 千円 千円 ％

林地荒廃防止施設 8 400,000 400,000 400,000 100.0

災害復旧事業 (発生見込)

計 8 400,000 400,000 400,000 100.0

４ 年度別実績

年 度 別 実 績

事 業 区 分
29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

林地荒廃防止施設災害復旧事業 － － － － 9 411,497

計 － － － － 9 411,497
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⑪ 保安林整備事業

ア 保安林整備管理事業（県単・一部国庫）

（継続 昭和２６年度～）

１ 目 的

森林法に基づき，民有保安林の整備と管理を適正に行い，保安林制度の円滑な運用を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

保安林整備管理事業 県 保安林指定・解除等調査（森林法第25条 国 １／２

第１項１～３号（重要流域以外）及び４～1 県 １／２

1号），損失補償調査，保安林適正管理調 県 10／10

査，指導監督，標識設置，台帳整備，保安

林指定事務一部委託

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

保安林整備管理事業 (1)指定・解除等調査 2,995 2,995 3,952 75.8

(2)損失補償調査

(3)保安林適正管理調査

(4)指導監督

(5)標識設置

(6)台帳整備

(7)保安林指定事務一部委託

計 － 2,995 2,995 3,952 75.8

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A Ｈ29 Ｈ30 元

％ 千円 千円 千円

保安林整備管理事業 － － － － 3,799 3,244 3,956

ha ha ha ha

保安林指定面積 40,002 － 168 42 59
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イ 保安林整備委託事業（国庫）

（継続 昭和２６年度～）

１ 目 的

森林法に基づき，民有保安林の整備と管理を適正に行い，保安林制度の円滑な運用を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 採択基準

保安林整備委託事業 県 保安林指定・解除等調査（森林法第25条第 国 10／10

１項１～３号（重要流域）），損失補償調

査，保安林適正管理調査，保安林保全情報整

備，特定保安林選定調査，保安林指定事務一

部委託

３ 事業計画

総事業費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

保安林整備委託事業 (1)指定・解除等調査 6,660 6,660 9,754 68.3

(2)損失補償調査

(3)保安林適正管理調査

(4)保安林保全情報整備

(5)特定保安林選定調査

(6)保安林指定事務一部委託

計 6,660 6,660 9,754 68.3

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) B/A Ｈ29 Ｈ30 元

％ 千円 千円 千円

保安林整備委託事業 － － － － 9,503 5,449 9,754

ha ha ha ha

保安林指定面積 22,755 － 30 127 80
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⑫ 直轄治山事業 （県単）

（継続 昭和５１年度～）

１ 目 的

桜島地区の民有林において国の直轄事業により荒廃山地の復旧整備を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 採 択 基 準

直轄治山事業 国 近年の桜島の火山活動の活発化 国2/3 農林水産大臣が，次の各号の１

に伴う土石流の発生頻度の高まり 県1/3 に該当する場合において，当該保

に対応するため，国の直轄事業に （負担金） 安施設事業の国土の保全上特に重

よって，治山事業の規模拡大等を 要であると認めた場合

図りながら，桜島地区における荒 １ 事業の規模が著しく大であ

廃山地の復旧整備を行う。 るとき

２ 事業が高度の技術を必要と

するとき

３ 事業の利害関係が１都道府

県にとどまらないとき

３ 事業計画

予 算 額 （ 負 担 金 ）
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比

カ所 千円 千円 千円 ％

直轄治山事業 10 256,000 256,000 308,000 83.1

計 10 256,000 256,000 308,000 83.1

４ 年度別実績

年 度 別 実 績 （負担金対象工事費）

事 業 区 分 29年度 30年度 元年度

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費

千円 千円 千円

直轄治山事業 12 1,138,222 8 1,076,000 11 1,310,000

計 12 1,138,222 8 1,076,000 11 1,310,000
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⑬ 林地開発許可制度実施事業 （県単）

（継続 昭和４９年度～）

１ 目 的

地域森林計画の対象となっている民有林（保安林及び保安施設地区並びに海岸保全地区内の森林を除く）における

開発行為については，森林を乱開発から守り林地の適正な利用を確保し，併せて県民生活の安定と地域社会の健全な

発展を図るため，知事が許可を行うとともに，地方公共団体による開発等においては連絡調整を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分

林 地 開 発 許 可 制 度 県 許可審査，連絡調整，履行状況調査，完了確認 県10/10

実 施 事 業

３ 事業計画

総 事 業 費 予 算 額
事 業 区 分 事 業 量

（千円） ２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 ％

許 可 審 査 １５ 件

林 地 開 発 許 可 制 度 連 絡 調 整 ２ 件 1,181 1,181 1,181 100.0

実 施 事 業 履行状況調査 ２３２ 件

完 了 確 認 ５ 件

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量（A） 事業量（B） Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

年 件 件 ％ 件 件 件

林 地 開 発 許 可 昭和50～ － 795 29 22 38

連 絡 調 整 － 771 6 3 4
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⑭ 県営林管理事業 （県単，一部国庫）

（連年）

１ 目 的

県営林の適正な管理・利活用を図るため，森林保険の加入，県有林管理員等の設置，立木処分を実施するとともに，

作業道等の改良・補修，主伐・再造林一貫作業及び林業事業体を活用した県営林経営管理委託による森林整備を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分
県の基本財産である県営林を，民有林経営の模範林と

(1) 管理事業
するため，必要な管理経営を行う。

(2) 処分事業 ・県営林経営計画に基づく立木等の処分を行う。
県 10/10

・県行造林における主･間伐収入に伴う分収金の交付を

県 行う。

(3) 林道・作業道等開設 県営林の間伐等森林施業や管理に必要な林道・作業道

改良補修事業 の開設，改良，補修を行う。

民有林における木材の循環利用について普及啓発を図
(4) 県有林主伐・再造林 国 5.1/10 県 4.9/10

るため，主伐による立木処分と同時に再造林までの一貫
一貫作業実施事業 （ 県 10/10 ）

作業を行う。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前年度比 (当 初比 )

千円 千円 千円 ％
(1) 管理事業 県営林管理補助員 47人

県有林管理員 3人 21,372 21,372 20,766 102.9

森林保険 1,627ha

県営林経営管理委託 10ha

(2) 処分事業 処分材積 12,615㎥ 9,990 9,990 8,153 122.5

(3) 林道・作業道等開 作業道等改良 220m

設改良補修事業 林道補修 820m 8,604 8,604 8,604 100.0

作業道等補修 5,640m

(4) 県有林主伐・再造 植栽 3.0ha 6,114 6,114 4,182 146.2

林一貫作業実施事業 下刈 8.9ha

計 46,080 46,080 41,705 110.5

※材積は立木材積

４ 全体事業計画と実績

全体計画(H28～R2) 元年度末累計 年度別実績
事業区分

事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) H28年度 H29年度 H30年度 元年度

(1) 管理事業 搬出間伐 40.0ha 20.77ha 51.9％ 0.00ha 5.02ha 7.29ha 8.46ha

(2) 処分事業 処分材積 131,933㎥ 45,729㎥ 34.7％ 8,077㎥ 10,563㎥ 15,210㎥ 11,879㎥

主伐 156.0ha 31.23ha 20.0％ 2.63ha 4.44ha 11.45ha 12.71ha

(3) 林道・作業 林道開設 9,300m 0m 0.0％ 0m 0m 0m 0m

道等開設改良 作業道開設 1,900m (2,932m) (31.5％) (919m) (975m) (106m) (932m)

補修事業 0m 0.0％ 0m 0m 0m 0m

作業道改良舗装 (1,320m) (69.5％) (120m) (200m) (1,000m)

1,600m 1,045m 65.3％ 290m 272m 290m 193m

(4) 県有林主伐 新植(再造林) 15.0ha 11.37ha 75.8％ 2.40ha 2.82ha 0.00ha 6.15ha

・再造林一貫 下刈 30.0ha 7.62ha 25.4％ 0.00ha 0.00ha 2.40ha 5.22ha

作業実施事業

※材積は立木材積

※( )は他事業分を含めた実績
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⑮ 県営林経営事業 （国庫，一部県単）

（連年）

１ 目 的

県営林において，森林の有する多面的機能の高度発揮及び森林経営を推進する上で必要な森林整備を計画的・継続的

に実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

県営林における森林資源の充実と公益的機能の高度
国 5.1/10 県 4.9/10

造林事業 県 発揮を図るため森林整備（搬出間伐・下刈り等）を計
（ 県 10/10 ）

画的に行う。

３ 事業計画

予 算 額
事業区分 事 業 量 総事業費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

造林事業 搬 出 間 伐 43.52ha

下 刈 1.02ha 53,217 53,217 50,461 105.5

搬出路開設 6,528m

計 53,217 53,217 50,461 105.5

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年度別実績
事業区分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) H28年度 H29年度 H30年度 元年度

造林事業 Ｈ28 造林(新植･復旧造林) 33.0ha 1.02ha 3.1％ 0.00ha 1.02ha 0.00ha 0.00ha

～R2 ( 2.12ha) ( 6.4％) (1.10ha)

搬出間伐 397.0ha 171.87ha 43.3％ 54.86ha 25.35ha 47.67ha 43.99ha

下刈 75.0ha 1.02ha 1.4％ 0.00ha 0.00ha 0.00ha 1.02ha

除伐つる切り 12.0ha 3.95ha 32.9％ 0.61ha 2.56ha 0.78ha 0.00ha

除伐 6.0ha 0.00ha 0.0％ 0.00ha 0.00ha 0.00ha 0.00ha

保育間伐 220.0ha 22.14ha 10.1％ 19.45ha 2.12ha 0.00ha 0.57ha

(32.52ha) (14.8％) (23.55ha) （5.20ha) (1.49ha) (2.28ha)

搬出路開設 25,106m － 6,530m 5,310m 7,785m 5,481m

森林作業道開設 200m － 0m 200m 0m 0m

※（ ）は他事業分を含めた実績
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⑯ 森林整備公社運営指導事業 （県単）

（継続 昭和３６年度～）

１ 目 的

分収方式による森林資源の造成及び整備を行う公益社団法人鹿児島県森林整備公社の円滑な運営を図るため，その運

営に必要な資金の貸付や利子補助を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1)森林整備公社運営資金貸付 県 既往借入金の償還に必要な資金の貸付

事業 県10/10

(2)森林整備公社利子補助事業 公社 公庫等からの借入に対する利子補助

３ 事業計画

（１）事業資金の貸付

予 算 額（県貸付金）
会 計 区 分 総 事 業 費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

ア 鹿 児 島 539,839 539,839 488,115 110.6

イ 屋 久 島 210,598 210,598 190,956 110.3

計 750,437 750,437 679,071 110.5

（２） 事業資金に対する利子補助

予 算 額（県利子補助）
会 計 区 分 総 事 業 費

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

ア 鹿 児 島 48,077 48,077 49,464 97.2

イ 屋 久 島 12,185 12,185 12,386 98.4

計 60,262 60,262 61,850 97.4

（参考） 損失補償契約（日本政策金融公庫：利用間伐推進資金借入分）

限 度 額
会 計 区 分 限 度 額

２年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

ア 鹿 児 島 458,350 458,350 490,630 93.4

イ 屋 久 島 61,072 61,072 56,248 108.6

計 519,422 519,422 546,878 95.0

※限度額は，上記金額に「及び損失確定日以降の未補償額に対し，損失補償契約に定める利子」を加えた額
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４ 全体事業計画等と実績

（１）貸付金等実績

元年度末借入額 (見込) 元年度末残高(見込) 年 度 別 借 入 額
事 業 区 分

期 間 金額（A） 金額（B） (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

（見込）

年度 千円 千円 ％ 千円 千円 千円

ア 県 貸 付 金 S.36～60 23,836,286 21,173,679 88.8 595,698 574,675 679,071

H.元～

(ｱ) 鹿児島 S.42～60 17,209,670 15,428,840 89.7 437,498 415,354 488,115

H.元～

(ｲ) 屋久島 S.36～60 6,626,616 5,744,838 86.7 158,200 159,321 190,956

H.元～

イ 日本政策金融 S.37～ 21,379,923 8,933,868 41.8 344,484 358,229 386,650

公庫借入金

(ｱ) 鹿児島 S.42～ 18,523,183 7,667,976 41.4 309,807 321,311 346,882

(ｲ) 屋久島 S.37～ 2,856,740 1,265,891 44.3 34,677 36,918 39,768

ウ 市 中 銀 行 S.61～H.元 4,087,852 282,280 6.9 － － －

借 入 金 H.10,H16～H18

(ｱ) 鹿児島 S.61～H.元 2,593,568 132,400 5.1 － － －

H.16～H.18

(ｲ) 屋久島 S.61～H.元 1,494,284 149,880 10.0 － － －

H.10,H16～H18

エ 屋 久 島 町 S.36～61 27,000 8,000 29.6 － － －

借 入 金

(ｱ) 屋久島 S.36～61 27,000 8,000 29.6 － － －

オ 共用林組合 S.36～61 94,620 0 － － － －

借 入 金

(ｱ) 屋久島 S.36～61 94,620 0 － － － －

合 計 49,425,681 30,398,827 61.5 940,182 932,904 1,065,721

(ｱ) 鹿児島 38,326,421 23,229,217 60.6 747,305 736,665 834,997

(ｲ) 屋久島 11,099,260 7,168,610 64.6 192,877 196,239 230,724

※四捨五入の関係で合計額は一致しない。

（２）利子補助実績

事 業 区 分
全体計画 30年度末累計 年 度 別 実 績

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 2 9年度 30年度 元年度

％ 千円 千円 千円

ア 利 子 補 助 事 業 H16～ － － － 64,298 62,834 61,850

(ｱ) 鹿児島 51,620 50,331 49,464

(ｲ) 屋久島 12,678 12,503 12,386
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５ 自然保護課





自然保護課の施策体系

森林整備・保全の 防災・減災対策の推進 森林の保護・保全対策の推進

推進 （野生生物係）
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① 狩猟対策事業

ア 狩猟適正化対策事業 （県単）

（継続 昭和３８年度～）

１ 目 的

狩猟者の資質の向上を図るとともに，狩猟規制区域の指定，狩猟鳥獣の増殖，狩猟取締りの徹底及び狩猟事故・違反

の防止を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

(1) 休 猟 区 指 定 ・ 解 除 県 休猟区の指定又は解除 県10／10

(2) 特定猟具使用禁止区域 〃 特定猟具使用禁止区域の指定又は整備 〃

指定・整備

(3) 捕獲禁止区域の指定 〃 捕獲禁止区域の指定 〃

(4) 狩 猟 免 許 試 験 〃 狩猟免許試験の実施 〃

（本庁，地域振興局・支庁）

(5) 狩 猟 免 許 更 新 〃 狩猟免許更新に係る適性検査及び講習の実施 〃

（本庁・地域振興局・支庁）

(6) 狩 猟 免 状 交 付 〃 狩猟免状の交付 〃

(7) 狩 猟 者 登 録 〃 狩猟者登録の実施 〃

(8) 有 益 鳥 獣 の 増 殖 〃 キジの放鳥（90日令，120日令） 〃

(9) 狩 猟 取 締 り 〃 狩猟取締指導等 〃
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３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 休 猟 区 指 定 ・ 解 除 指定 4,640 ha 48 48 - 皆増

(2) 特定猟具使用禁止区域 指定 1,666 ha 333 333 420 79.3

指定・整備

整備 1,539 ha

(3) 捕獲禁止区域の更新 予定なし - - - -

(4) 狩 猟 免 許 試 験 380 人 2,880 2,880 3,014 95.6

(5) 狩 猟 免 許 更 新 1,000 人 3,413 3,413 3,375 101.1

(6) 狩 猟 免 状 交 付 1,380 人 15 15 16 93.8

(7) 狩 猟 者 登 録 4,500 人 3,386 3,386 3,432 98.7

(8) 有 益 鳥 獣 の 増 殖 784 羽 5,007 5,007 5,621 89.1

（キジの放鳥）

(9) 狩 猟 取 締 り 12回， 96人 554 554 548 101.1

計 15,636 15,636 16,426 95.2

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量 (A) 事業量 (B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

年度 ha ha ％ ha ha ha

(1) 休 猟 区 指 定 平成29～３ 4,640 1,746 37.6 1,746 － －

羽 羽 ％ 羽 羽 羽

(2) キ ジ の 放 鳥 平成29～３ 7,500 3,364 44.9 1,330 1,170 864

（注）第12次鳥獣保護管理事業計画（平成29～３年度）による。
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イ 有害鳥獣総合対策事業（県単）

（継続 平成１４年度～）

１ 目 的

農林業被害発生に対する有害鳥獣捕獲のための許可の一部（法第９条第１項）及びヤマドリの販売許可（法第24条第

１項）等の事務を市町村に移譲して迅速な捕獲と住民の利便性を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 務 の 内 容 基 準 単 価 備 考

有害鳥獣捕獲許可 市町村 ①有害鳥獣捕獲許可に係 ① 3,738円／件 事務の権限委譲

る事務 は平成13年度～

②ヤマドリの販売許可に ② 6,924円／件

係る事務

③店舗等への立ち入り ③ 6,740円／件

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費 備 考

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

有害鳥獣捕獲許可 権限移譲交付金 7,576 7,576 7,738 97.9 事務処理件数

1,797件

計 7,576 7,576 7,738 97.9

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量（A） 事業量（B） (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

年度 ％

有害鳥獣捕獲許可 平成14～ ― 29,382件 ― 2,040件 2,134件 1,846件
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② 特定鳥獣総合管理対策推進事業 （国庫）

（継続 平成３０年度～）

１ 目 的

鳥獣による農林業，生活環境及び自然生態系への影響が深刻であることから，特定鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）の

科学的，順応的な鳥獣個体群管理を行い，農林業の健全な発展，生活環境の保全及び自然生態系の維持を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

(1) 特定鳥獣管理対策推進事業 県 ・特定鳥獣保護管理検討委員会の開催 県10／10

(2) 指定管理鳥獣捕獲等事業 県 ①実施計画策定等事業 定額

・指定管理鳥獣の生息状況調査や事業効果の

評価調査

②指定管理鳥獣捕獲等事業 県5／10

・ニホンジカ，イノシシの捕獲

③効果的捕獲促進事業

・効果的な捕獲手法の取組 定額

④認定鳥獣捕獲等事業者等の育成

・捕獲従事者等に対する安全管理等の講習会 定額

の開催

⑤ジビエ利用拡大を考慮した狩猟者の育成 定額

・狩猟初心者等を対象とした捕獲や解体方法

等に関する講習会の実施

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 特定鳥獣管理対策推進事業 ・検討委員会２回 256 256 262 97.7

(2) 指定管理鳥獣捕獲等事業 ・生息状況調査 41,306 41,306 40,300 102.5

・事業評価調査

・ﾆﾎﾝｼﾞｶ･ｲﾉｼｼの

捕獲 など

計 41,562 41,562 40,562 102.5
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（参考）
鳥獣保護区指定管理

普及啓発

鳥獣保護対策 生息調査

鳥獣保護管理員の配置

鳥獣保護対策事業 （県単）

（継続 昭和３９年度）

１ 目 的

近年の鳥獣保護に対する国民の関心の高まりに伴い，積極的に野生鳥獣の保護増進を図るため，鳥獣保護区の指定管

理，生息調査等を実施し，併せて鳥獣保護思想を更に普及啓発するための諸活動を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

(1) 鳥獣保護区の指定管理 県 鳥獣保護区の指定又は更新 県10／10

(2) 鳥獣保護思想の普及啓発 〃 愛鳥週間作品コンクールの実施，愛鳥モデル校の 〃

指定，傷病鳥獣の保護

(3) 各 種 会 議 〃 鳥獣保護推進のための各種会議 〃

(4) 鳥 獣 生 息 調 査 〃 ガン・カモ類一斉調査，キジ・ヤマドリ調査 〃

(5) 鳥獣保護管理員設置 〃 鳥獣保護区等の管理，取締り，普及啓発 〃
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３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費

２年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

(1) 鳥獣保護区の指定管理 指定 0箇所 288 288 300 96.0

更新８箇所

(2) 鳥獣保護思想の普及啓発 愛鳥週間作品コン 1,425 1,425 1,426 99.9

クール１回

(3) 各 種 会 議 167 167 92 181.5

(4) 鳥 獣 生 息 調 査 ガン・カモ類調査 8 8 69 11.6

１回

キジ・ヤマドリ調

査１回

(5) 鳥獣保護管理員設置 102人 8,646 8,646 8,600 100.5

計 10,534 10,534 10,487 100.4

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量 (A) 事業量 (B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

年度 箇所 箇所 ％ 箇所 箇所 箇所

鳥獣保護区の指定等 平成29～３ 59 36 61.0 13 9 14

ha ha ％ ha ha ha

17,700 17,978 101.6 6,462 5,360 6,156

（注）第12次鳥獣保護管理事業計画（平成29～３年度）による。なお，特別保護地区の箇所数，面積は含まない。
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６ 森林技術総合センター





森林技術総合センターの施策体系

技術開発と普及

森林の有する多面的 適切な更新のための再造林技術の開発
機能の発揮に向けた
技術開発

多様で健全な森林への誘導技術の開発

新たな技術の開発 県土保全のための技術開発

亜熱帯林における森林の経営管理に関する技術の開発

林業の持続的かつ健 望ましい林業構造確立のための技術開発
全な発展に向けた技
術開発

特用林産物の収益性向上のための技術開発

林業普及指導の 技術等の普及指導及び試験研究成果の普及・定着
充実

森林・林業を支える人材の育成

森林環境教育の推進
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① 試験研究事業 （国庫・県単）

（継続 連年）

１ 目 的

森林・林業に対する新たな課題や森林所有者等のニーズに対応した技術を開発するため，「森林の有する多面的機能

の発揮に向けた技術開発」及び「林業の持続的かつ健全な発展に向けた技術開発」の２つを研究推進方向として各種の

試験研究を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

（１）県単試験事業 県 令和２年度研究課題一覧表（参考２）のとおり 県 10／10

（２）国庫補助事業 県 〃 国 5／10

県 5／10

（３）森林環境譲与税関係事業 県 〃 県 10／10

（４）みんなの森づくり県民税関 県 〃 県 10／10

係事業（再掲）

（５）委託試験事業 県 〃 その他10／10

（６）公募型試験研究事業 県 〃 国 10／10

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費 備 考

2年度当初 元年度当初 前年度比

課題数 千円 千円 千円 ％

（１）県単試験事業 7 2,797 2,797 3.358 83.3

（２）国庫補助事業 1 596 596 635 93.9

（３）森林環境譲与税関係事業 1 1,238 1,238 1,278 96.9

（４）みんなの森づくり県民税関 1 383 383 － 皆増

係事業（再掲）

（５）委託試験事業 1 863 863 860 100.3

（６）公募型試験研究事業 3 3,004 3,004 3,000 100.1

計 14 8,881 8,881 9,131 97.3
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② 運営管理事業 （県単）

（継続 連年）

１ 目 的

森林技術総合センターの運営管理及び試験研究関連情報活動等を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

（１）本場運営管理 県 本場の運営・管理 県10／10

（２）研究生養成 県 林業後継者の育成 〃

（３）本場樹木園等管理 県 本場内樹木園・見本園等の維持管理 〃

（４）情報活動 県 研究発表会，研究報告書，林試協等技術情 〃

報の収集提供 〃

（５）本場試験林管理 県 本場試験林の管理 〃

（６）奄美施設管理 県 奄美施設及び樹木園・試験林の管理 〃

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費 備考

2年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

（１）本場運営管理 6,741 6,741 8,144 82.8

（２）研究生養成 若干名・１年間 4 4 4 100.0

（３）本場樹木園管理 除草3.44ha 2,572 2,572 1,859 138.4

生垣刈込1,300m

剪定整枝4,000本

施肥2.2ha

（４）情報活動 研究発表会，研究報告等 413 413 443 93.2

（５）本場試験林管理 路面清掃1,100m 326 326 335 97.3

（６）奄美施設管理 766 766 944 81.1

計 10,822 10,822 11,729 92.3
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③ 施設整備事業 （県単）

（継続 昭和４６年度～）

１ 目 的

森林・林業に対する多様な要請に対応した試験研究の高度化や情報活動の効率化などを図るため,森林技術総合セン

ターにおける機器等の整備や維持補修を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

（１）機器整備事業 県 試験研究用機器の整備 県10／10

（２）維持補修事業 県 施設等の維持補修 県10／10

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総 事 業 費 備 考

2年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

（１）機器整備事業 バキュームスイー 514 514 0 皆増

パー1基

（２）維持補修事業 0 0 902 0

計 514 514 902 57.0
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④ 普及運営事業 （国庫・一部県単）

（継続 昭和２５年度～）

１ 目 的

普及指導員が森林所有者の林業経営等を支援するため計画的に巡回活動を行うとともに，

必要な資機材の整備等を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

(1)巡回指導事業費 県 普及指導員が計画的に管内を巡回し， 国定額

適切かつ効果的な普及活動を行う。

(2)地区運営費 県 普及指導員の活動を円滑に行うため， 〃

必要な資機材の整備等を図る。

(3)普及情報活動促進費 県 各指導区における最新の話題や情報等 〃

を関係機関に提供する。

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事業量 総事業費 備 考

2年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1)巡回指導事業費 7地区 2,124 2,124 2,213 96.0

(2)地区運営費 〃 2,555 2,555 2,848 89.7

(3)普及情報活動促進費 〃 307 307 303 101.3

計 4,986 4,986 5,364 93.0

４ 全体事業計画と実績

全体事業計画 元年度末累計 年 度 別 実 績

事 業 区 分 期間 事業量(A) 事業費(B） B／A 29年度 30年度 元年度

千円 千円 千円

普及運営事業 連 年 － － － 5,545 5,519 5,364
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⑤ 普及職員研修事業 （国庫・一部県単）

（継続 昭和２６年度～）

１ 目 的

普及指導員の資質と指導能力の向上を図るため，国主催の中央研修や各種シンポジウムへの派遣及び

県主催の専門研修や新任者研修等を開催する。

２ 内 容

区分 研 修 項 目 研修期間 研 修 場 所 研修対象者 負担区分

林指 中央研修 5日間 森林技術総合研修所 1人 国定額

業導 全国シンポジウム 2日間 東京都 1人 〃

専員 林業機械化シンポジウム 2日間 〃 1人 〃

門研 ブロックシンポジウム 2日間 宮崎県 1人 〃

普修

及

林指 全国シンポジウム 2日間 東京都 1人 国定額

業導 専門研修 各2日間 森の研修館かごしま 林業普及指導員 県10/10

普員 林業普及活動推進発表大会 1日間 鹿児島市 林業普及指導員全員 〃

及研

修

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 総事業費

2年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1)林業専門普及指導員研修 200 200 236 84.7

(2)林業普及指導員研修 379 379 374 101.3

計 579 579 610 94.9

４ 全体事業計画と実績

全体事業計画 元年度末累計 年度別実績
事業区分

期間 事業費(A) 事業費(B) Ｂ／Ａ 29年度 30年度 元年度

千円 千円 千円

普及職員研修事業 連年 ― ― ― 652 610 610
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⑥ 巡回指導施設整備事業 （県単）

（継続 平成元年度～）

１ 目 的

普及指導員が効率的に普及指導活動を行うため，巡回用自動車（公用車）の整備を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

巡回指導施設整備事業 県 車体検査，修理，保険料，重量税等維 県10／10

持管理に要する経費

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

2年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

巡回指導施設整備事業 車検料 1,018 1,018 1,013 100.5

修繕料

保険料

重量税

４ 全体事業計画と実績

年 度 事業量 年 度 別 実 績 （ 公 用 車 購 入 ）

１１ － （維持管理費のみ）

１２ １ 出水

１３ ２ 加世田，指宿

１４ － （維持管理費のみ）

１５ １ 鹿屋

１６ － （維持管理費のみ）

１７ ２ 川薩，加治木

１８ － （維持管理費のみ）

～ ～

２６ － （維持管理費のみ）

２７ １ 大島

２８ － （維持管理費のみ）

２９ １ 大隅

３０ － （維持管理費のみ）

Ｒ１ － （維持管理費のみ）
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⑦ 普及活動高度化特別対策事業 （県単・一部国庫）

（継続 平成元年度～）

１ 目 的

普及指導員の資質向上を図るため，国主催の研修や先進林業地での研修を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

普及指導資質向上事業 県 森林技術総合研修所での研修受講 国定額

先進林業地での技術修得研修の実施 県10/10

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

2年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

普及指導資質向上事業 3人 192 192 216 88.8

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

人 人 人

普及指導資質向上事業 H3～ - - - 5 3 3
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⑧ 林業後継者育成対策事業 （県単・一部国庫）

（継続 昭和３９年度～）

１ 目 的

若手林業従事者等を対象に育成研修を行うとともに，指導林家・指導林業士・青年林業士等の活動を支援する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

(1)スペシャリスト養成講座 ２回 県 10/10

林業後継者育成対策事業 県 (2)地域リーダーの認定 (一部国1/2)

(3)情報ネットワークの活動 １地域

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

2年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

林業後継者育成対策事業 - 307 307 300 102.3

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

スペシャリスト養成講座 人，グループ ％ 人 人 人

（Ｈ19までは林業教室） Ｓ53～ - - - 8 5 12

（現認）

指 導 林 家 の 認 定 - 指 導 林 家:

- 52 2 1 1

指 導 林 業 士 の 認 定 - 指導林業士:

- 95 7 3 4

青 年 林 業 士 の 認 定 青年林業士:

115 6 8 3

林研グループ活動促進 グ ル ー プ:

43
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⑨ 路網作設高度技能者育成事業 （国庫）

○ 路網作設高度技能者育成事業 （継続 平成３０年度～）

１ 目 的

ＩＣＴ等先端技術を活用して簡易で丈夫な森林作業道を作設することのできる高度技能者を育成する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

路網作設高度技能者育成事業 県 路網作設高度技能者育成研修の実施 国10／10

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

2年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

路網作設高度技能者育成事業 2,000 2,000 2,000 100.0

ＩＣＴ等研修 １回

森林作業道作設研修 ３回

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

回 ％ 回 回

H30～

ＩＣＴ等研修 － 3 － － 1 2

森林作業道作設研修 － 6 － － 2 4
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⑩ 市町村森林管理技術者等養成事業 （県単）

○ 市町村森林管理技術者等養成事業 （継続 令和元年度～）

１ 目 的

森林経営管理法に基づく森林経営管理制度の円滑な推進を図るため，市町村職員等を対象に森林管理に必要な

知識や技術に関する研修を実施するとともに，国の研修等を通じて市町村への技術的支援を適確に行える若手県職員

を育成する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分 備 考

(1)市町村職員等の資質向上 県 市町村職員等を対象とした森林管理に関す

る研修の実施

県10/10

(2)県林業技術職員の資質向上 県 県職員を対象とした国主催の研修の受講

等

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

2年度当初 元年度当初 前年度比

千円 千円 千円 ％

(1)市町村職員等の資質向上 全体研修 1回 120 120 2,256 5.3

森林管理に関する研修 地区研修 7回

(2)県林業技術職員の資質向上 5人 869 869 745 116.6

国の研修受講等

計 989 989 3,001 33.0

４ 全体事業計画と実績

全 体 計 画 元年度末累計 年 度 別 実 績

事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

元～

(1)市町村職員等の資質向上 全体研修

森林管理に関する研修 － 2回 － － － 2回

地区研修

－ 7回 － － － 7回

(2)県林業技術職員の資質向上 － 4人 － － － 4人

国の研修受講等
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⑪ 森林（もり）にまなびふれあう推進事業 （県単・一部国庫）

○ 森林環境教育推進事業 （新規 令和２年度～）

１ 目 的

次の世代を担う児童・生徒等の森林・林業の役割や木の良さに関する理解を深めるため，小・中学校等において森

林環境教育を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事 業 主 体 事 業 内 容 負担区分 備 考

森林環境教育の実施 県 小・中学校の児童・生徒に対する森林環 県10／10

境教育 (一部国1/2)

高校・大学等の学生に対する森林環境教

育

森林環境教育指導者研修 小中学校等の指導者に対する研修

３ 事業計画

予 算 額
事 業 区 分 事 業 量 総事業費

2年度当初 元年度当初 前 年 度 比

千円 千円 千円 ％

7,786 7,786 6,114 127.3

森林環境教育の実施 17 校

森林環境教育指導者研修 1 回

４ 全体事業計画と実績

全体計画 元年度末累計 年 度 別 実 績
事 業 区 分

期 間 事業量(A) 事業量(B) (B)/(A) 29年度 30年度 元年度

校，回 校，回 ％ 校，回 校，回 校，回

R2～R6

森林環境教育の実施 85 － － (17) (17) (17)

森林環境教育指導者研修 5 － － － (4) (4)

（ ）書きは，前期実績
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（参考１）研究課題の決定及び研究成果の普及定着体系図

【実用化研究分野】 【基礎・応用研究分野】

県民のニーズ・行政施策 広域かつ高度な政策ニーズ 連携 大学

・地球温暖化対策 国法研究所

・森林吸収源対策 etc 他研究機関

研究成果の公表

○ 研究発表会

○ 研究報告発行

試験研究計画協議 研究実施計画の 研究の推進 ○ 林業技術研究成果集発行

会 作成 ○ 普及マニュアル発行

(研究課題の設定) ○ 森林学会等での発表

○ 林業技術者研修会での発表

○ 林業かごしま・他印刷物・

ＨＰ等による情報提供

○ 林業研究開発推進

九州ブロック会議

○ 九州地区林業試験 行 政 機 関

研究機関協議会

○ 行政機関, 現場 他の関係研究機関 技 術 普 及

○ 林野庁（補助事業）

○ 国立研究開発法人

森林総研（公募事業）

外
部
評
価
委
員
会

外 部 評 価 委 員 会
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（参考２） 令和２年度試験研究課題一覧表

研 究 課 題 予算額（千円) 研 究 期 間

Ⅰ 県単試験事業 ２，７９７

１ 既設試験地調査 ２６６ Ｈ９～連年

２ 森林病虫害等の防除に関する研究 ６７１ Ｈ９～連年

３ 奄美の既設試験地調査 １２８ Ｓ５５～連年

４ 再造林推進に向けた下刈りの時期分散及び回数削減に関する研究 ４８４ Ｈ２８～Ｒ２

５ 効率的な竹材生産技術の確立 ４０２ Ｒ２～Ｒ４

６ 第二世代抵抗性マツ苗生産技術の開発 ５１９ Ｈ３０～Ｒ２

７ チューブ型容器による広葉樹の実生育苗に関する研究 ３２７ Ｒ１～Ｒ３

Ⅱ 林業普及情報活動システム化事業（国庫補助事業） ５９６

１ サカキの省力化栽培技術の開発 ５９６ Ｒ１～Ｒ３

Ⅲ 森林環境譲与税関係事業 １，２３８

１ 不採算人工林における森林再生支援事業 １，２３８ Ｒ１～Ｒ５

Ⅳ 未来につなぐ森林づくり推進事業（みんなの森づくり県民税関係事業） ３８３

１ 造林技術開発調査（次世代スギコンテナ苗の成長特性の解明） ３８３ Ｒ２～Ｒ６

Ⅴ 委託試験事業 ８６３

１ 森林病虫獣害防除薬剤委託事業 ８６３ Ｈ１６～連年

Ⅵ 公募型試験研究事業 ３，００４

１ 新たな技術を用いたスギさし木苗生産方法の確立 １，００４ Ｈ３０～Ｒ２

２ 成長に優れた苗木を活用した施業モデルの開発 １，０００ Ｈ３０～Ｒ４

３ 変容する松くい虫防除技術を反映した新たな防除マニュアル １，０００ Ｒ１～Ｒ３

合 計 ８，８８１

（参考３）令和２年度行政委託研究・調査

調 査 等 課 題 委 託 先 委 託 期 間

１ 薬剤防除自然環境等影響調査 森づくり推進課 連 年

２ マツノマダラカミキリ発生予察調査 森づくり推進課 連 年

３ シカ捕獲個体の年齢解析 自然保護課 連 年

（参考４）附属試験地（所管林）等

82.08ha（行政財産66.57ha, 普通財産15.51ha）

（参考５）研究生の状況

昭和５年度から平成２４年度までの修得者数５２１人

平成２５年度からは実績なし
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実 施 場 所 試 験 研 究 内 容

１ 県 域 植栽試験地等既設試験地の追跡調査による基礎データの集積

２ 〃 一般県民，農林家等から依頼された林木・庭木の病虫害診断及び森林病虫害等の効果的な防除法確立

のための生態調査，被害状況調査等

３ 奄美地域 奄美地域の既設試験地の追跡調査による基礎データの集積

４ 県 域 再造林の推進及び再造林地の初期保育の実行確保のため，下刈りの時期分散及び回数削減の適用可

能性の検討

５ 〃 今後需要増が見込まれる竹材の効率的な生産方法の開発

６ 〃 マツ材線虫病への抵抗性がより強い第二世代抵抗性マツのさし木コンテナ苗を生産する技術の開発

７ 〃 直根の健全な発達を促進し，容易に植栽できる形状の種苗の生産技術の開発

１ 県 域 現在のサカキ林を適正なサカキ生産林に誘導するためのサカキの台切りによる萌芽更新試験等

１ 県 域 不採算人工林を広葉樹林や針広混交林へ確実かつ効果的に誘導する手法の検討

１ 県 域 次世代スギ品種の成長特性を解明するためのコンテナ育苗適性試験や山地植栽試験

１ 県 域 登録予定薬剤の薬効・薬害・残効性等試験

１ 県 域 新たな発根技術を用いて，低コストで大量のスギさし木苗生産を可能とする技術の確立

２ 〃 スギ特定母樹等の初期成長パターンや立地が成長に及ぼす影響に関する調査

３ 〃 松くい虫被害木のくん蒸処理における駆除効果を最大化するための施用試験

実 施 場 所 試 験 研 究 内 容

１ 県 域 森林病害虫等防除法に基づく薬剤防除の実施に伴う自然環境等影響調査

２ 〃 マツノマダラカミキリの発生消長調査

３ 〃 シカ捕獲個体の年齢解析
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第４ 参 考





前年度比 （Ａ）の

（Ａ）／（Ｂ） 構成比

百万円 百万円 ％ ％

150,401 148,933 101.0 17.9

70,830 60,389 117.3 8.4

32,097 30,492 105.3 3.8

938 922 101.7 0.1

274,861 272,165 101.0 32.7

535 571 93.7 0.1

6,747 8,352 80.8 0.8

11,637 11,768 98.9 1.4

154,846 156,783 98.8 18.4

2,683 2,345 114.4 0.3

351 112 313.8 0.0

19,132 24,296 78.7 2.3

2,000 2,000 100.0 0.2

11,019 10,297 107.0 1.3

101,775 97,948 103.9 12.1

839,853 827,373 101.5 100.0

※単位未満を四捨五入しているため，合計と内訳は一致しない場合がある。

②　歳　出

 (ア) 目的別

前年度比 （Ａ）の

（Ａ）／（Ｂ） 構成比

百万円 百万円 ％ ％

1,367 1,390 98.3 0.2

48,497 42,756 113.4 5.8

113,447 111,561 101.7 13.5

56,464 55,696 101.4 6.7

2,200 2,116 104.0 0.3

76,056 80,864 94.1 9.1

9,394 9,541 98.5 1.1

101,194 101,148 100.0 12.0

37,534 36,884 101.8 4.5

186,265 185,015 100.7 22.2

12,754 12,752 100.0 1.5

122,807 126,341 97.2 14.6

71,674 61,109 117.3 8.5

200 200 100.0 0.0

839,853 827,373 101.5 100.0
※単位未満を四捨五入しているため，合計と内訳は一致しない場合がある。

諸 支 出 金

予 備 費

合 計

繰 越 金

諸 収 入

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

地 方 譲 与 税

農 林 水 産 業 費

商 工 費

合 計

議 会 費

区 分

繰 入 金

1　鹿児島県予算の概要

（１）一般会計予算

①　歳　入

区 分

県 税

令和２年度当初 令和元年度当初

令和２年度当初

予算額（Ａ）

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

令和元年度当初

予算額（Ｂ）

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 特 例 交 付 金

県 債

使 用 料 及 び 手 数 料

寄 附 金

地 方 消 費 税 清 算 金

予算額（Ｂ）予算額（Ａ）
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 (イ) 性質別

前年度比 （Ａ）の

（Ａ）／（Ｂ） 構成比

百万円 百万円 ％ ％

232,090 231,134 100.4 27.6

26,651 26,920 99.0 3.2

4,633 4,457 104.0 0.6

133,639 128,281 104.2 15.9

137,369 120,831 113.7 16.4

164,176 168,648 97.3 19.5

12,505 12,492 100.1 1.5

0.0 0.0

122,374 125,872 97.2 14.6

2,628 3,056 86.0 0.3

48 717 6.8 0.0

2,628 3,332 78.9 0.3

911 1,433 63.6 0.1

200 200 100.0 0.0

839,853 827,373 101.5 100.0

※単位未満を四捨五入しているため，合計と内訳は一致しない場合がある。

③　歳出内訳（環境林務部関係）

前年度比

（Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 ％

6,429,620 6,404,821 100.4

環 境 衛 生 費 6,429,620 6,404,821 100.4

14,600,850 14,762,225 98.9

林 業 費 14,600,850 14,762,225 98.9

1,146,005 1,069,350 107.2

治山施設災害復 旧費 400,000 400,000 100.0

林 道 災 害 復 旧 費 746,005 669,350 111.5

22,176,475 22,236,396 99.7

農 林 水 産 業 費

合 計

災 害 復 旧 費

合 計

区 分

衛 生 費

令和元年度当初

予算額（Ａ） 予算額（Ｂ）

令和２年度当初

人 件 費

繰 出 金

予 備 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

公 債 費

積 立 金

出 資 金

貸 付 金

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

物 件 費

区 分
令和２年度当初 令和元年度当初

予算額（Ａ） 予算額（Ｂ）
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前年度比

（Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 ％

102,093 101,535 100.5

102,093 101,535 100.5

　①　一般会計予算

前年度比

（Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 ％

林 業 総 務 費 1,298,561 1,291,708 100.5

林 業 振 興 指 導 費 972,267 986,449 98.6

計 2,270,828 2,278,157 99.7

環 境 保 全 対 策 費 1,696 1,970 86.1

林 業 総 務 費 37,097 39,070 95.0

林 業 振 興 指 導 費 387,407 245,846 157.6

造 林 費 1,890,247 1,874,267 100.9

森 林 計 画 費 45,756 46,644 98.1

計 2,362,203 2,207,797 107.0

林 業 総 務 費 46,000 0 皆増　

林 業 振 興 指 導 費 903,130 1,277,838 70.7

林 業 構 造 改 善 費 97,758 90,014 108.6

林 道 費 2,661,165 2,663,819 99.9

林 道 災 害 復 旧 費 746,005 669,350 111.5

計 4,454,058 4,701,021 94.7

林 業 総 務 費 922,062 847,119 108.8

林 業 振 興 指 導 費 58,095 55,671 104.4

森 林 病 害 虫 防 除 費 96,925 117,679 82.4

造 林 費 1,181 1,181 100.0

県 営 林 費 99,297 92,166 107.7

治 山 費 4,981,437 5,027,648 99.1

治 山 施 設 災 害 復 旧 費 400,000 400,000 100.0

計 6,558,997 6,541,464 100.3

狩 猟 費 64,774 64,726 100.1

計 64,774 64,726 100.1

林 業 総 務 費 17,857 18,618 95.9

森林技術総合センター費 19,834 21,762 91.1

計 37,691 40,380 93.3

15,748,551 15,833,545 99.5

　②　特別会計予算

前年度比

（Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 ％
林業・木材産業改善資金

貸 付 勘 定 100,000 100,000 100.0
業 務 勘 定 2,093 1,535 136.4

102,093 101,535 100.5合　　　　　　　　　　　　計

課　　　名 目　　　　　名

課　　　名 目　　　　　名

森 づ く り
推 進 課

自 然 保 護 課

森 林 技 術
総 合
セ ン タ ー

環 境 林 務 課

か ご し ま 材
振 興 課

森 林 経 営 課

予算額（Ａ）

令和元年度当初

予算額（Ｂ）

令和２年度当初 令和元年度当初

予算額（Ａ） 予算額（Ｂ）

予算額（Ａ）

令和元年度当初

予算額（Ｂ）

令和２年度当初

（２）特別会計予算

（３）課別予算費目別予算(林業関係）

令和２年度当初

合　　　　　　　　　　　　計

会 計 名

環 境 林 務 課

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

合　　　　　　　　　　計
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２ 林務関係の行政組織 ★:ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

（１）環境林務部（林務関係）事務分掌 内線 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝNTT局番 099-286ｰ××××

★3327
総 務 係 …庶務全般，職員人事，財産管理

3328

★3330 部内の予算・決算事務，財政資料作成，財務の
経 理 係 …

3331 調整審査

★3332 林業振興の企画，開発計画及び重点施策の総合調整，
環境林務課 企画調整係 …

3333 森林審議会,森林環境税事業の総括,部内の公共事業調整

FAX 286-5607 ★3334
森林組合係 …森林組合の検査・指導・監督，林業金融

3335

★3340 森林土木事業の設計積算及び積算システム，建設副産
技術管理係 …

3335 物，森林情報システム

★3339
工事監査 …森林土木工事の監査・検査及び造林事業の監査

3341

★3357 庶務一般，予算・決算事務，
担 い 手 育 成 係 …

3358 担い手育成対策

★3364
森林経営課 特用林産係 …特用林産物の生産流通対策

3365

FAX 286-5609 ★3371
森林計画係 …地域森林計画の編成及び実行照査

3372

★3360 森林経営管理制度の推進，森林施業の集約化促進，
計画指導係 …

3361 種苗，森林吸収源対策

★3407
環境林務部 森林育成係 …造林事業，万之瀬川水源基金

3408

電話（代表）
森林技術総合センター TEL0995-52-0074 FAX0995-52-0078

099-286-2111
（庶務部，森林環境部，資源活用部，普及指導部）

★3362 庶務一般，予算・決算事務，かごしま材の加工流通
木 材 加 工 流 通 係 …

3363 対策，木質バイオマスの利用促進

★3366
木 材 利 用 推 進 係 …かごしま材の利用促進対策

かごしま材 3367

振興課 ★3403
木材生産係 …木材の低コスト生産・安定供給対策

FAX286-5638 3404

★3368
路網整備係 …林道事業及び林道施設災害復旧

3369

★3385 庶務一般，予算・決算事務，緑化の推進
緑化保護係 …

3386 森林づくり活動支援，森林の保護

★3388
治 山 係 …治山事業及び治山施設災害復旧

3389

★3390
保 安 林 係 …保安林，保安施設地区指定・解除，管理

森づくり 3391

推進課 ★3392
林 地 利 用 指 導 係 …林地開発許可制度の運用及び林野火災予防

FAX286-5611 3393

★3396
県 営 林 係 …県営林の経営及び管理，森林整備公社の運営指導

3397

★2616
自然保護課 野生生物係 …狩猟及び有害鳥獣の防除

2618

各地域振興局 農林水産部 林務水産課 林 務 係…林務全般，普及

森林土木係…治山,林道事業及び保安林の整備･管理事業

各 駐 在 …… 普及

屋久島事務所 農林普及課 林 務 係…普及

熊毛支庁 農林水産部 林務水産課 林 務 係…林務全般，普及

大島支庁 農林水産部 林務水産課 森林土木係…治山,林道事業及び保安林の整備･管理事業
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（２）林野庁

（〒１００－８９５２）東京都千代田区霞ヶ関１の２の１

ＴＥＬ ０３－３５０２－８１１１（代表）

長 官

｜ 附 林 政 審 議 会

次 長 属

機

林 政 課 監 査 室 関 森林技術総合研修所 林業機械化

企 画 課 林 野 図 書 資 料 館 セ ン タ ー

林 政 部 経 営 課 林 業 労 働 対 策 室

特 用 林 産 対 策 室

木材産業課 木 材 製 品 技 術 室

木材利用課 木 材 貿 易 対 策 室

計 画 課 施 工 企 画 調 整 室 独立行政法人

海 外 林 業 協 力 室 森林総合研究所

制 度 検 討 室

林 森林利用課 山村振興・緑化推進室 北海道支所

森 林 集 積 推 進 室 東 北 支 所

野 森林整備部 整 備 課 造 林 間 伐 対 策 室 関 西 支 所

治 山 課 山 地 災 害 対 策 室 四 国 支 所

庁 研究指導課 技 術 開 発 推 進 室 九 州 支 所

森 林 保 護 対 策 室

北海道育種場

管 理 課 福 利 厚 生 室 林木育種センター 東北育種場

国有林野部 経営企画課 国有林野総合利用推進室 関西育種場

国有林野生態系保全室 九州育種場

業 務 課 国 有 林 野 管 理 室 森林バイオ研究センター

森林農地整備センター

北海道森林管理局 旭川・北見・帯広・函館事務所

東 北 森 林 管 理 局 青森事務所

関 東 森 林 管 理 局 東京事務所

中 部 森 林 管 理 局 名古屋事務所

近畿中国森林管理局

四 国 森 林 管 理 局

九 州 森 林 管 理 局 総務企画部 総 務 課

企 画 調 整 課

経 理 課

計 画 課

計画保全部 保 全 課

治 山 課

屋久島森林生態系保全ｾﾝﾀｰ

西 表 森 林 生 態 系 保 全ｾﾝﾀｰ

森 林 整 備 課

森林整備部 資 源 活 用 課

技 術 普 及 課

森 林 技 術 ・ 支 援 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

国有林野管理審議会

森林管理署 支 署

（令和２年３月３１日現在）
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３ 林務関係各種機関・団体

（１）県内林務関係団体

団 体 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 代表者の氏名

〒892-0816

（一財）鹿 児 島 県 林 業 会 館 鹿児島市山下町9-15 099-222-4276 099-222-4276 理事長 柴立 鉄 彦

林業会館内

（公社）鹿 児 島 県 森 林 整 備 公 社 〃 099-224-1333 099-224-1335 理事長 三反 園 訓

（公財）万 之 瀬 川 水 源 基 金 〃 〃 〃 理事長 鮫島 士 郎

鹿 児 島 県 森 林 組 合 連 合 会 〃 099-226-9471 099-223-5483 会 長 森 山  

鹿 児 島 県 林 業 改 良 普 及 協 会 〃 099-223-8550 同 左 副会長 大山 辰 夫

鹿 児 島 県 造 林 協 会 〃 〃 〃 副会長 柴立 鉄 彦

鹿 児 島 県 林 業 経 営 者 協 会 〃 〃 〃 会 長 柴立 鉄 彦

鹿 児 島 県 林 業 研 究 グ ル ー プ 〃 〃 〃 会 長 永岩 和 幸

連 絡 協 議 会

〒892-0835

（一社）鹿 児 島 県 治 山 林 道 協 会 鹿児島市城南町8-23 099-222-2829 099-227-2592 会 長 森 山  

〒892-0816

鹿 児 島 県 森 林 土 木 協 会 鹿児島市山下町9-15 099-223-9053 099-821-4717 会 長 林 隆 秀

林業会館内

鹿 児 島 県 山 林 種 苗 協 同 組 合 〃 099-222-2494 099-222-2430 理事長 柴立 鉄 彦

（一社）鹿 児 島 県 猟 友 会 〃 099-222-9449 099-201-3994 会 長 中園 功 一

（公財）かごしまみどりの基金 〃 099-225-1426 099-225-1511 理事長 三反 園 訓

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 〃 099-223-2261 099-223-2262 所 長 梶 大 八

森林整備センター 鹿児島水源林整備事務所

（公財）鹿児島県林業担い手育成基金 〃 099-227-5541 099-225-1511 理事長 中村 かおり

〒899-5302

鹿 児 島 県 林 業 労 働 力 姶良市蒲生町上久徳 0995-54-3131 0995-52-1022 所 長 池田 賢 一

確 保 支 援 セ ン タ ー 182-1

〒891-0115

（一社）鹿児島県林材協会連合会 鹿児島市東開町3-2 099-267-5681 099-267-2407 会 長 柴立 鉄 彦

林業・木材製造業労働災害防止協会 〃 〃 〃 支部長 柴立 鉄 彦

鹿 児 島 県 支 部

鹿児島県木材利用推進運動協議会 〃 〃 〃 会 長 柴立 鉄 彦

〒892-0816

鹿 児 島 県 チ ッ プ 協 会 鹿児島市山下町9-15 099-226-9471 099-223-5483 会 長 有馬 純 隆

県森林組合連合会内

〒891-0115

鹿 児島県 木材 協同 組合 連合 会 鹿児島市東開町3-2 099-267-5681 099-267-2407 会 長 柴立 鉄 彦

鹿 児 島 木 材 産 業 協 同 組 合 〃 4-17 099-268-3111 099-268-3113 理事長 柴立 鉄 彦

-152-



団 体 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 代表者の氏名

〒891-0115

鹿児島県木材銘木市場協同組合 鹿児島市東開町 3-35 099-268-5131 099-268-5210 理事長 柴立 鉄 彦

鹿 児 島 県 木 材 商 業 協 同 組 合 〃 10-4 099-268-1366 099-267-6894 代表理事 梶川 幸 夫

鹿 児島県 屋久 杉事 業協 同組 合 〃 3-35 099-268-1722 同 左 理事長 吉  英 昭

〒891-4311

屋 久 島 屋 久 杉 加 工 協 同 組 合 熊毛郡屋久島町安房 0997-46-3911 同 左 理事長 川崎 景 年

160-1

〒899-7305

（一社）日本植木協会鹿児島県支部 曽於郡大崎町仮宿70 099-476-2101 099-476-2598 支部長 玉田 信 也

〒890-0063

（一社）鹿児島県造園建設業協会 鹿児島市鴨池2-30-8 099-251-0180 099-251-0206 会 長 井上 恒 治

県老人福祉会館内3F

〒899-5116

鹿 児 島 県 椎 茸 農 業 協 同 組 合 霧島市隼人町内 0995-42-5779 0995-42-5791 代表理事 永岩 和 幸

1300-2

鹿 児島県 竹産 業振 興会 連合 会 県森林経営課内 099-286-3364 099-286-5609 会 長 富永 容 史

鹿 児 島 県 特 用 林 産 振 興 会 〃 〃 〃 会 長 永岩 和 幸

鹿 児島県 林業 構造 改善 協議 会 県かごしま材振興課内 099-286-3362 099-286-5638 会 長 中重 真 一

鹿 児島県 木材 利用 推進 協議 会 〃 099-286-3366 〃 会 長 三反 園 訓

鹿 児 島 県 林 業 振 興 協 議 会 県環境林務課内 099-286-3332 099-286-5607 副会長 山口 輝 文

〒892-0816

鹿児島県森林ボランティア連絡会 鹿児島市山下町9-15 099-225-1426 099-225-1511 会 長 塩川 英 彬

林業会館内

〒891-4205

屋 久 島 レ ク レ ー シ ョ ン の 森 熊毛郡屋久島町 0997-42-3508 同 左 会 長 荒木 耕 治

保 護 管 理 協 議 会 宮之浦1593

屋久島町中央公民館内

〒899-5541

鹿 児島県 県民 の森 管理 事務 所 姶良市北山3464-119 0995-68-0557 0995-68-0174 所 長 米盛 恒 司

〒899-6401

〃 緑 化 セ ン タ ー 霧島市溝辺町有川 0995-59-2374 0995-59-3487

2987-37

〒893-2401

鹿児島県照葉樹の森管理事務所 肝属郡錦江町田代麓 080-6417-6518 － 所 長 東 顕

久木野5166-647

（令和２年３月３１日現在）
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（２）森林管理署等

名 称 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 管 轄 区 域

九 州 森 林 管 理 局 〒860-0081 096-328-3500 096-355-3891 九州・沖縄一円

熊本市西区京町本丁2-7

森林技術・支援センター 〒880-2222 0985-82-2211 0985-82-2213

宮崎市高岡町五町273

鹿 児 島 森 林 管 理 署 〒892-0812 099-247-7111 099-247-6571 鹿児島市，鹿児島郡，指宿

鹿児島市浜町12-1 市，枕崎市，南さつま市，南

九州市，日置市，いちき串木

野市，霧島市，姶良市，姶良

郡，奄美市，大島郡

北 薩 森 林 管 理 署 〒895-1813 0996-48-4900 0996-48-4901 薩摩川内市，薩摩郡，阿久根

薩摩郡さつま町轟町35-3 市，出水市，出水郡，伊佐市

大 隅 森 林 管 理 署 〒893-0047 0994-42-5217 0994-42-5218 鹿屋市，垂水市，曽於市，志

鹿屋市下掘町2926-3 布志市，曽於郡，肝属郡

屋 久 島 森 林 管 理 署 〒891-4311 0997-46-2111 0997-46-2113 西之表市，中種子町，南種子

熊毛郡屋久島町安房 町，屋久島町

166-5

屋久島森林環境保全センター 〒891-4205 0997-42-0331 0997-42-0333 屋久島町

熊毛郡屋久島町宮之浦

1577-1
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（３）森林組合

令和２年３月３１日現在

管 轄

地域振 組 合 名 組 合 長 名 所 在 地 電 話 番 号 （ＦＡＸ） 郵便番号

興局等

１ 鹿児島 か ご し ま 田 中 光 一 南九州市川辺町平山6140-1 0993-56-0079 (56-5862) 897-0215

南  

２ 北  北 薩 藤 岡 芳 昭 薩摩郡さつま町虎居5222-1 0996-53-0116 (52-2869) 895-1811

３ 姶良･伊佐 伊 佐 河 野 辰 男 伊佐市大口下殿716-509 0995-22-1425 (22-0217) 895-2525

４ 姶 良 西 部 野 間 洋 一 姶良市三拾町1371-6 0995-67-0588 (67-0591) 899-5412

５ 北 姶 良 長 崎 薫 姶良郡湧水町木場149-6 0995-74-2130 (74-3922) 899-6201

６ 姶 良 東 部 村 岡 國 昭 霧島市国分川原1040-3 0995-46-1818 (46-1819) 899-4303

７ 大 隅 曽 於 地 区 堂 園 司 志布志市有明町野神3687-1 099-475-1721 (475-2373) 899-7512

８ 曽 於 市 立 元 龍 美 曽於市末吉町南之郷77-3 0986-76-0066 (76-1305) 899-8608

９ 大 隅 下清水 久 男 鹿屋市西原3-7-34 0994-40-1611 (40-1671) 893-0064

10 内 之 浦 川 上 正 廣 肝属郡肝付町北方290-1 0994-67-2703 (67-2762) 893-1401

11 熊毛支庁 種 子 島 前 田 徳 弘 西之表市西之表6861-4 0997-22-1123 (22-1124) 891-3101

12 屋 久 島 牧 実 寛 熊毛郡屋久島町宮之浦277-29 0997-49-1010 (49-1023) 891-4205

13 大島支庁 あ まみ大島 森 山 馨 奄美市名瀬長浜町8-10 0997-52-1004 (53-1070) 894-0036

14 瀬 戸 内 町 久 保 成 雄 大島郡瀬戸内町古仁屋松江23 0997-72-0144 (72-0695) 894-1505

15 徳 之島地区 高 岡 秀 規 大島郡徳之島町亀津7112-5 0997-82-1429 (82-1300) 891-7101
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